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資料第１ 

 

小平市防災会議条例 

昭 和 ３ ８ 年 

条例第１８号 

（目的） 

第 1 条 この条例は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第１６条第６項の規

定に基づき、小平市防災会議(以下「防災会議」という。)の所掌事務及び組織を定める

ことを目的とする。 

（所掌事務） 

第２条 防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(1) 小平市地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

(2) 市長の諮問に応じて市の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 

(3) 前号に規定する重要事項に関し、市長に意見を述べること。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事

務 

（会長及び委員） 

第３条 防災会議は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、市長をもって充てる。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

５ 委員は、次に掲げる者をもって充てる。 

(1) 指定地方行政機関の職員のうちから市長が任命する者 

(2) 東京都の知事の部内の職員のうちから市長が任命する者 

(3) 警視庁の警察官のうちから市長が任命する者 

(4) 市長がその部内の職員のうちから指名する者 

(5) 市の教育委員会の教育長 

(6) 東京消防庁の消防吏員のうちから市長が任命する者 

(7) 消防団長 

(8) 指定公共機関又は指定地方公共機関の役員又は職員のうちから市長が任命する者 

(9) 自主防災組織(災害対策基本法第５条第２項に規定する自主防災組織をいう。)を構

成する者又は学識経験のある者のうちから市長が任命する者 

(10) 前各号に掲げる者のほか、防災上必要な機関、団体のうちから市長が任命する者 

６ 前項の委員の総数は３３人以内とする。 

７ 第５項第８号及び第９号の委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、

その前任者の残任期間とする。 

８ 前項の委員は、再任されることができる。 

(専門委員) 

第４条 防災会議に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、関係地方行政機関の職員、東京都の職員、市の職員、関係指定公共機関、

関係指定地方公共機関の役員又は職員及び学識経験のある者のうちから、市長が任命す

る。 
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３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 

(部会) 

第５条 防災会議は、その定めるところにより、部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、会長の指名する委員がこれに当たる。 

４ 部会長は、部会の事務を総括する。 

５ 部会長に事故があるときは、部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指名す

る者がその職務を代理する。 

(議事等) 

第６条 前各条に定めるもののほか、防災会議の運営に関し必要な事項は、会長が防災会

議に諮って定める。 

附 則(昭和３８年６月２４日・昭和３８年条例第１８号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(昭和４６年１２月９日・昭和４６年条例第１０号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成１２年３月２８日・平成１２年条例第２号) 

この条例中第１条及び第７条の規定は公布の日から、その他の規定は平成１２年４月１

日から施行する。 

附 則(平成２２年３月２６日・平成２２年条例第６号) 

この条例は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則(平成２５年３月２７日・平成２５年条例第５号) 

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 
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資料第２ 

 

小平市防災会議運営規程 

昭 和 ４ ７ 年 

訓令第１０号 

(趣旨) 

第１条 この規程は、小平市防災会議条例(昭和３８年条例第１８号)第６条の規定に基づ

き、小平市防災会議(以下「会議」という。)の議事その他の運営に関し、必要な事項を

定めるものとする。 

(招集) 

第２条 会議は、必要に応じ、会長が招集する。 

２ 委員は、必要があると認めるときは、会議に付議すべき事項及び理由を付して、会長

に会議の招集を求めることができる。 

３ 会議を招集するときは、会議の日時、場所及び議題を定め、関係の委員に通知しなけ

ればならない。 

４ 前項の通知を受けた委員が事故のため出席できないときは、代理者を出席させること

ができる。 

(議事手続) 

第３条 会議の議事は、会長が主宰する。 

２ 会議の議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、会長の決すると

ころによる。 

３ 会長は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その意見をきくことがで

きる。 

(会議の記録) 

第４条 会長は、議事録を作成しておかなければならない。 

２ 議事録には、次の事項を記載しなければならない。 

(1) 会議の日時及び場所 

(2) 出席した委員の職名及び氏名 

(3) 議題及び概要並びに議決事項 

(4) その他必要と認める事項 

(委任) 

第５条 会議は、その所掌に属する事務の一部を会長に委任することができる。 

２ 会長は、委任を受けた事務を処理したときは、会議に報告しなければならない。 

(専門委員) 

第６条 専門委員は、調査の結果を報告することができる。 

(部会) 

第７条 部会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

(庶務) 

第８条 会議の庶務は、総務部防災危機管理課において処理する。 

附 則(昭和４７年８月１７日・昭和４７年訓令第１０号) 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則(平成１２年２月３日・平成１２年訓令第１号) 

この訓令は、平成１２年４月１日から施行する。 
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附 則(平成１６年３月１５日・平成１６年訓令第１号) 

この訓令は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則(平成１７年３月３１日・平成１７年訓令第１４号) 

この訓令は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則(平成２７年３月３１日・平成２７年訓令第４号) 

この訓令は、平成２７年４月１日から施行する。 

  



 

資料-5 

資料第３ 

 

小平市災害対策本部条例 

昭 和 ３ ８ 年 

条例第２０号 

(目的) 

第１条 この条例は、災害対策基本法(昭和３６年法律第２２３号)第２３条の２第８項の

規定に基づき、小平市災害対策本部(以下「本部」という。)に関し必要な事項を定める

ことを目的とする。 

(本部の組織) 

第２条 本部に本部長室及び部を置く。 

２ 部に部長を置く。 

３ 本部長室及び部に属すべき本部の職員は、小平市規則で定める。 

(職務) 

第３条 災害対策本部長(以下「本部長」という。)は、本部の事務を総括し、本部の職員

を指揮監督する。 

２ 災害対策副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故あるときは、その職務を代理す

る。 

３ 部長は、本部長の命を受け、部の事務を統括する。 

４ 災害対策本部員は、本部長の命を受け、本部長室の事務に従事する。 

５ その他の本部の職員は、部長の命を受け、部の事務に従事する。 

(雑則) 

第４条 第２条及び第３条に定めるもののほか、本部に関し必要な事項は、小平市規則で

定める。 

附 則(昭和３８年６月２４日・昭和３８年条例第２０号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(昭和４６年１２月９日・昭和４６年条例第８号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成１２年３月２８日・平成１２年条例第２号) 

この条例中第１条及び第７条の規定は公布の日から、その他の規定は平成１２年４月１

日から施行する。 

附 則(平成２５年３月２７日・昭和２５年条例第５号) 

この条例は、公布の日から施行する。 
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資料第４ 

 

小平市災害対策本部条例施行規則 

昭 和 ４ ６ 年 

規則第１５号 

（目的） 

第１条 この規則は、小平市災害対策本部条例（昭和３８年条例第２０号）第２条第３項

及び第４条の規定に基づき、小平市災害対策本部（以下「本部」という。）の組織及び

その所掌事務等について、必要な事項を定めることを目的とする。 

（本部長室の所掌事務） 

第２条 本部長室は、次の事項について本部の基本方針を審議策定する。 

(1) 本部の非常配備態勢及び廃止に関すること。 

(2) 重要な災害情報の収集及び伝達に関すること。 

(3) 避難の指示に関すること。 

(4) 東京都及び公共機関に対する応援の要請に関すること。 

(5) 隣接市との相互応援に関すること。 

(6) 災害救助法の適用の要請に関すること。 

(7) 公用令書による公用負担に関すること。 

(8) 災害対策に要する経費の処理方法に関すること。 

(9) 前各号に掲げるもののほか、重要な災害対策に関すること。 

（本部長室の構成） 

第３条 本部長室は、次の者をもつて構成する。 

(1) 災害対策本部長（以下「本部長」という。） 

(2) 災害対策副本部長（以下「副本部長」という。） 

(3) 災害対策本部員（以下「本部員」という。） 

（副本部長） 

第４条 副本部長は、副市長及び教育長をもつて充てる。 

２ 小平市災害対策本部条例第３条第２項の規定により、副本部長が本部長の職務を代理

する場合は、副市長である副本部長、教育長である副本部長の順序により本部長の職務

を代理する。 

（本部員） 

第５条 本部員は、次の職にある者をもつて充てる。 

企画政策部長 企画政策部財務担当部長 総務部長 総務部危機管理担当部長 市民部

長 地域振興部長 こども家庭部長 健康福祉部長 健康福祉部健康・保険担当部長 

環境部長 都市開発部長 都市開発部都市建設担当部長 会計管理者 教育部長 教育

部教育指導担当部長 教育部地域学習担当部長 議会事務局長 監査事務局長 消防団

長 東京消防庁小平消防署長又はその指名する消防吏員 

２ 前項の表に掲げる者のほか、本部長が必要があると認めるときは、小平市の職員のう

ちから本部員を指名することができる。 

３ 本部員に事故があるときは、本部員があらかじめ指名する者（次条において「本部員

代理」という。）がその職務を代理する。 

（部の編成等） 

第６条 部（小平市災害対策本部条例第２条第１項に規定する部をいう。以下この条にお
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いて同じ。）の編成及び分掌事務は、別表のとおりとする。 

２ 部に属すべき本部の職員は、別表に定める者とする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、部長が必要があると認めたときは、班に副班長を置き、

あらかじめ部長が指名する職員をこれに充てることができる。 

４ 副部長は、部長を補佐し、部長に事故があるときは、その職務を代理する。 

５ 部長及び副部長に共に事故があるときは、本部員代理（部長である本部員の職務を代

理する本部員代理に限る。）が部長の職務を代理する。 

６ 班長は、部長の命を受け、班の事務を統括する。 

７ 副班長は、班長を補佐し、班長に事故があるときは、その職務を代理する。 

８ 班員は、班長の命を受け、班の事務に従事する。 

（職務権限） 

第７条 本部の職員は、特に定める場合又は特に指示された場合を除き、通常の行政組織

における職務権限に基づき本部の事務を処理する。 

（部班長会議） 

第８条 本部長は、災害対策の推進を図るため必要があると認めたときは、部班長会議を

招集することができる。 

（委任） 

第９条 この規則の施行について必要な事項は、本部長が定める。 

附 則（昭和４６年１２月１５日・昭和４６年規則第１５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和５０年４月５日・昭和５０年規則第５号） 

この規則は、公布の日から施行し、昭和５０年４月１日から適用する。 

附 則（昭和６１年３月２７日・昭和６０年規則第２３号） 

この規則は、昭和６１年４月１日から施行する。 

附 則（昭和６２年８月１日・昭和６２年規則第１６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成元年３月３１日・昭和６３年規則第６号） 

この規則は、平成元年４月１日から施行する。 

附 則（平成２年３月３１日・平成元年規則第３５号） 

この規則は、平成２年４月１日から施行する。 

附 則（平成３年３月３０日・平成３年規則第１９号） 

この規則は、平成３年４月１日から施行する。 

附 則（平成３年７月１日・平成３年規則第２３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成４年３月３１日・平成４年規則第１６号） 

この規則は、平成４年４月１日から施行する。 

附 則（平成７年３月２７日・平成７年規則第１２号） 

この規則は、平成７年４月１日から施行する。 

附 則（平成９年８月７日・平成９年規則第２６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１０年３月２７日・平成１０年規則第１４号） 

この規則は、平成１０年４月１日から施行する。 

附 則（平成１１年３月２５日・平成１１年規則第２５号） 
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この規則は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則（平成１１年６月３０日・平成１１年規則第４４号） 

この規則は、平成１１年７月１日から施行する。 

附 則（平成１１年９月３０日・平成１１年規則第５３号） 

この規則は、平成１１年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１４年９月２７日・平成１４年規則第３９号） 

この規則は、平成１４年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１６年３月１５日・平成１６年規則第４号） 

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年３月３１日・平成１７年規則第４３号） 

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成１８年３月３１日・平成１８年規則第２３号） 

この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１８年５月３０日・平成１８年規則第３２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１９年３月２７日・平成１９年規則第２９号） 

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年３月３０日・平成１９年規則第４３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２０年１月２５日・平成２０年規則第３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２１年２月２７日・平成２１年規則第７号） 

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年６月１日・平成２２年規則第２０号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２３年３月３１日・平成２３年規則第１３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２３年３月３１日・平成２３年規則第１５号） 

この規則は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年３月３０日・平成２４年規則第１４号） 

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年４月９日・平成２４年規則第１６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２５年１０月２８日・平成２５年規則第４０号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２６年３月３１日・平成２６年規則第２２号） 

この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月３１日・平成２７年規則第１１号） 

この規則は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月３１日・平成２８年規則第３５号） 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年１０月１２日・平成２９年規則第１８号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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附 則（平成３０年３月２６日・平成３０年規則第１４号） 

この規則は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年７月２日・令和元年規則第４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年３月３０日・令和２年規則第１０号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月３１日・令和３年規則第１７号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年６月１１日・令和３年規則第３８号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年１１月１６日・令和３年規則第５９号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和４年３月３１日・令和４年規則第１１号） 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年８月１日・令和４年規則第３５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

  附 則（令和５年３月１６日・令和５年規則第９号） 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月２９日・令和６年規則第３８号） 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年２月１９日・令和７年規則第４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

別表(第６条関係) 

［省略］ 
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資料第５ 

 

小平市災害対策本部運営要綱 

平成２２年６月１日 

事務執行規程 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、小平市地域防災計画（小平市防災会議条例（昭和３８年条例第１８

号）第２条第１号の規定により作成された小平市地域防災計画をいう。）に定めるもの

のほか、小平市災害対策本部条例施行規則（昭和４６年規則第１５号。以下「規則」と

いう。）第９条の規定に基づき、本部の運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語は、規則において使用する用語の例による。 

２ この要綱において「災害」とは、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２

条第１号に規定する災害で、災害救助法施行令（昭和２２年政令第２２５号）第１条第

１項に規定する程度のもの又はこれに準ずるものをいう。 

（本部の設置） 

第３条 市長は、小平市の区域内（以下「市内」という。）において災害が発生し、又は

災害が発生するおそれがある場合で、第７条の規定による非常配備態勢を発令する必要

があると認めるときは、本部を設置する。 

２ 小平市の職員（小平市災害発生時の緊急初動態勢に関する要領（平成２２年６月１日

制定）第３条第３項に規定する緊急初動要員を除く。）は、市内において次の各号のい

ずれかの事態が発生したときは、速やかにそれぞれの勤務場所に参集しなければならな

い。 

(1) 震度６弱以上の地震が発生したとき。 

(2) 震度５強の地震が発生し、大きな被害が予想される場合において、市長が出動を命

ずるとき。 

(3) その他災害発生により第７条の規定による非常配備態勢が必要とされる場合におい

て、市長が出動を命ずるとき。 

（本部の設置の通知等） 

第４条 災対調整部長は、本部が設置されたときは、直ちに次に掲げる者のうち必要と認

める者に対し、本部の設置を通知するとともに市民への周知を図らなければならない。 

(1) 副本部長及び本部員 

(2) 東京消防庁小平消防署長 

(3) 警視庁小平警察署長 

(4) 東京都知事 

(5) 指定地方行政機関、指定公共機関及び指定地方公共機関の長 

(6) 隣接市の市長 

(7) その他関係機関の長 

２ 部長は、前項の通知を受けたときは、本部の設置について所属職員（班長及び班員を

いう。以下同じ。）に対しその旨の周知徹底をしなければならない。 

（本部の廃止） 

第５条 市長は、市内において災害応急対策がおおむね完了したとき、又は災害が発生す

るおそれが解消したと認めるときは、本部を廃止する。 
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２ 前条の規定は、前項に規定する場合について準用する。 

（情報連絡態勢） 

第６条 市長は、本部を設置するに至らない程度の災害が発生し、又は発生するおそれが

ある場合で、災害に関する情報の収集及び伝達のために必要があると認めるときは、情

報連絡態勢を執るものとする。 

２ 地震による災害に関する小平市の情報連絡態勢は、次に掲げるとおりとし、市長は、

災害の状況に応じ必要と認める態勢を執るものとする。 

(1) 第１情報連絡態勢 

ア 発令の時期 

震度５弱の地震が発生したときその他状況により市長が必要があると認めるとき。 

イ 態勢の内容 

総務部防災危機管理課において災害に関する情報の収集及び伝達を直ちに行える

態勢とする。 

(2) 第２情報連絡態勢 

ア 発令の時期 

震度５弱の地震が発生した場合であって局地的な災害が発生し、又は発生するお

それがあるときその他状況により市長が必要があると認めるとき。 

イ 態勢の内容 

総務部防災危機管理課並びに本部の各班の班長及び副班長となるべき者において

局地的災害に関する情報の収集及び伝達を直ちに行える態勢とする。 

３ 気象庁が発表する南海トラフ地震臨時情報に関する小平市の情報連絡態勢は、次に掲

げるとおりとし、市長は、状況に応じ必要と認める態勢を執るものとする。 

(1) 第１情報連絡態勢 

ア 発令の時期 

     気象庁から南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意（ゆっくりすべりのみに係る

ものに限る。））が発表されたときその他状況により市長が必要があると認めると

き。 

イ 態勢の内容 

    総務部防災危機管理課において災害に関する情報の収集及び伝達を直ちに行える

態勢とする。 

(2) 第２情報連絡態勢 

ア 発令の時期 

     気象庁から南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意（前号アに規定する情報を除

く。））が発表されたときその他状況により市長が必要があると認めるとき。 

イ 態勢の内容 

      総務部防災危機管理課並びに本部の各班の班長及び副班長となるべき者において

局地的災害に関する情報の収集及び伝達を直ちに行える態勢とする。 

４ 台風、豪雨等による災害に関する小平市の情報連絡態勢は、次に掲げるとおりとし、

市長は、災害の状況に応じ必要と認める態勢を執るものとする。 

(1) 第１情報連絡態勢 

ア 発令の時期 

大雨注意報、洪水注意報、強風注意報又は大雪注意報のいずれかの注意報が発表

されたとき、台風の接近が予想されるときその他状況により市長が必要があると認
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めるとき。 

イ 態勢の内容 

総務部防災危機管理課、環境部水と緑と公園課、環境部下水道課及び都市開発部

道路課において台風、豪雨等に関する情報の収集及び伝達を直ちに行える態勢とす

る。 

(2) 第２情報連絡態勢 

ア 発令の時期 

大雨警報、洪水警報、暴風警報又は大雪警報のいずれかの警報が発表されたとき、

局地的災害が発生し、又は発生するおそれがあるときその他状況により市長が必要

があると認めるとき。 

イ 態勢の内容 

企画政策部秘書広報課、総務部総務課、総務部防災危機管理課、地域振興部文化

スポーツ課、こども家庭部子育て支援課、こども家庭部保育課、環境部環境政策課、

環境部資源循環課、環境部水と緑と公園課、環境部下水道課、都市開発部公共交通

課、都市開発部道路課、教育部教育総務課において局地的災害に関する情報の収集

及び伝達を直ちに行える態勢とする。 

５ 原子力緊急事態による災害に関する小平市の情報連絡態勢は、次に掲げるとおりとし、

市長は、災害の状況に応じ必要と認める態勢を執るものとする。 

(1) 第１情報連絡態勢 

ア 発令の時期 

放射性物質又は放射線が市内に影響を及ぼすと予想されるときその他状況により

市長が必要があると認めるとき。 

イ 態勢の内容 

総務部防災危機管理課及び環境部環境政策課において災害に関する情報の収集及

び伝達を直ちに行える態勢とする。 

(2) 第２情報連絡態勢 

ア 発令の時期 

原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６号。以下「原災法」という。）

第１０条第１項の規定による通報があったときその他状況により市長が必要がある

と認めるとき。 

イ 態勢の内容 

総務部総務課、総務部防災危機管理課、地域振興部市民協働・男女参画推進課、

地域振興部産業振興課、地域振興部文化スポーツ課、こども家庭部子育て支援課、

こども家庭部保育課、健康福祉部健康推進課、環境部環境政策課、環境部資源循環

課、環境部水と緑と公園課、環境部下水道課、都市開発部道路課、都市開発部施設

整備課、教育部教育総務課、教育部学務課、教育部指導課、公民館及び図書館にお

いて災害に関する情報の収集及び伝達を直ちに行える態勢とする。 

６ 噴火による災害に関する小平市の情報連絡態勢は、次に掲げるとおりとし、市長は、

災害の状況に応じ必要と認める態勢を執るものとする。 

(1) 第１情報連絡態勢 

ア 発令の時期 

富士山及び市内に降灰が予想される火山の噴火警報が発表されたときその他状況

により市長が必要があると認めるとき。 
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イ 態勢の内容 

総務部防災危機管理課において災害に関する情報の収集及び伝達を直ちに行える

態勢とする。 

(2) 第２情報連絡態勢 

ア 発令の時期 

東京都の区域内に降灰予報が発表されたとき、市内に降灰の強さ１の降灰が確認

されたときその他状況により市長が必要があると認めるとき。 

イ 態勢の内容 

総務部防災危機管理課、地域振興部産業振興課、環境部下水道課及び都市開発部

道路課において災害に関する情報の収集及び伝達を直ちに行える態勢とする。 

７ 大規模事故による災害に関する小平市の情報連絡態勢は、次に掲げるとおりとし、市

長は、災害の状況に応じ必要と認める態勢を執るものとする。 

(1) 第１情報連絡態勢 

ア 発令の時期 

大規模事故が発生し、情報の収集が必要なときその他状況により市長が必要があ

ると認めるとき。 

イ 態勢の内容 

総務部防災危機管理課において災害に関する情報の収集及び伝達を直ちに行える

態勢とする。 

(2) 第２情報連絡態勢 

ア 発令の時期 

大規模事故が発生し、被害が拡大するおそれがあるときその他状況により市長が

必要があると認めるとき。 

イ 態勢の内容 

総務部防災危機管理課並びに本部の各班の班長及び副班長となるべき者において

災害に関する情報の収集及び伝達を直ちに行える態勢とする。 

８ 市長は、災害が発生するおそれが解消したと認めるとき、又は本部を設置したときは、

情報連絡態勢を解除する。 

（本部の非常配備態勢） 

第７条 地震による災害に対処するための本部の非常配備態勢は、次に掲げるとおりとし、

本部長は、災害の状況に応じ必要と認める態勢を執るものとする。 

(1) 第１非常配備態勢 

ア 発令の時期 

震度５強の地震が発生したときその他状況により本部長が必要があると認めると

き。 

イ 態勢の内容 

局地的災害に直ちに対処できる態勢とする。 

(2) 第２非常配備態勢 

ア 発令の時期 

震度６弱以上の地震が発生したときその他状況により本部長が必要があると認め

るとき。 

イ 態勢の内容 

本部の総力をもって対処する態勢とする。 
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２ 気象庁が発表する南海トラフ地震臨時情報に関する本部の非常配備態勢は、次に掲げ

るとおりとし、本部長は、状況に応じ必要と認める態勢を執るものとする。 

(1) 第１非常配備態勢 

ア 発令の時期 

     気象庁から南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表されたときその他状

況により本部長が必要があると認めるとき。 

イ 態勢の内容 

    局地的災害に直ちに対処できる態勢とする。 

３ 台風、豪雨等による災害に対処するための本部の非常配備態勢は、次に掲げるとおり

とし、本部長は、災害の状況に応じ必要と認める態勢を執るものとする。 

(1) 第１非常配備態勢 

ア 発令の時期 

災害が発生するおそれがあるとき、局地的災害が発生したときその他状況により

本部長が必要があると認めるとき。 

イ 態勢の内容 

局地的災害に直ちに対処できる態勢とする。 

(2) 第２非常配備態勢 

ア 発令の時期 

災害が拡大し、第１非常配備態勢では対処できないときその他状況により本部長

が必要があると認めるとき。 

イ 態勢の内容 

本部の総力をもって対処する態勢とする。 

４ 原子力緊急事態による災害に対処するための本部の非常配備態勢は、次に掲げるとお

りとし、本部長は、災害の状況に応じ必要と認める態勢を執るものとする。 

(1) 第１非常配備態勢 

ア 発令の時期 

原災法第１５条第２項に規定する原子力緊急事態宣言があったときその他状況に

より本部長が必要があると認めるとき。 

イ 態勢の内容 

局地的災害に直ちに対処できる態勢とする。 

(2) 第２非常配備態勢 

ア 発令の時期 

災害が拡大し、その影響が市内に及ぶことにより第１非常配備態勢では対処でき

ないときその他状況により本部長が必要があると認めるとき。 

イ 態勢の内容 

本部の総力をもって対処する態勢とする。 

５ 噴火による災害に対処するための本部の非常配備態勢は、次に掲げるとおりとし、本

部長は、災害の状況に応じ必要と認める態勢を執るものとする。 

(1) 第１非常配備態勢 

ア 発令の時期 

東京都の区域内に降灰予報が発表され、かつ、降灰が予想される地域に小平市の

区域が含まれるとき、市内に降灰の強さ２の降灰が確認されたときその他状況によ

り本部長が必要があると認めるとき。 
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イ 態勢の内容 

局地的災害に直ちに対処できる態勢とする。 

(2) 第２非常配備態勢 

ア 発令の時期 

災害が拡大し、第１非常配備態勢では対処できないとき、市内に降灰の強さ３の

降灰が確認されたときその他状況により本部長が必要があると認めるとき。 

イ 態勢の内容 

本部の総力をもって対処する態勢とする。 

６ 大規模事故による災害に対処するための本部の非常配備態勢は、次に掲げるとおりと

し、本部長は、災害の状況に応じ必要と認める態勢を執るものとする。 

(1) 第１非常配備態勢 

ア 発令の時期 

重大な大規模事故による災害が発生したときその他状況により本部長が必要があ

ると認めるとき。 

イ 態勢の内容 

局地的災害に直ちに対処できる態勢とする。 

(2) 第２非常配備態勢 

ア 発令の時期 

重大な大規模事故による災害による被害が拡大し、第１非常配備態勢では対処で

きないときその他状況により本部長が必要があると認めるとき。 

イ 態勢の内容 

本部の総力をもって対処する態勢とする。 

（非常配備態勢の特例） 

第８条 前条の規定にかかわらず、本部長は、災害の状況に応じ必要があると認めるとき

は、特定の部に対してのみ非常配備態勢の指令を発し、又は特定の部に対してのみ前条

に掲げる非常配備態勢と種別の異なる非常配備態勢の指令を発することができる。 

（非常配備態勢に基づく措置） 

第９条 部長は、あらかじめ部に所属する班が非常配備態勢の種別に応じて措置すべき活

動要領を定め、所属職員に対しその旨の周知徹底をしなければならない。 

２ 部長は、非常配備態勢の指令を受けたときは、前項に規定する活動要領により所属職

員に対し必要な指示をしなければならない。 

（非常配備態勢時の動員人員） 

第１０条 非常配備態勢別の動員人員は、原則として別表のとおりとする。ただし、部長

は、災害の状況、応急措置の進捗状況等により、所属職員の動員人員を適宜増減するこ

とができるものとする。 

（所属職員の配置） 

第１１条 部長は、あらかじめ非常配備態勢別動員表（別記様式第１号）を作成し、本部

長に報告するとともに、所属職員の参集方法を定め、所属職員に対しその旨の周知徹底

をしなければならない。 

２ 部長は、非常配備態勢の指令を受けたときは、直ちに災害の状況に応じ次に掲げる処

置を執らなければならない。 

(1) 非常配備態勢別動員表により所属職員を配置すること。 

(2) 所属職員に参集方法及び交代方法を周知徹底させること。 
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(3) その他高次の非常配備態勢に応ずる所属職員の配置に移行できる措置を講ずること。 

（職員の服務） 

第１２条 本部の職員は、本部が設置されたときは、次に掲げる事項を遵守しなければな

らない。 

(1) 常に災害に関する情報及び本部に係る指示に注意すること。 

(2) 不急の行事、会議又は出張を中止すること。 

(3) 正規の勤務時間が終了しても、上司の指示があるまで退庁しないこと。 

(4) 勤務場所を離れるときには、進んで上司と連絡をとり、常に所在を明らかにするこ

と。 

(5) 非常配備態勢が発令されたときは、非常配備態勢別動員表により速やかに参集する

こと。 

(6) 自らの言動によって市民に不安を与え、市民の誤解を招き、又は本部の活動に支障

を来すことのないよう注意すること。 

（本部連絡員） 

第１３条 本部長室、部及び班相互間の連絡又は調整を推進するため、部ごとに本部連絡

員を置く。 

２ 部長は、本部の設置後速やかに所属職員のうちから複数の本部連絡員を指名し、災対

調整部長に報告しなければならない。 

３ 本部連絡員は、本部が設置されている間交代で勤務し、災対調整部長の指示があるま

で退庁することができない。 

４ 本部連絡員は、勤務を交代したときは、直ちに災対調整部長に報告しなければならな

い。 

（本部連絡員の招集） 

第１４条 災対調整部長は、必要があると認めるときは、指定した場所に本部連絡員を招

集することができる。 

（本部長室の開設） 

第１５条 災対調整部長は、本部が設置された場合は、直ちに本部長室を開設するために

必要な措置を執るものとする。 

２ 本部長室は、小平市庁舎３階の災害対策本部室に開設する。 

（本部長室の運営） 

第１６条 本部長は、規則第２条に規定する所掌事務について審議する必要がある場合は、

副本部長及び本部員を招集する。 

２ 本部長は、特に必要があると認めるときは、本部長室に前項に規定する以外の者の出

席を求めることができる。 

３ 部長は、その分掌事務について協議すべき事項があるときは、速やかに本部長室に付

議しなければならない。 

（本部長室における発信事項の処理） 

第１７条 災対調整部長は、本部長の指示事項及び本部長室の付議事項のうち、必要と認

める事項について、本部連絡員の参集を求め、又は庁内放送、電話その他適切な方法に

より本部の職員その他関係者に伝達するものとする。 

（本部長室における受信事項の処理） 

第１８条 災対調整部長は、東京都災害対策本部からの指示、通報又は連絡事項を受信し

たときは、直ちに本部長に報告し、必要な指示を受けなければならない。 
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２ 警察署、消防署等関係防災機関又は協力団体等からの受信事項については、前項に準

じて処理するものとする。 

（通信伝票） 

第１９条 本部長室における発信事項及び受信事項の処理は、通信伝票（別記様式第２号）

を使用しなければならない。 

（処置状況等の報告） 

第２０条 部長は、次に掲げる事項について速やかに本部長に報告しなければならない。 

(1) 把握した被害状況その他の災害に関する情報 

(2) 実施した応急措置の内容 

(3) 今後実施しようとする応急措置の内容 

(4) 本部長から特に指示された事項 

(5) その他必要と認める事項 

（予算手続） 

第２１条 災対企画政策部長は、本部長室が設置されたときは、速やかに予算措置に関す

る基本方針を本部長室に付議して、関係部長に必要な指示をしなければならない。 

２ 部長は、部の分掌事務の遂行に要する費用について、予算額に不足が生じようとする

とき、又は予算措置が講じられていないときは、直ちに災対企画政策部長の指示を受け

なければならない。 

（調達手続） 

第２２条 物資等の調達は、部の分掌事務に従って部長が、小平市契約事務規則（昭和３

９年規則第１５号）第７１条の規定により災対総務部調達班に請求するものとする。 

２ 災対総務部調達班は、部及び班の分掌事務が迅速円滑に遂行できるよう調達事務を処

理しなければならない。 

（支払手続） 

第２３条 部が調達をした物資等に関する支払は、当該調達をした部が原則として一般の

支払手続により支払事務を処理し、即時の支払を必要とするものについては、小平市会

計事務規則（平成１３年規則第１７号）第７２条の規定により、資金前渡を受けて支払

事務を処理する。 

２ 災対企画政策部長は、本部長室が設置されたときは、速やかに支払方法に関する基本

方針を本部長室に付議して、部長及び班長に必要な指示をしなければならない。 

（その他） 

第２４条 この要綱に定めるもののほか本部の運営に関し必要な事項は、本部長が別に定

める。 

（施行期日） 

この要綱は、令和７年２月１９日から施行する。 
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別表(第１０条関係) 

本部の組織 通常の組織 

（行政組織） 

所属職員数 非常配備態勢 備考 

常勤 再任用 第１ 第２ 

災対調整部 本部班 総務部 

防災危機管理課 

１１  １１ １１  

総務部 

地域安全課 

３  ３ ３  

災対企画政

策部 

政策班 企画政策部 

政策課 

６ １ ２ ７  

本 部 

協力班 

企画政策部 

行政経営課 

７  ２ ７ 企画政策部デジタルトラ

ンスフォーメーション推

進担当課長１人を含む。 

秘 書 

広報班 

企画政策部 

秘書広報課 

７ ２ ３ ９  

情報シス

テム班 

企画政策部 

情報政策課 

１０  ３ １０  

財政班 企画政策部 

財政課 

９  ３ ９  

不動産調

達班 

企画政策部 

公共施設マネジ

メント課 

１２ 

 

 ４ 

 

１２ 

 

 

災対総務部 総務班 総務部総務課 １１  ３ １１  

調達班 総務部契約検査

課（検査担当を

除く。） 

６ １ ２ ７  

受援班 総務部職員課 １５  ５ １５ 総務部労務・人事制度担

当課長１人を含む。 

災対市民部 調 査 

協力班 

市民部市民課

（市民サービス

担当及び市民相

談担当を除く。） 

４０ １ １３ ４１  

広聴班 市民部市民課

（市民サービス

担当及び市民相

談担当に限る。） 

５ ２ ２ ７ 市民部市民サービス担

当課長１人を含む。 

調査班 市民部税務課 ４１ ２ １３ ４３  

市民部収納課 ２５  ８ ２５  

災対地域振

興部 

広 聴 

協力班 

地域振興部 

市民協働・男女

参画推進課 

１３ １ ４ １４ 地域振興部地域コミュ

ニティ担当課長１人を

含む。 

産業班 地域振興部 

産業振興課 

９  ３ ９  

物 資 

拠点班 

地域振興部 

文化スポーツ課 

１５  ５ １５  

災対こども

家庭部 

保育班 こども家庭部 

子育て支援課 

１９  ６ １９ こども家庭部学童クラ

ブ担当課長１人を含む。 

こども家庭部 

保育課 

１８３ 

 

４ ２６ 

 

１８７ 

 

こども家庭部保育指導

担当課長１人を含む。 

こども家庭部 

こども家庭セン

ター（保健師を

除く。） 

４ 

 

 １ 

 

４ 
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災対健康福

祉部 

援護班 健康福祉部 

生活支援課（計

画調整・居住支

援担当及び保護

担当を除く。） 

１４  ４ １４  

避難班 健康福祉部 

生活支援課（計

画調整・居住支

援担当及び保護

担当に限る。） 

３３  １０ ３３  

健康福祉部 

高齢者支援課 

３３ 

 

１ １０ 

 

３４ 

 

健康福祉部地域包括ケ

ア推進担当課長１人を

含む。 

健康福祉部 

障がい者支援課 

２６ 

 

１ ８ 

 

２７ 

 

 

健康福祉部 

保険年金課 

２４ １ ８ ２５  

救護班 健康福祉部 

健康推進課 

１９  ６ １９  

こども家庭部 

こども家庭セン

ター（保健師に

限る。） 

１１  ３ １１  

災対環境部 環 境 

衛生班 

環境部 

環境政策課 

８  ２ ８  

環境部 

資源循環課 

１２  ４ １２  

環境部 

水と緑と公園課 

１４  ４ １４  

下 水 

復旧班 

環境部 

下水道課 

１６  ８ １６  

災対都市 

開発部 

都 市 

整備班 

都市開発部 

都市計画課 

１２ １ ４ １３  

都市開発部 

建築指導課 

１６  ５ １６  

都市開発部 

公共交通課 

３  １ ３  

都市開発部地域

整備支援課 

７  ２ ７  

災対都市 

建設部 

道 路 

復旧班 

都市開発部 

道路課 

４１  １２ ４１ 都市開発部公共工事担

当課長１人及び都市開

発部都市計画道路担当

課長１人を含む。 

都市開発部 

交通対策課 

５  ２ ５  

建築班 都市開発部 

施設整備課 

１４ 

 

 ４ 

 

１４ 

 

 

総務部契約検査

課（検査担当に

限る。） 

２  １ ２ 総務部検査担当課長１

人を含む。 

 

災対出納部 出納班 会計課 ８ １ ３ ９  

災対教育部 学 校 教育部 １６  ５ １６ 教育部施設更新担当課
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施設班 教育総務課    長１人を含む。 

学校班 教育部学務課 １３  ４ １３  

教育部 

指導課 

１８ １ ６ １９ 教育部学校支援担当課長

１人及び教育部教育施策

推進担当課長１人を含む。 

市立小学校 ３０ ６  ３６  

市立中学校      

社 会 

教育班 

教育部 

地域学習支援課 

７  ２ ７  

公民館 ２３  １４ ２３  

図書館 ４６ １ １２ ４７  

協力部 協力班 議会事務局 １０  ３ １０  

選挙管理委員会

事務局 

４  １ ４  

監査事務局 ３  １ ３  

消防部 各分団 消防団各分団 １５１  ７６ １５１  

備考  

１ 本部長、副本部長及び本部員は、第１非常配備態勢で出動する。 

２ 建築班には被災建築物応急危険度判定員養成講習会を受講した職員(建築班の班員を除

く。)を含み、その動員人員は、本部長が別に定める。 
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別記様式第１号（第１１条関係） 

非常配備態勢別動員表 

年  月  日 

災害対策本部の組織  

通常の行政組織  

氏   名 
態勢種別 住   所 

（町名まで） 第１ 第２ 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

合 計 （人） 
   

 

備考 態勢種別欄は、それぞれ該当欄に○印を記入すること。 
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資料-23 

資料第６ 

 

小平市災害発生時の緊急初動態勢に関する要領 

平成２２年６月１日 

事務執行規程 

改正 平成２５年１０月２８日事務執行規程 

平成２７年４月１日事務執行規程 

平成２８年４月１日事務執行規程 

令和７年２月１９日事務執行規程 

 

(趣旨) 

第１条 この要領は、小平市の区域内（以下「市内」という。）において地震等による災

害が発生した時（以下「災害発生時」という。）に、小平市災害対策本部条例（昭和３

８年条例第２０号）に基づく小平市災害対策本部（以下「災害対策本部」という。）が

設置され災害応急対策の円滑な遂行が確保されるまでの間、災害緊急対策を行う緊急初

動態勢に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要領において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 防災対策地区 各初動地区隊が情報収集、連絡その他の災害緊急対策に関すること

を行う区域をいう。 

(2) 防災連絡所 小学校、中学校及び小平元気村おがわ東に設置される防災対策地区内

の応急活動の拠点をいう。 

(3) 初動本部 災害発生時に小平市庁舎に設置される応急活動を行う組織をいう。 

(4) 初動地区隊 災害発生時に防災連絡所に設置される応急活動を行う組織をいう。 

(5) 初動本部員 初動本部に所属する職員をいう。 

(6) 初動地区隊員 初動地区隊に所属する職員をいう。 

（組織及び業務） 

第３条 緊急初動態勢に係る組織、出動場所、防災対策地区及び業務内容は、別表に定め

るところによる。 

２ 初動本部に初動本部長を置き、総務部危機管理担当部長をもって充てる。 

３ 初動本部長は、緊急初動態勢の業務を総括し、初動本部員及び初動地区隊員（以下「緊

急初動要員」という。）を指揮する。 

４ 総務部防災危機管理課長は、総務部危機管理担当部長に事故があるときは、初動本部

長の職務を代理する。 

５ 総務部危機管理担当部長及び総務部防災危機管理課長ともに事故があるときは、総務

部危機管理担当部長があらかじめ指名する職員が、初動本部長の職務を代理する。 

（緊急初動要員の指名） 

第４条 市長は、市内及び小平市の近隣に居住する職員のうちから緊急初動要員を指名す

る。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、特に必要があると認めるときは、前項に規定する

職員以外の職員のうちから緊急初動要員を指名することができる。 

３ 市長は、緊急初動要員の指名の際に出動場所を指定する。 
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４ 市長は、緊急初動要員から市役所隊並びに各初動地区隊の隊長及び副隊長を指名する。 

５ 緊急初動要員として指名された者は、病気、転居等により緊急初動要員として活動す

ることが困難になったときは、遅滞なく市長にその旨の届出をしなければならない。 

６ 市長は、前項の届出をした者が緊急初動要員として適さないと認めるときは、緊急初

動要員の任を解くものとする。 

（緊急初動要員の出動） 

第５条 緊急初動要員は、市内において次の各号のいずれかの事態が発生したときは、速

やかに指定された出動場所に出動しなければならない。 

(1) 震度６弱以上の地震が発生したとき。 

(2) 震度５強の地震が発生し、大きな被害が予想される場合において、市長が出動を命

ずるとき。 

(3) その他災害発生により緊急初動態勢が必要とされる場合において、市長が出動を命

ずるとき。 

２ 緊急初動要員は、特別の事情により出動できないときは、速やかに初動本部及び初動

地区隊の隊長（以下「隊長」という。）に連絡しなければならない。 

（初動地区隊員の責務） 

第６条 隊長は、初動本部長の命を受け、初動地区隊の分担業務をつかさどり、所属の初

動地区隊員を指揮する。 

２ 初動地区隊の副隊長は、隊長を補佐し、隊長に事故があるときは、その職務を代行す

る。 

３ 初動地区隊員は、隊長の命を受け、迅速かつ適正に初動地区隊の業務を遂行しなけれ

ばならない。 

（災害対策本部の設置後の事務） 

第７条 緊急初動要員は、災害対策本部が設置されたときは、災害対策本部の災対調整部

本部班の事務に従事することができる。 

（緊急初動要員の訓練等） 

第８条 緊急初動要員は、災害の発生に備え、市が行う訓練等に参加し、平常時から自己

の分担業務の修得に努めなければならない。 

（緊急初動要員の任期） 

第９条 緊急初動要員の任期は５年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の緊急初動要員

の任期は、その前任者の残任期間とする。 

（庶務） 

第１０条 災害発生時の緊急初動態勢に関する庶務は、総務部防災危機管理課において処

理する。 

（その他） 

第１１条 この要領に定めるもののほか、災害発生時の緊急初動態勢に関し必要な事項は、

総務部危機管理担当部長が別に定める。 

（施行期日） 

この要領は、令和７年２月１９日から施行する。 
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別表（第３条関係） 

組織名 出動場所 防災対策地区 業務内容 

初動本部 小平市庁舎  １ 緊急初動態勢の庶

務に関すること。 

２ 東京都及び防災関

係機関との連絡に関

すること。 

３ 初動地区隊との連

絡に関すること。 

４ 初動地区隊への指

揮に関すること。 

５ 災害対策本部設置

の準備に関するこ

と。 

６ その他災害緊急対

策に関すること。 

  

 市役所隊 

第一小学校初動

地区隊 

小平第一小学校 小川町１丁目の一部（元中宿通

り以東かつ青梅街道以南）、た

かの台の一部（元中宿通り以

東）、津田町１丁目、上水新町

３丁目 

１ 防災連絡所の設置

に関すること。 

２ 担当防災対策地区

内の情報収集及び連

絡に関すること。 

３ その他担当防災対

策地区内の災害緊急

対策に関すること。 

第二小学校初動

地区隊 

小平第二小学校 学園東町の一部（あかしあ通り

以東）、学園東町３丁目、仲町

の一部（あかしあ通り以東）、

天神町１丁目、同４丁目の一部

（新小金井街道以西） 

第三小学校初動

地区隊 

小平第三小学校 喜平町１丁目の一部（あかしあ

通り以東）、回田町の一部（回

田本通り以南の区域及び回田本

通り以北かつ新小金井街道以東

の区域）、御幸町の一部（小金

井カントリークラブを除く。） 

第四小学校初動

地区隊 

小平第四小学校 上水本町１丁目、同２丁目、津

田町２丁目、同３丁目、学園西

町１丁目の一部（小平第四小学

校） 

第五小学校初動

地区隊 

小平第五小学校 花小金井１丁目の一部（３１～

５０番を除く。）、同５丁目、

同６丁目の一部（野中通り以

東）、同８丁目の一部（武蔵公

園通り以東） 

第六小学校初動

地区隊 

小平第六小学校 小川町２丁目の一部（青梅街道

以北かつ西武多摩湖線以西）、

小川東町３丁目の一部（株式会

社ブリヂストン東京工場・技術

センターを除く。）、同５丁目 

第七小学校初動

地区隊 

小平第七小学校 美園町１丁目、同２丁目、同３

丁目、大沼町１丁目、同２丁目、

同３丁目、同４丁目の一部（新

小金井街道以西）、同７丁目 

第八小学校初動

地区隊 

小平第八小学校 鈴木町１丁目の一部（新小金井

街道以東かつ鈴木街道以南の区
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域で鈴木小学校を除く。）、同

２丁目の一部（鈴木街道以南）、

御幸町の一部（小金井カント

リークラブ） 

第九小学校初動

地区隊 

小平第九小学校 喜平町３丁目の一部（３番を除

く。）、鈴木町１丁目の一部（鈴

木街道以北かつ新小金井街道以

西） 

第十小学校初動

地区隊 

小平第十小学校 上水本町３丁目、同４丁目、同

５丁目、同６丁目 

第十一小学校初

動地区隊 

小平第十一小学校 花小金井２丁目、同３丁目、同

４丁目 

第十二小学校初

動地区隊 

小平第十二小学校 小川町１丁目の一部（立川通り

以南かつ大けやき道以西）、上

水新町１丁目 

第十三小学校初

動地区隊 

小平第十三小学校 栄町２丁目、同３丁目、小川西

町１丁目、同２丁目、同３丁目

の一部（富士見通り以西）、同

５丁目 

第十四小学校初

動地区隊 

小平第十四小学校 小川町２丁目の一部（西武多摩

湖線以東かつ青梅街道以北）、

小川東町、仲町の一部（青梅街

道以北かつあかしあ通り以西） 

第十五小学校初

動地区隊 

小平第十五小学校 小川町２丁目の一部（青梅街道

以南かつ西武多摩湖線以西）、

学園西町１丁目の一部（四小東

通り以西で小平第四小学校を除

く。）、同２丁目の一部（学園

中央通り以北の区域及び学園中

央通り以南かつ四小東通り以西

の区域）、同３丁目 

元気村初動地区

隊 

小平元気村おがわ東 小川西町３丁目の一部（富士見

通り以東）、小川東町１丁目の

一部（中宿通り以北）、同２丁

目、同３丁目の一部（株式会社

ブリヂストン東京工場・技術セ

ンター）、同４丁目 

花小金井小学校

初動地区隊 

花小金井小学校 花小金井１丁目の一部（３１～

５０番）、花小金井南町３丁目 

鈴木小学校初動

地区隊 

鈴木小学校 喜平町３丁目の一部（３番）、

回田町の一部（回田本通り以北

かつ新小金井街道以西）、鈴木

町１丁目の一部（鈴木街道以南

かつ新小金井街道以西の区域及

び鈴木小学校） 

学園東小学校初

動地区隊 

学園東小学校 学園東町１丁目の一部（１９番

～２４番を除く。）、同２丁目 

上宿小学校初動

地区隊 

上宿小学校 中島町、栄町１丁目、小川町１

丁目の一部（立川通り及び青梅

街道以北で十三小通り以西） 

第一中学校初動

地区隊 

小平第一中学校 小川町２丁目の一部（西武多摩

湖線以東かつ青梅街道以南）、
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仲町の一部（青梅街道以南かつ

あかしあ通り以西）、学園東町

の一部（あかしあ通り以西）、

学園東町１丁目の一部（１９番

～２４番） 

第二中学校初動

地区隊 

小平第二中学校 小川町１丁目の一部（十三小通

り以東かつ青梅街道以北）、小

川西町４丁目、小川東町１丁目

の一部（中宿通り以南） 

第三中学校初動

地区隊 

小平第三中学校 鈴木町１丁目の一部（新小金井

街道以東かつ鈴木街道以北）、

同２丁目の一部（鈴木街道以

北）、天神町４丁目の一部（新

小金井街道以東）、花小金井６

丁目の一部（野中通り以西）、

同７丁目 

第四中学校初動

地区隊 

小平第四中学校 学園西町１丁目の一部（四小通

り以東）、同２丁目の一部（学

園中央通り以南）、喜平町１丁

目の一部（あかしあ通り以西）、

同２丁目 

第五中学校初動

地区隊 

小平第五中学校 小川町１丁目の一部（青梅街道

以南、大けやき道以東かつ元中

宿通り以西）、たかの台の一部

（元中宿通り以西）、上水新町

２丁目 

第六中学校初動

地区隊 

小平第六中学校 天神町２丁目、同３丁目、大沼

町４丁目の一部（新小金井街道

以東）、同５丁目、同６丁目、

花小金井８丁目の一部（武蔵公

園通り以西） 

上水中学校初動

地区隊 

上水中学校 上水南町１丁目、同２丁目、同

３丁目、同４丁目 

花小金井南中学

校初動地区隊 

花小金井南中学校 花小金井南町１丁目、同２丁目 

  



 

資料-28 

資料第７ 

 

災害対策活動拠点となる庁舎等 

 

【市庁舎等の概要】 

項 目 市 庁 舎 
2 階 建 車 庫 

（2層 3段） 

健 康 福 祉 

事 務 セ ン タ ー 
そ の 他 

構 造 

鉄 骨 鉄 筋 

コ ン ク リ ー ト 造 
― 鉄筋コンクリート造 ― 

地上 8階／地下 2階 ― 地上 2階 ― 

面 積 
敷 地 14,623.98㎡ ― ― ― 

延 床 17,452.54㎡ 2,474.69㎡ 1623.88 ㎡ 528.63㎡ 

 

【市庁舎の設備】 

設 備 別 概 要 

電 気 設 備 高圧受変電設備 ６.６kV、契約電力 ５９０ｋW 

発 電 設 備 
非常用発電設備 ３００kVA 

発電のための軽油備蓄量 ６,４９０L（全負荷運転で７２時間） 

給 水 衛 生 設 備 上水受水槽 ６０㎥ 

雨 水 槽 満水時 ８０㎥（大型車庫下） 

 

【健康福祉事務センターの設備】 

設 備 別 概 要 

電 気 設 備 高圧受変電設備 ６.６kV、契約電力 ３４kW 

発 電 設 備 
非常用発電設備 ８０kVA 

発電のための軽油備蓄量 ６０L（全負荷運転で２.９時間） 

給 水 衛 生 設 備 上水受水槽 ７.５㎥ 

 

【その他の市施設の概要】 

項 目 

地 区 内 輸 送 拠 点 応 急 救 護 施 設 

東部市民センター 西部市民センター 
小 平 市 民 総 合 

体 育 館 
健 康 セ ン タ ー 

構 造 
鉄筋コンクリート造 鉄筋コンクリート造 

鉄筋コンクリート造 

（一部鉄骨造） 
鉄筋コンクリート造 

地上 3階 地上 2階 地上 4階 地上 4階／地下 1階 

面積 
敷 地 2,203.73㎡ 2,500㎡ 3,591.11㎡ 1,631.06㎡ 

延 床 1,661.90㎡ 1971.218㎡ 8,176.46㎡ 3,259.48㎡ 

 

【健康センターの設備】 

設 備 別 概 要 

電 気 設 備 高圧受変電設備 ６.６kV、契約電力 １２３kW 

発 電 設 備 
非常用発電設備 ７７kVA 

発電のための軽油備蓄量 ２０L（全負荷運転で２時間） 

給 水 衛 生 設 備 上水受水槽 ７㎥、高架水槽 ２.１㎥ 

雨 水 槽 満水時 １３０㎥ 
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資料第８ 

 

小平市消防団 火災出動区域表 

令和６年４月１日現在 

出動別 
 

 

分団名 

特  命  出  場 
（自己の分団の受持区域） 

普   通   出   場 

第一分団 
小川町１丁目、中島町、栄町、 
上水新町、たかの台 

小川町２丁目、小川西町、小川東町、 

津田町 

第二分団 
小川町２丁目、学園西町、 
津田町、小川町１丁目の一部 

小川町１丁目、中島町、上水新町、 

たかの台、栄町、小川西町、小川東町、 

仲町、学園東町、上水本町 

第三分団 仲町、学園東町 
小川町１丁目の一部、小川町２丁目、 

学園西町、上水本町、上水南町、喜平町、

回田町、天神町、美園町、大沼町 

第四分団 
大沼町、美園町 

花小金井８丁目の一部 
仲町、天神町２・３丁目、 
花小金井２・３・４・５・８丁目 

第五分団 
花小金井３・４丁目、 
花小金井２・５丁目の北地域、 

花小金井８丁目の一部 

美園町、大沼町、花小金井南町、 
花小金井１・２・５・６・７・８丁目 

第六分団 
天神町、大沼町５丁目の一部、 
花小金井１・６・７・８丁目、 

花小金井２・５丁目の南地域 

鈴木町、御幸町、花小金井南町、 
花小金井２・３・４・５丁目 

第七分団 
鈴木町、御幸町の北地域、 
花小金井南町 

花小金井１・６・７丁目、 

天神町１・４丁目、回田町、喜平町、 

上水南町、御幸町の南地域 

第八分団 
上水南町、喜平町、回田町、 
上水本町、御幸町の南地域 

鈴木町、学園東町、学園西町、津田町、 
御幸町の北地域 

第九分団 小川西町、小川東町 
栄町、中島町、小川町１丁目、たかの台、 
上水新町 

 

  



 

資料-30 

資料第９ 

 

緊急通行（輸送）車両確認申出書 
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資料第１０ 

 

規制除外車両事前届出書 
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資料第１１ 

 

大震災時における交通規制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第一次交通規制               第二次交通規制 

 

   

１ 環状７号線内側への一般車両の流入禁止 

  都心部の交通量を削減するため、環状７号

線において流入規制を行う。 

２ 環状８号線内側への一般車両の流入抑制 

  信号制御により、都心方向への流入を抑制

する。 

３ 「緊急自動車専用路」の指定 

  次の７路線を緊急自動車専用路に指定し、

通行禁止規制を実施する。 

国道４号ほか 

（日光街道ほか） 

国道１７号ほか 

（白山通りほか） 

国道２０号 

（甲州街道ほか） 

国道２４６号 

（青山通りほか） 

都道８号ほか（目

白通り） 

都道４０５号ほか（外

堀通りほか） 

都道８号（新目白

通り） 

首都高速道路・東京高速道路株式会社線・自

動車専用道路・高速自動車国道 

４ 都内に極めて甚大な被害が生じている場合 

  被災状況に応じて、一般車両の交通規制を

実施する。 

１ 「緊急交通路」の優先指定 

  緊急自動車専用道路を優先的に緊

急交通路に指定する。 

２ その他の「緊急交通路の指定」 

  被害状況を踏まえ、必要に応じ、

次のような路線を緊急交通路として

指定する。 

第一京浜、第二京浜、新大宮バイパス、

湾岸道路、中原街道、目黒通り、青梅・

新青梅街道、川越街道、北本通り、水

戸街道、蔵前橋通り、京葉道路、井の

頭通り・五日市街道・睦橋通り、東京

環状、日野バイパス、旧青梅街道、大

和厚木バイパス、稲城大橋通り他、三

鷹通り、東八道り、小金井街道、府中・

志木街道、芋窪街道、中央南北線、八

王子武蔵村山線、新奥多摩街道、北野

街道、川崎街道、多摩ニュータウン通

り、鎌倉街道、町田街道、町田厚木線、

大和バイパス、新滝山・滝山・吉野街

道、新小金井街道、甲州街道 

 通行禁止 

 通
行
禁
止

 

 通行禁止 
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資料第１２ 

緊急道路障害物除去路線図 
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資料第１３ 

ガスメーター マイコンメーター復帰方法 

 

 

※東京ガスネットワークホームページから抜粋 
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資料第１４ 

ヘリコプター発着場基準及び表示要領 

 

         条件 

区分 
標          準 

発 

着 

基 

準 

ＯＨ－１ 

 

ＵＨ－１Ｈ（Ｊ） 

ＵＨ－２ 

（中 型 機） 

 

ＵＨ－６０ＪＡ 

（中 型 機） 

 

ＳＨ－６０Ｊ 

（中 型 機） 

 

ＣＨ－４７Ｊ 

ＣＨ－４７ＪＡ 

（大 型 機） 

 

 
35ｍ 

 16ｍ 

  16ｍ 35ｍ 

 
50ｍ 

 20ｍ 

  
20ｍ 50ｍ 
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ＥＣ－２２５ 

 

表 示 要 領 

１ 着 陸 点：着陸点付近のほぼ中央に石灰等で直径４ｍ
以上の円を描き、中央にＨと記す。 

２ 風向指示器：着陸点付近（着陸点からなるべく離れた地
点）に吹き流し、又は旗を立てる 
(1)布製 
(2)風速 25ｍ/秒に耐えられる強度 

  

 
48ｍ 

 12ｍ 

  
12ｍ 48ｍ 

※東京都地域防災計画震災編（令和 5年修正） 

別冊資料から抜粋 
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資料第１５ 

 
無線局配置一覧表 

防災行政無線固定系子局（８７局） 

№ 名     称 所  在  地 

１ 上宿図書館 小川町 1-345 

２ 消防団第一分団 小川町 1-837 

３ 小平駅前団地屋上 美園町 1-33-1 

４ 小平団地 喜平町 3-2-33 

５ 滝山交差点東 大沼町 5-4 

６ 株式会社日立国際電気 御幸町 32 

７ たけのこ公園 花小金井 7-9-10 

８ 小平第十一小学校 花小金井 4-16-1 

９ 花小金井北公民館 花小金井 5-41-3 

10 小川西町防災広場 小川西町 5-8-1 

11 小平市役所屋上 小川町 2-1333 

12 小平・村山・大和衛生組合 中島町 2-1 

13 上水公園 たかの台 1-1 

14 さんかく公園 上水新町 3-23-1 

15 たかの台東公園 津田町 1-17-10 

16 上水本町第６公園 上水本町 1-6-6 

17 上鈴木公園 上水本町 2-7-20 

18 小平第十小学校 上水本町 4-4-1 

19 学園西町地域センター 学園西町 2-12-22 

20 上水中学校 上水南町 1-7-1 

21 天神地域センター 天神町 4-3-1 

22 大沼グラウンド 大沼町 5-1-1 

23 南堀野中北公園 上水南町 3-26-7 

24 小平第八小学校 鈴木町 1-355 

25 野中東公園 花小金井 2-17-12 

26 花小金井南公民館 花小金井南町 2-12-6 

27 ブリヂストンG-MECビル 小川東町 3-1-1 

28 上水南町防災倉庫用地 上水南町 3-3 

29 東部公園プール 花小金井 6-13-1 

30 小川公民館 小川町 1-1012 

31 小平第一中学校 仲町 506 

32 小平第三中学校 鈴木町 1-311 

33 花南第１公園 花小金井南町 1-17-6 

34 中島町公園 中島町 20-20 

35 ぐみくぼ公園 栄町 1-14-1 

36 きつねっぱら公園 小川町 1-3006-4 

37 栗の木公園 栄町 2-24-1 

38 西部市民センター 小川西町 4-10-13 

39 小平警察署 小川町 2-1264-1 

40 大沼町第２公園 大沼町 2-13-11 

41 大沼さざんか公園 大沼町 4-15-7 

42 創価学園 栄光グラウンド 小川町1-891（北側一部） 

43 上水本町わんぱく公園 上水本町 5-19-1 

44 鈴木町そよかぜ公園 鈴木町 2-772-195 

45 花小金井南中学校 花小金井南町 1-9-1 

 

№ 名     称 所  在  地 

46 あかしあ通り歩道内 学園東町 2-7-22 

47 草花街道公園 回田町 102-4 

48 恵泉倉庫敷地内 鈴木町 1-34-4 

49 回田けやき公園 回田町 13-1 

50 のんびり公園 回田町 340-7 

51 東京ドリーム新小平駐輪場 小川町 2-2002-2 

52 津田公園 津田町 3-29-3 

53 喜平町みどり公園 喜平町 2-8-1 

54 寺子屋公園 小川町 1-936-5 

55 市民文化会館（ルネこだいら） 美園町 1-8-5 

56 小川町区画整理記念公園 小川町 1-3046 

57 晴生会東京病院 小川東町 2-11-1 

58 桜上水公園 上水南町 2-28-6 

59 小平第十二小学校 小川町 1-464 

60 萩山公園管理棟 小川東町 4-4-1 

61 東部市民センター 花小金井 1-8-1 

62 消防団第九分団  小川西町 2-31-20 

63 小平第十四小学校 仲町 33 

64 学園東小学校 学園東町 2-15-1 

65 学園東第２公園 学園東町 1-2-34 

66 小平第二小学校 仲町 310 

67 小平第七小学校 大沼町 1-149 

68 小平第九小学校 鈴木町 1-82 

69 小平第三小学校 回田町 118 

70 小平第六中学校 大沼町 6-4-1 

71 小平第五小学校 花小金井 6-24-1 

72 ワールドゴルフ場 花小金井 3-18-3 

73 花南３丁目水道道路 花小金井南町 3-38-1 

74 上水新町第１公園 上水新町１-12-37 

75 小平消防署小川出張所 小川町１-208-1 

76 小平第十三小学校 小川西町１-22-1 

77 小平第五中学校 小川町１-798 

78 小平第六小学校 小川東町 3-1-2 

79 小平第一小学校 小川町１-1082 

80 小平中央公園 津田町１-1-1 

81 リサイクルセンター 小川東町 5-19-10 

82 消防団第二分団 津田町 3-33-14 

83 小平第四小学校 学園西町 1-34-1 

84 小平第四中学校 学園西町 1-3-1 

85 美園第２公園 美園町 3-18-15 

86 鈴木小学校 鈴木町 1-450 

87 鈴木街道公園 鈴木町 2-766 
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防災行政無線地域系一般局 

（統制局１、遠隔制御 12、車載型 18、半固定型 74、携帯型 11、その他 4、FAX33） 

呼出番号 局名（設置場所） 無線局種別 所 在 地 備  考 

００１ 市役所基地局 基地局 小川町 2-1333 3階無線室 

１００ 統制台 統制台 〃 〃 

１０２ FAX（無線室） 統制局 FAX 〃 〃 

１０３ FAX（教育総務課） 統制局 FAX 〃 5階教育総務課 

１０４ メッセージ伝送装置 統制局データ 〃 3階無線室 

９９８ 小平第十小学校 直接通信中継局 1 上水本町 4-4-1 2階放送室 

９９９ 小平第十小学校 直接通信中継局 2 〃 2階放送室 

１０１ 防災危機管理課 統制機能付半固定型 小川町 2-1333 3階防災危機管理課 

７０１ 防災危機管理課 統制局遠隔 〃 3階防災危機管理課 

７０２ 秘書広報課 統制局遠隔 〃 3 階 秘 書 広 報 課 （ 秘 書 担 当 ） 

７０３ 総務課 統制局遠隔 〃 3階総務課 

７０４ 警務員室 統制局遠隔 〃 1階警務員室 

７０５ 市民協働・男女参画推進課 統制局遠隔 〃 1 階市民協働・男女参画推進課 

７０６ 建築指導課 統制局遠隔 〃 4階建築指導課 

７０７ 生活支援課 統制局遠隔 〃 2階生活支援課 

７０８ 道路課 統制局遠隔 〃 4階道路課 

７０９ 下水道課 統制局遠隔 〃 4階下水道課 

７１０ 水と緑と公園課 統制局遠隔 〃 4階水と緑と公園課 

７１１ 秘書広報課 統制局遠隔 〃 3 階 秘 書 広 報 課 （ 秘 書 担 当 ） 

７１２ 教育総務課 統制局遠隔 〃 5階教育総務課 

２０１ 防災危機管理課 車載型 〃 多摩 400 に 9001 

２０２ 防災危機管理課 車載型 〃 多摩 800 そ 3477 

２０５ 建設事業所 車載型 津田町 3-34-8 多摩 400 つ 5895 

２０６ 下水道課 車載型 小川町 2-1333 多摩 480 こ 2484 

２０７ 道路課 車載型 〃 多摩 480 け 9888 

２０８ 水と緑と公園課 車載型 〃 多摩 400 ね 1654 

２０９ 水と緑と公園課 車載型 〃 多摩 480 あ 8568 

２１０ 健康推進課 車載型 学園東町 1-19-12 多摩 400 ち 9150 

２１１ 生活支援課 車載型 小川町 2-1333 多摩 480 こ 228 

２９１ 消防団第一分団 車載型 小川町 1-837 多摩 805 ろ   1 

２９２ 消防団第二分団 車載型 津田町 3-33-14 多摩 800 ね   2 

２９３ 消防団第三分団 車載型 仲町 425-13 多摩 801 ほ   3 

２９４ 消防団第四分団 車載型 大沼町 1-7-4 多摩 830 ね   4 

２９５ 消防団第五分団 車載型 花小金井 4-21-6 多摩 801 も   5 

２９６ 消防団第六分団 車載型 天神町 3-9-2 多摩 830 な   6 

２９７ 消防団第七分団 車載型 鈴木町 2-187-6 多摩 801 ゆ   7 

２９８ 消防団第八分団 車載型 喜平町 1-10-8 多摩 803 ち   8 
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呼出番号 局名（設置場所） 無線局種別 所 在 地 備  考 

２９９ 消防団第九分団 車載型 小川西町 2-31-20 多摩 830 る   9 

３０１ 小平警察署 半固定型 小川町 2-1264-1   

３０２ 小平消防署 半固定型 仲町 21   

３０３ 
東京ガス株式会社 
東京西支店 半固定型 立川市曙 3-6-13   

３０４ 小平市医師会 半固定型 学園西町 3-24-13   

３０５ 東京都多摩小平保健所 半固定型 花小金井 1-31-24   

３０６ 健康センター 半固定型 学園東町 1-19-12 1階事務室 

３０７ 
東京電力パワーグリッド

株式会社 武蔵野支社 
半固定型 武蔵野市西久保 1-6-24   

３０８ 小平・村山・大和衛生組合 半固定型 中島町 2-1   

３０９ 公共下水道管理センター 半固定型 上水本町 1-25-31   

３１０ 
建設事業所 

半固定型 
津田町 3-34-8 1階事務室 

３１０＃１ FAX 

３１１ 市民総合体育館 半固定型 津田町 1-1-1 〃 

３１２ 
東部出張所 

半固定型 
花小金井 1-8-1 〃 

３１２＃１ FAX 

３１３ 
西部出張所 

半固定型 
小川西町 4-10-13 〃 

３１３＃１ FAX 

３１４ 小平市福祉会館 半固定型 学園東町 1-19-13 〃 

３１５ たいよう福祉センター 半固定型 小川西町 5-25-15 〃 

３１６ あおぞら福祉センター 半固定型 鈴木町 1-472 〃 

４０１ 
小平第一小学校 

半固定型 
小川町 1-1082 1階職員室 

４０１＃１ FAX 

４０２ 
小平第二小学校 

半固定型 
仲町 310 2階職員室 

４０２＃１ FAX 

４０３ 
小平第三小学校 

半固定型 
回田町 118 〃 

４０３＃１ FAX 

４０４ 
小平第四小学校 

半固定型 
学園西町 1-34-1 〃 

４０４＃１ FAX 

４０５ 
小平第五小学校 

半固定型 
花小金井 6-24-1 〃 

４０５＃１ FAX 

４０６ 
小平第六小学校 

半固定型 
小川東町 3-1-2 〃 

４０６＃１ FAX 

４０７ 
小平第七小学校 

半固定型 
大沼町 1-22-1 〃 

４０７＃１ FAX 

４０８ 
小平第八小学校 

半固定型 
鈴木町 1-355 〃 

４０８＃１ FAX 

４０９ 
小平第九小学校 

半固定型 
鈴木町 1-82 〃 

４０９＃１ FAX 

４１０ 
小平第十小学校 

半固定型 
上水本町 4-4-1 〃 

４１０＃１ FAX 

４１１ 
小平第十一小学校 

半固定型 
花小金井 4-16-1 〃 

４１１＃１ FAX 

４１２ 
小平第十二小学校 

半固定型 
小川町 1-464 1階職員室 

４１２＃１ FAX 

４１３ 
小平第十三小学校 

半固定型 
小川西町 1-22-1 2階職員室 

４１３＃１ FAX 
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呼出番号 局名（設置場所） 無線局種別 所 在 地 備  考 

４１４ 
小平第十四小学校 

半固定型 
仲町 33 2階職員室 

４１４＃１ FAX 

４１５ 
小平第十五小学校 

半固定型 
小川町 2-1136 3階職員室 

４１５＃１ FAX 

４１６ 
小平元気村おがわ東 

半固定型 
小川東町 4-2-1 1階事務室 

４１６＃１ FAX 

４１７ 
花小金井小学校 

半固定型 
花小金井 1-35-1 2階職員室 

４１７＃１ FAX 

４１８ 
鈴木小学校 

半固定型 
鈴木町 1-450 〃 

４１８＃１ FAX 

４１９ 
学園東小学校 

半固定型 
学園東町 2-15-1 〃 

４１９＃１ FAX 

４２０ 
上宿小学校 

半固定型 
小川町 1-327 〃 

４２０＃１ FAX 

４２１ 
小平第一中学校 

半固定型 
仲町 506 〃 

４２１＃１ FAX 

４２２ 
小平第二中学校 

半固定型 
小川東町 1-17-1 〃 

４２２＃１ FAX 

４２３ 
小平第三中学校 

半固定型 
鈴木町 1-311 〃 

４２３＃１ FAX 

４２４ 
小平第四中学校 

半固定型 
学園西町 1-3-1 〃 

４２４＃１ FAX 

４２５ 
小平第五中学校 

半固定型 
小川町 1-798 〃 

４２５＃１ FAX 

４２６ 
小平第六中学校 

半固定型 
大沼町 6-4-1 〃 

４２６＃１ FAX 

４２７ 
上水中学校 

半固定型 
上水南町 1-7-1 〃 

４２７＃１ FAX 

４２８ 
花小金井南中学校 

半固定型 
花小金井南町 1-9-1 〃 

４２８＃１ FAX 

６０１ 防災危機管理課 携帯型 小川町 2-1333 3階無線室 

６０２ 防災危機管理課 携帯型 〃 〃 

６０３ 防災危機管理課 携帯型 〃 〃 

６０４ 防災危機管理課 携帯型 〃 〃 

６０５ 防災危機管理課 携帯型 〃 〃 

６０６ 防災危機管理課 携帯型 〃 〃 

６０７ 防災危機管理課 携帯型 〃 〃 

６０８ 防災危機管理課 携帯型 〃 〃 

６０９ 防災危機管理課 携帯型 〃 〃 



 

資料-42 

呼出番号 局名（設置場所） 無線局種別 所 在 地 備  考 

６１０ リサイクルセンター 携帯型 小川東町 5-19-10 1階事務室 

６１１ 小金井公園管理事務所 携帯型 小金井市関野町 1-13-1 〃 

８００ 消防団長 半固定型 － 団長宅 

８０１ 消防団第一分団 半固定型 小川町 1-837 1階 

８０２ 消防団第二分団 半固定型 津田町 3-33-14 〃 

８０３ 消防団第三分団 半固定型 仲町 425-13 〃 

８０４ 消防団第四分団 半固定型 大沼町 1-7-4 〃 

８０５ 消防団第五分団 半固定型 花小金井 4-21-6 〃 

８０６ 消防団第六分団 半固定型 天神町 3-9-2 〃 

８０７ 消防団第七分団 半固定型 鈴木町 2-187-6 〃 

８０８ 消防団第八分団 半固定型 喜平町 1-10-8 〃 

８０９ 消防団第九分団 半固定型 小川西町 2-31-20 〃 

９０１ 鈴木地域センター 半固定型 鈴木町 1-400 1階事務室 

９０２ 大沼地域センター 半固定型 大沼町 2-17-33 〃 

９０３ 上水新町地域センター 半固定型 上水新町 1-14-18 〃 

９０４ 小川西町地域センター 半固定型 小川西町 5-4-17 〃 

９０５ 学園東町地域センター 半固定型 学園東町 2-16-11 〃 

９０６ 花小金井北地域センター 半固定型 花小金井 3-10-1 〃 

９０７ 中島地域センター 半固定型 中島町 26-9 〃 

９０８ 天神地域センター 半固定型 天神町 4-3-1 〃 

９０９ 上水本町地域センター 半固定型 上水本町 3-11-11 〃 

９１０ 小川東町地域センター 半固定型 小川東町 1805 〃 

９１１ 御幸地域センター 半固定型 御幸町 58 〃 

９１２ 喜平地域センター 半固定型 喜平町 1-10-9 〃 

９１３ 小川東第二地域センター 半固定型 小川東町 5-9-1 〃 

９１４ 学園西町地域センター 半固定型 学園西町 2-12-22 〃 

９１５ 小川西町中宿地域センター 半固定型 小川西町 2-30-1 〃 

９１６ 美園地域センター 半固定型 美園町 2-30-1 〃 

９１７ 花小金井南地域センター 半固定型 花小金井南町 3-3-17 〃 

９１８ 小川町二丁目地域センター 半固定型 小川町 2-1154 〃 

９１９ 小川町一丁目地域センター 半固定型 小川町 1-3045 〃 
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資料第１６ 

 

小平市防災無線システム構成図 

 

  

1F 

2F 

3F 

4F 

5F 

6F 

7F 

8F 

固定系 

地 

無 線 
機械室 

教育総務課 

下水道課 道路課 

建築指導課 水と緑と公園課 

総務課 

秘書広報課（秘書担当） 

×９ 

防災危機管理課 

警務員室 
市民協働・ 

男女参画推進課 

生活支援課 

（健康福祉事務センター） 

遠 

遠 

FAX 

統制台 

遠 遠 

遠 

遠 遠 遠 

操作卓 

60MHz 帯 固定系 
デジタル基地局空中線 

260MHz 帯 地域系 
基地局空中線 

固定系 
デジタル 
基地局 

固定系 
アナログ 
基地局 

地域系 
基地局 

FAX 

遠 

親 局 

屋 外 子 局 

設置場所 

・学校 ・消防団詰所 

・公園等 ・その他市施設 

・その他 

統制機能付 

半固定 

遠 

遠 

半 固 定 装 置 

・市施設 

・学校 （市立小中学校） 

・警察署 ・消防署 ・保健所 

・医師会 

・ライフライン 

 （東京電力・東京ガス） 

・消防団 ・車載  

地 

遠 

： 260MHz 帯 地域系 

： 260MHz 帯 遠隔制御装置 

（注） 

2F 

遠 

秘書広報課（広報担当） 
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Ｊ－ＡＬＥＲＴ自動放送条件等一覧 

Ｊ－ＡＬＥＲＴ受信情報内容 回転灯 

作動 

同報無線 

起動モード 大分類 中分類 小分類 

緊急 

地震速報 

 震度３以下 － － 

推定震度４ － － 

震度５弱～７・長周期３～４ 赤点灯 自動 

地震情報 震度速報 震度３以下 － － 

震度４ 緑点灯 自動 

震度５弱 緑点灯 自動 

震度５強 緑点灯 自動 

震度６弱 緑点灯 自動 

震度６強 緑点灯 自動 

震度７ 緑点灯 自動 

 東海地震観測情報 緑点灯 自動 

東海地震注意情報 黄点灯 自動 

東海地震予知情報 赤点灯 自動 

津波情報  大津波警報（東日本大震災クラス以外） － － 

大津波警報（東日本大震災クラス） － － 

火山情報 噴火速報 噴火 赤点灯 自動 

噴火したもよう 赤点灯 自動 

防災対応 噴火警戒レベル４かつ避難準備対象 赤点灯 自動 

噴火警戒レベル５かつ避難対象 赤点灯 自動 

 避難（レベル５） － － 

高齢者等避難（レベル４） － － 

入山規制（レベル３） － － 

火口周辺規制（レベル２） － － 

平常（レベル１） － － 

噴 火 警 戒

レ ベ ル 未

導入火山 

厳重警戒 － － 

入山危険 － － 

火口周辺危険 － － 

気象情報  警報 緑点灯 自動 

注意報 緑点灯 － 

指定河川洪水予報 緑点灯 － 

土砂災害警戒情報 緑点灯 自動 

記録的短時間大雨情報 緑点灯 － 

竜巻注意情報 緑点灯 自動 

特別警報（大雨単独） 赤点灯 自動 

特別警報（大雨単独以外） 赤点灯 自動 

※回転灯は、防災危機管理課事務室に設置しているもの。 

※「－」は、設定を無効としているもの。  
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東京都・小平市地方非常通信ルート 

 

①通常ルート 

 

第１経路 

 

（非電） 

 

 

②非常通信ルート 

 

第１経路 

 

 

（非電） 

 

第２経路 

 

 

 

◎東京都の電話・ＦＡＸ番号は、原則として平日昼間のものとする。 

夜間については、上記番号を下記のとおり読み替える。 

電話：７０２２７→７０９６７  ＦＡＸ：７００１３→７００２３ 

 

凡例：東京都地方通信ルート（区市町村と東京都を結ぶ通信ルート） 

１ 伝達方法：伝達方法の種別を次の線により示す。 

    無線回線      使走 

 

２ 回線種別：使用する回線の種類を次の略語により示す。 

都 防 ：東京都防災行政無線網（地上系） 

Ｍ Ｃ Ａ ：東京都防災行政無線網（バックアップ系） 

消防電話 ：加入回線及び専用線 

 

３ 伝達方法：音声、ＦＡＸの種別を示す。 

※ 伝達手段の横等に記載されている番号は、連絡番号を記載したもの。 

 

４ 「（非電）」は、非常用電源による通信設備の運用の可、不可を示す。 

  

Ｍ Ｃ Ａ 

可搬ルート 

81011 
81001 

消防ルート 

小
平
市
災
害
対
策
本
部 

東
京
都
災
害
対
策
本
部 

70227 
70013 

音  声 

Ｆ Ａ Ｘ 
都防ルート 

都防 

78551 
78550 

70227 
70013 

音  声 

Ｆ Ａ Ｘ 

ＭＣＡ 

音  声 

Ｆ Ａ Ｘ 

消防電話・都防 

9-506-70227 
9-506-70013 

7159-9-08-29-660 
7159-9-08-29-680 小 平 

消防署 

市防災行政無線 

使走（415m） 
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被害程度の認定基準 

被害の種類 内 容 

人

的

被

害 

死者 
当該災害が原因で死亡し死体を確認したもの、または死体を確認でき

ないが死亡したことが確実なものとする。 

行方不明者 当該災害が原因で所在不明となり、かつ、死亡の疑いのある者とする。 

重傷者 
当該災害により負傷し、医師の治療を受け、または受ける必要のある

者のうち１月以上の治療を要する見込みのものとする。 

軽傷者 
当該災害により負傷し、医師の治療を受け、または受ける必要のある

者のうち１月未満で治療できる見込みのものとする。 

住

家

被

害 

住家 
現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家である

かどうかを問わない。 

住家全壊 

（全焼・全流失） 

住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家

全部が倒壊、流失、埋没、焼失したもの、または住家の損壊（「損壊」

とは、住家が被災により損傷、劣化、傾斜等何らかの変化を生じること

により、補修しなければ元の機能を復元し得ない状況に至ったものをい

う。以下同じ。）が甚だしく、補修により元通りに再使用することが困

難なもので、具体的には、住家の損壊、焼失若しくは流失した部分の床

面積がその住家の延床面積の７０％以上に達した程度のもの、または住

家の主要な構成要素（「主要な構成要素」とは、住家の構成要素のうち

造作等を除いたものであって、住家の一部として固定された設備を含む。

以下同じ。）の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住

家の損害割合が５０％以上に達した程度のものとする。 

住家半壊 

（半焼） 

住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、

住家の損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもの

で、具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の２０％以上７０％未

満のもの、または住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占め

る損害割合で表し、その住家の損害割合が２０％以上５０％未満のもの

とする。 

 大規模半壊 

居住する住宅が半壊し、構造耐力上主要な部分の補修を含む大規模な

補修を行わなければ当該住宅に居住することが困難なもの。具体的には、

損壊部分がその住家の延床面積の５０％以上７０％未満のもの、または

住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表

し、その住家の損害割合が４０％以上５０％未満のものとする。 

 中規模半壊 

居住する住宅が半壊し、居室の壁、床又は天井のいずれかの室内に面

する部分の過半の補修を含む相当規模の補修を行わなければ当該住宅に

居住することが困難なもの。具体的には、損壊部分がその住家の延床面

積の３０％以上５０％未満のもの、または住家の主要な構成要素の経済

的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が３

０％以上４０％未満のものとする。 

 半壊 

住家半壊（半焼）のうち、大規模半壊、中規模半壊を除くもの。具体

的には、損壊部分がその住家の延床面積の２０％以上３０％未満のもの、

または住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合

で表し、その住家の損害割合が２０％以上３０％未満のものとする。 

準半壊 

住家が半壊または半焼に準ずる程度の損傷を受けたもので、具体的に

は、損壊部分がその住家の延床面積の１０％以上２０％未満のもの、ま

たは住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で

表し、その住家の損害割合が１０％以上２０％未満のものとする。 
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被害の種類 内 容 

一部破損 

全壊および半壊に至らない程度の住家の破損で、補修を必要とする程

度のものとする。ただし、ガラスが数枚破損した程度のごく小さなもの

は除く。 

床上浸水 
住家の床より上に浸水したもの及び全壊・半壊には該当しないが、土

砂、竹木等の堆積等により一時的に居住することができないものとする。 

床下浸水 床上浸水に至らない程度に浸水したものとする。 

非

住

家

被

害 

非住家 
住家以外の建物でこの報告中他の被害個所項目に属さないものとす

る。これらの施設に人が居住しているときは、当該部分は住家とする。 

公共建物 
例えば役場庁舎、公民館、公立保育所等の公用または公共の用に供す

る建物とする。 

その他 公共建物以外の倉庫、土蔵、車庫等の建物とする。 

非住家被害 全壊または半壊の被害を受けたもののみを記入するものとする。 

そ

の

他 

田の流失、埋没 
田の耕土が流失し、又は砂利等の堆積のため、耕作が不能になったも

のとする。 

田の冠水 稲の先端が見えなくなる程度に水につかったものとする。 

畑の流失、埋没 

畑の冠水 

田の例に準じて取り扱うものとする。 

文教施設 
小学校、中学校、高等学校、大学、高等専門学校、特別支援学校及び

幼稚園における教育の用に供する施設とする。 

道路 
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第２条第１項に規定する道路の

うち、橋りょうを除いたものとする。 

橋りょう 道路を連結するために河川、運河等の上に架設された橋とする。 

河川 

河川法（昭和３９年法律第１６７号）が適用若しくは準用される河川

若しくはその他の河川又はこれらのものの維持管理上必要な堤防、護岸、

水利、床止その他の施設若しくは沿岸を保全するために防護することを

必要とする河岸とする。 

港湾 

港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第２条第５項に規定する水域施

設、外かく施設、係留施設、または港湾の利用及び管理上重要な臨港交

通施設とする。 

海岸 

海岸法（昭和３１年法律１０１号）第２条に規定する堤防、突堤、護

岸、胸壁、離岸堤、砂浜その他海水の浸入または海水による侵食を防止

するための施設とする。 

砂防 

砂防法（明治３０年法律第２９号）第１条に規定する砂防施設、同法

第３条によって同法が準用される砂防のための施設または同法第３条の

２によって同法が準用される天然の河岸とする。 

清掃施設 ごみ処理及びし尿処理施設とする。 

鉄道不通 列車の運行が不能となった程度の被害とする。 

被害船舶 

ろかいのみをもって運転する舟以外の舟で、船体が没し、航行不能に

なったもの及び流失し、所在が不明になったもの、並びに修理しなけれ

ば航行できない程度の被害を受けたものとする。 

電話 災害により通信不能となった電話の回線数とする。 

電気 災害により停電した戸数のうち最も多く停電した時点の戸数とする。 

水道 
上水道または簡易水道で断水している戸数のうち最も多く断水した時

点における戸数とする。 

ガス 
一般ガス事業または簡易ガス事業で供給停止となっている戸数のうち

最も多く供給停止となった時点における戸数とする。 

ブロック塀 倒壊したブロック塀または石塀の箇所数とする。 
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被害の種類 内 容 

り災世帯 

災害により全壊、半壊及び床上浸水の被害を受け通常の生活を維持で

きなくなった生計を一にしている世帯とする。 

例えば寄宿舎、下宿その他これに類する施設に宿泊するもので共同生

活を営んでいるものについては、これを一世帯として扱い、また同一家

屋の親子、夫婦であっても、生活が別であれば分けて扱うものとする。 

り災者 り災世帯の構成員とする。 

火災発生 火災発生件数は、地震または火山噴火の場合のみ報告する。 

被
害
金
額 

公立文教施設 公立の文教施設とする。 

農林水産業施設 

農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律（昭

和２５年法律第１６９号）による補助対象となる施設をいい、具体的に

は、農地、農業用施設、林業用施設、漁港施設及び共同利用施設とする。 

公共土木施設 

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和２６年法律第９７号）

による国庫負担の対象となる施設をいい、具体的には、河川、海岸、砂

防施設、林地荒廃防止施設、道路、港湾及び漁港とする。 

その他の公共施

設 

公立文教施設、農林水産業施設及び公共土木施設以外の公共施設をい

い、例えば庁舎、公民館、児童館、都立施設等の公用または公共の用に

供する施設とする。 

災害中間年報及び災害年報の公立文教施設、農林水産業施設、公共土木施設及びその他の

公共施設については査定済額を記入し、未査定額（被害見込額）はカッコ外書きとする。 

公共施設被害市

町村 

公立文教施設、農林水産業施設、公共土木施設及びその他の公共施設

の被害を受けた市町村とする。 

農産被害 
農林水産業施設以外の農産被害をいい、例えばビニールハウス、農作

物等の被害とする。 

林産被害 
農林水産業施設以外の林産被害をいい、例えば立木、苗木等の被害と

する。 

畜産被害 
農林水産業施設以外の畜産被害をいい、例えば家畜、畜舎等の被害と

する。 

水産被害 
農林水産施設以外の水産被害をいい、例えば、のり、漁具、漁船等の

被害とする。 

商工被害 
建物以外の商工被害で、例えば工業原材料、商品、生産機械器具等と

する。 

備考欄には、災害発生場所、災害発生年月日、災害の種類及び概況、消防機関の活動状況そ

の他について簡潔に記入するものとする。 
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資料第２０ 

 

遺体収容所における標準的な配置区分図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「検視・検案所」は、上図にかかわらず検視班の数に応じて配置する。  
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 検案所 

○  ○ 

   机 

検視・ 

 検案所 

死亡届受理・ 

火葬許可証 

交付所 

※東京都地域防災計画震災編（令和 5年修正） 

別冊資料から抜粋 
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資料第２１ 

 

火葬場一覧（島しょを除く） 

 

 
名 称 所 在 地 電 話 番 号 設 置 者 

多

摩

地

区

９

施

設 

青 梅 市 火 葬 場 青梅市長淵 5-743 0428(22)3918 青 梅 市 

瑞 穂 斎 場 
瑞穂町大字富士山栗原新

田 244 
042(557)0064 瑞 穂 斎 場 組 合 

想い出を語るロマンの杜 

ひ の で 斎 場 
日の出町大字平井 3092 042(597)2131 秋川流域斎場組合 

八 王 子 市 斎 場 八王子市山田町 1681-2 0426(64)5707 八 王 子 市 

日 野 市 営 火 葬 場 日野市多摩平 3-28-8 042(583)8888 日 野 市 

南 多 摩 斎 場 町田市上小山田町 2147 042(797)7641 南 多 摩 斎 場 組合 

立 川 聖 苑 立川市羽衣町 3-20-18 042(522)2730 
立川・昭島･国立 

聖 苑 組 合 

日 華 多 磨 葬 祭 場 府中市多磨町 2-1-1 042(361)2174 ㈱ 日 華 

府 中 の 森 市 民 聖 苑 府中市浅間町 1-3 042(367)7788 府 中 市 

23

区

９

施

設 

瑞 江 葬 儀 所 江戸川区春江町 3-26-1 03(3670)0132 東 京 都 

町 屋 斎 場 荒川区町屋 1-23-4 03(3892)0311 

東 京 博 善 ㈱ 

落 合 斎 場 新宿区上落合 3-34-12 03(3361)4042 

代 々 幡 斎 場 渋谷区西原 2-42-1 03(3466)1006 

四 ツ 木 斎 場 葛飾区白鳥 2-9-1 03(3601)0424 

桐 ヶ 谷 斎 場 品川区西五反田 5-32-20 03(3491)0213 

堀 ノ 内 斎 場 杉並区梅里 1-2-27 03(3311)2324 

戸 田 葬 祭 場 板橋区舟渡 4-15-1 03(3966)4241 ㈱ 戸 田 葬 祭 場 

臨 海 斎 場 大田区東海 1-3-1 03(5755)2833 
臨 海 部 広 域 

斎 場 組 合 
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資料第２２ 

 

遺体の捜索等 

 

【遺体の捜索期間と国庫負担】 

 

区  分 内  容 

捜索の期間 災害発生の日から１０日以内とする。 

期間の延長 

（特別基準） 

災害発生の日から１１日以上経過しても、なお遺体を捜索する必

要がある場合は、捜索の期間内（１０日以内）に下記の事項を明ら

かにして、都知事に申請する。 

１ 延長の期間 

２ 期間の延長を要する地域 

３ 期間の延長を要する理由（具体的に記載すること） 

４ その他（延長することによって捜索されるべき遺体数等） 

国
庫
負
担 

対象となる経費 

１ 捜索のために必要な機械器具の借上費又は購入費で、直接捜

索の作業に使用したものに限り、その使用期間における借上費

又は購入費 

２ 捜索のために使用した機械器具の修繕費 

３ 機械器具を使用する場合に必要なガソリン代、石油代及び捜

索作業を行う場合の照明用の灯油代等 

費用の限度額 金額の多寡にかかわらず「真にやむを得ない費用」の範囲 

その他 

１ 捜索のために要した人件費及び輸送費も国庫負担の対象と

なる。 

２ いずれも経理上、捜索費から分け、人件費及び輸送費として、

おのおの一括計上する。 

 

【遺体処理の期間等と国庫負担】 

 

区 分 内 容 

遺 体 の 処 理 期 間 ◆ 災害発生の日から１０日以内とする。 

期 間 の 延 長 

（ 特 別 基 準 ） 

◆ 災害発生の日から１１日以上経過してもなお遺体を処理する

必要がある場合は、期間内（１０日以内）に都知事に申請する。 

国 庫 負 担 の 対 象 

と な る 経 費 及 び 

限 度 額 

◆ 遺体の一時保存のための経費 

◆ 遺体の洗浄・縫合・消毒の処理等のための費用 
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資料第２３ 

 
災害用伝言ダイヤル（１７１）の基本的操作方法 

（資料提供：一般社団法人電気通信事業者協会） 

操作手順 伝言の録音 伝言の再生 

① １７１をダイヤル １ ７ １ 

② 
録音または再生を

選ぶ。 

[ガイダンス] 
こちらは災害用伝言ダイヤルセンタです。録音される方は「１」、再生
される方は「２」、暗証番号を利用する録音は「３」、暗証番号を利用
する再生は「４」をダイヤルして下さい。 

(暗証番号なし) (暗証番号あり) (暗証番号なし) (暗証番号あり) 

１ 

３ 

２ 

４ 

[ガイダンス] 
４桁の暗証番
号をダイヤル
して下さい。 

[ガイダンス] 
４桁の暗証番号を
ダイヤルして下さ
い。 

× × × × × × × × 

③ 
被災地の方の電話

番号を入力する。 

[ガイダンス] 
被災地の方はご自宅の電話番号を、または、連絡を取りたい被災地域の
方の電話番号を市外局番からダイヤルして下さい。 

０ × × × × × × × × × 

伝言ダイヤルセンタに接続します。 

④ 
メッセージの録音 

メッセージの再生 

[ガイダンス]  
電話番号 0XXXXXXXXX (暗証番号
XXXX)の伝言を録音します。プッ
シュ式の電話機をご利用の方は
数字の「１」を押して下さい。ダ
イヤル式の方はそのままお待ち
下さい。なお、電話番号が誤りの
場合、もう一度おかけ直し下さ
い。 

[ガイダンス]  
電話番号 0XXXXXXXXX の伝言をお伝え
します。プッシュ式の電話機をご利用
の方は数字の「１」を押して下さい。
ダイヤル式の方はそのままお待ち下
さい。なお、電話番号が誤りの場合、
もう一度おかけ直し下さい。 

ダイヤル式電

話機の場合 

プッシュ式電

話機の場合 

ダイヤル式電

話機の場合 

プッシュ式電話機

の場合 

(ガイダンスが

流れるまでお

待ちください) 

１ 

(ガイダンスが

流れるまでお

待ちください) 

１ 

[ガイダンス] 
伝言をお預か
りします。ピッ
という音のあ
とに 30 秒以内
でお話下さい。
お話が終わり
ましたら電話
をお切り下さ
い。 

[ガイダンス] 
伝言をお預か
りします。ピッ
という音のあ
とに 30 秒以内
でお話下さい。
お話が終わり
ましたら数字
の「９」を押し
て下さい。 

[ガイダンス] 
新しい伝言か
らお伝えしま
す。 

[ガイダンス] 
新しい伝言からお
伝えします。伝言を
繰返すときは数字
の「８」を、次の伝
言に移る時は数字
の「９」を押して下
さい。 

伝言の録音 伝言の再生 

(ガイダンスが

流れるまでお

待ちください) 

 

 

 

 

 

 

 

録音終了後 

９ 

[ガイダンス] 
お伝えする伝
言は以上です。
電話をお切り
下さい。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[ガイダンス] 
お伝えする伝言は
以上です。伝言を追
加し録音されると
きは数字の「３」を
押して下さい。 

[ガイダンス] 
伝言を繰返し
ます。訂正され
るときは数字
の「８」を押し
て下さい。再生
が不要な方は
「９」を押して
ください。 
録音した伝言
内容を確認す
る。 

(ガイダンスが流れ
るまでお待ちくだ
さい) 

[ガイダンス] 
伝言をお預かりしました。 

[ガイダンス] 
電話をお切り下さ
い。 

⑤ 終了 自動で終話します。 
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資料第２４ 

 

災害用伝言板の利用方法（各通信事業者） 

（資料提供：一般社団法人電気通信事業者協会） 
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資料第２５ 

 

いっとき避難場所、広域避難場所及び一時滞在施設一覧表 

区分 № 名称 所在地 

い
っ
と
き
避
難
場
所 

1 中島町公園 中島町 20 

2 創価学園第一グラウンド 上水新町 2-20 

3 上宿小学校 小川町 1-327 

4 小平第十二小学校 小川町 1-464 

5 都立小平西高校グラウンド 小川町 1-502 

6 小平第五中学校 小川町 1-798 

7 白梅学園グラウンド 小川町 1-830 

8 小平第一小学校 小川町 1-1082 

9 小平第十五小学校 小川町 2-1136 

10 小平第十三小学校 小川西町 1-22-1 

11 職業能力開発総合大学校グラウンド 小川西町 2-32 

12 東京障害者職業能力開発校グラウンド 小川西町 2-34 

13 小川西町防災広場（小川西グラウンド） 小川西町 5-8-1 

14 小平第二中学校 小川東町 1-17-1 

15 小平第六小学校 小川東町 3-1-2 

16 ブリヂストン南グラウンド 小川東町 3-3 

17 小平元気村おがわ東 小川東町 4-2-1 

18 萩山公園グラウンド 小川東町 4-4-1 

19 小平第四中学校 学園西町 1-3-1 

20 一橋大学グラウンド 学園西町 1-29-1 

21 小平第四小学校 学園西町 1-34-1 

22 小平第十小学校 上水本町 4-4-1 

23 都立小平南高校グラウンド 上水本町 6-21-1 

24 小平第十四小学校 仲町 33 

25 都立小平高校グラウンド 仲町 112 

26 小平第二小学校 仲町 310 

27 小平第一中学校 仲町 506 

28 学園東小学校 学園東町 2-15-1 

29 上水中学校 上水南町 1-7-1 

30 情報通信研究機構グラウンド 上水南町 4-2 
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区分 № 名称 所在地 

い
っ
と
き
避
難
場
所 

31 小平第三小学校 回田町 118 

32 小平第九小学校 鈴木町 1-82 

33 小平第三中学校 鈴木町 1-311 

34 小平第八小学校 鈴木町 1-355 

35 鈴木小学校 鈴木町 1-450 

36 小平第七小学校 大沼町 1-22-1 

37 東京ガス武蔵野苑 大沼町 3-14-1 

38 小平第六中学校 大沼町 6-4-1 

39 花小金井小学校 花小金井 1-35-1 

40 小平第十一小学校 花小金井 4-16-1 

41 小平第五小学校 花小金井 6-24-1 

42 丸井総合グラウンド 花小金井 8-25 

43 花小金井南中学校 花小金井南町 1-9-1 

44 天神グラウンド 天神町 4-12-1 

 

区分 № 名称 所在地 

広
域
避
難
場
所 

1 都立小平霊園 東村山市萩山町 1-16-1 

2 小金井カントリー倶楽部 御幸町 331 

3 都立小金井公園 小金井市関野町 1-13-1 

4 市立中央公園 津田町 1-1-1 

5 けやき公園・都立小平南高校一帯 上水本町六丁目付近 

6 
独立行政法人情報通信研究機構・東京サレジオ

学園・東京学芸大学一帯 
上水南町四丁目付近 

 

区分 № 名称 所在地 

一
時
滞
在
施
設 

1 都立小平高等学校 仲町 112 

2 都立小平南高等学校 上水本町 6-21-1 

3 都立小平西高等学校 小川町 1-502-95 

4 立川都税事務所小平都税支所 花小金井 1-6-20 

5 小平市民文化会館（ルネこだいら） 美園町 1-8-5 

6 アトラスタワー小平小川（令和８年度開設予定） 小川西町 4-16-1 

7 トヨタモビリティ東京株式会社小平BS前店（予定） 小川東町 1-18-15 
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資料第２６ 

（令和７年３月３１日現在） 

指定避難所一覧表（一次避難所） 

施設名 所在地 
想定収容面積（㎡） 想定収容人数（人） 

校舎等 体育館  体育館 

小平第一小学校 小川町 1-1082 1,945 500 740 151 

小平第二小学校 仲町 310 1,999 500 756 151 

小平第三小学校 回田町 118 1,753 500 682 151 

小平第四小学校 学園西町 1-34-1 1,760 500 684 151 

小平第五小学校 花小金井 6-24-1 2,319 488 849 147 

小平第六小学校 小川東町 3-1-2 1,999 877 870 265 

小平第七小学校 大沼町 1-22-1 2,174 500 809 151 

小平第八小学校 鈴木町 1-355 1,906 500 728 151 

小平第九小学校 鈴木町 1-82 1,664 495 654 150 

小平第十小学校 上水本町 4-4-1 1,923 488 729 147 

小平第十一小学校 花小金井 4-16-1 1,791 487 689 147 

小平第十二小学校 小川町 1-464 1,864 491 712 148 

小平第十三小学校 小川西町 1-22-1 1,423 488 578 147 

小平第十四小学校 仲町 33 1,306 488 542 147 

小平第十五小学校 小川町 2-1136 1,418 484 575 146 

花小金井小学校 花小金井 1-35-1 1,874 489 715 148 

鈴木小学校 鈴木町 1-450 1,295 487 539 147 

学園東小学校 学園東町 2-15-1 1,233 466 514 141 

上宿小学校 小川町 1-327 1,231 458 511 138 

小平第一中学校 仲町 506 1,784 1,329 942 402 

小平第二中学校 小川東町 1-17-1 1,918 616 767 186 

小平第三中学校 鈴木町 1-311 2,003 609 791 184 

小平第四中学校 学園西町 1-3-1 1,952 632 782 191 

小平第五中学校 小川町 1-798 1,985 569 773 172 

小平第六中学校 大沼町 6-4-1 2,190 569 835 172 

上水中学校 上水南町 1-7-1 1,381 582 594 176 

花小金井南中学校 花小金井南町1-9-1 2,131 1,179 1,002 357 

小平元気村おがわ東 小川東町 4-2-1 338 500 253 151 

市民総合体育館 津田町 1-1-1 ― 600 181 181 
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施設名 所在地 想定収容面積（㎡） 想定収容人数（人） 

上宿公民館 小川町 1-308 227 68 

小川公民館 小川町 1-1012 239 72 

小川西町公民館 小川西町 4-10-13 314 95 

津田公民館 津田町 3-11-1 322 97 

仲町公民館 仲町 145 219 66 

上水南公民館 上水南町 1-27-1 213 64 

鈴木公民館 鈴木町 2-772 403 122 

大沼公民館 大沼町 7-1-17 386 116 

花小金井北公民館 花小金井 5-41-3 210 63 

花小金井南公民館 花小金井南町 2-12-6 286 86 

 

指定避難所一覧表（福祉避難所） 

施設名 所在地 想定収容面積（㎡） 想定収容人数（人） 

東部市民センター 花小金井 1-8-1 134 22 

中島地域センター 中島町 26-9 277 46 

上水新町地域センター 上水新町 1-14-18 310 51 

小川町一丁目地域センター 
・小川町一丁目児童館 

小川町 1-3045 436 72 

小川町二丁目地域センター 
・小川町二丁目児童館 

小川町 2-1154 353 58 

小川西町中宿地域センター 小川西町 2-30-1 350 58 

小川西町地域センター 小川西町 5-4-17 307 51 

小川東町地域センター 小川東町 1805 347 57 

小川東第二地域センター 小川東町 5-9-1 242 40 

上水本町地域センター 上水本町 3-11-11 303 50 

学園西町地域センター 学園西町 2-12-22 305 50 

学園東町地域センター 学園東町 2-16-11 298 49 

喜平地域センター 喜平町 1-10-9 201 33 

御幸地域センター 御幸町 58 353 58 

美園地域センター 美園町 1-19-2 296 49 

天神地域センター 天神町 4-3-1 282 47 

鈴木地域センター 鈴木町 1-400 273 45 

大沼地域センター 大沼町 2-17-33 311 51 

花小金井南地域センター 
・花小金井南児童館 

花小金井南町 3-3-17 389 64 

花小金井北地域センター 花小金井 3-10-1 344 57 
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施設名 所在地 
想定収容面積（㎡） 想定収容人数（人） 

校舎等 体育館  体育館 

東京都立小平特別支援学校 小川西町 2-33-1 403 754 192 125 

たいよう福祉センター 小川西町 5-25-15 193 ― 34 ― 

あおぞら福祉センター 鈴木町 1-472 248 ― 28 ― 

ほのぼの館 小川西町 5-39-3 139 ― 23 ― 

さわやか館 花小金井 4-21-2 309 ― 51 ― 

二葉むさしが丘学園 鈴木町 1-62-1 ― 348 58 58 

やすらぎの園・けやきの郷 小川町 1-485 910 ― 151 ― 

小川ホーム 小川西町 2-35-2 458 ― 76 ― 

まりも園 上水南町 4-7-45 134 ― 22 ― 

多摩済生園 美園町 3-12-1 317 ― 52 ― 

小平健成苑 鈴木町 2-230-3 203 ― 33 ― 

さくら野杜 花小金井 3-25-21 191 ― 31 ― 

小平福祉園 花小金井 8-1-10 ― 145 24 24 

Villa あい 小平 小川町 1-3014-7 173 ― 28 ― 

曙光園 小川町 1-590 211 ― 35 ― 

晴風苑 小川町 1-497-9 55 ― 9 ― 

小平グリーンてらす 鈴木町 1-99-6 190 ― 30 ― 

グランてらす小平団地 喜平町 3-1-41 165 ― 40 ― 

プラチナ・ヴィラ小平 鈴木町 1-85-1 25 ― 4 ― 

Olive 小川町 1-365-18 200 ― 50 ― 

 

●想定収容面積は、避難所として使用可能と想定される面積であり、実際の建物面積とは異なります。 

原則として、個人情報や薬品等の危険物を保管するスペース、調理場、廊下、階段等のスペースを除

きます。 

●想定収容人数は、以下により算出しています。 

一次避難所：想定収容面積×0.5（通路等の係数※1）×2 人÷3.3 ㎡ 

福祉避難所：想定収容面積×0.5（通路等の係数※1）×1 人÷3 ㎡※2 

※1 通路のほか、避難所運営に必要なスペースや、食料物資保管・配布場所、情報提供掲示板設置場

所、救護所、授乳室、更衣室などの避難生活に必要なスペースを確保したうえで、実際に使用でき

る居住スペースを算出するため係数をかけています。 

※2 要配慮者1人当たりの面積は、概ね2～4㎡程度を目安とし、同伴家族、支援者用スペースも確保で

きるように配慮します。 

●障害者福祉施設は、日常的な利用者に対する BCP 業務があり、施設の特性等に応じて、福祉避難所運営

マニュアルを作成していることから、マニュアル掲載の想定収容面積と想定収容人数（家族・介護者含

む受入れ可能人数）を引用しています。 

民間施設等は、協定に定める利用可能施設の面積とし、収容可能人数を引用している施設があります。 
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資料第２７ 

 

防災機能確保のために活用可能な公園一覧 

 

鷹の台公園及び鎌倉公園 

導入予定施設 災害時の役割 運営方法 平常時の取組 

広場 公園利用者及び避難者、帰

宅困難者等の避難地・避難

路 

公園管理者、防災

関係機関、地域住

民と日頃から情報

共有を行い、体制

を構築する。 

災害時には連携を

図り運営を行う。 

災害時の円滑な利

用に向けて、平常

時に防災訓練、防

災施設の点検、啓

発活動を実施す

る。 

園路 

植栽 
熱気流の防止・軽減、避難

時の緑陰等 

屋根付き休憩所 

非常用テントを設ける等に

より諸活動の活動支援ス

ペースや避難の場 

駐車場 諸活動の活動支援スペー

ス、駐車、駐輪スペース等 駐輪場 

トイレ 災害時対応トイレ 

水飲み、手洗い場 
水飲みの他、洗面などの一

時的な避難生活に活用 

ベンチ、野外卓 
一時的な避難生活における

炊き出し等に活用 

管理事務所 
屋内スペースとして、救

援・活動拠点 

防災倉庫 災害時に備蓄品を利用する 

電源盤 災害時に電源を利用する 

非常用照明施設 
停電時の夜間等の安全性を

確保 
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資料第２８ 

 

従業員の施設内待機に必要な備蓄の考え方 

 

東京都帰宅困難者対策条例第７条２項において規定する知事が定めるところとは、下記

のとおりである。 

 

１ 対象となる従業員等 

雇用の形態（正規、非正規）を問わず、事業所内で勤務する全従業員 

 

２ ３日分の備蓄量の目安 

（１）水については、１人当たり１日３ℓ、計９ℓ 

（２）主食については、１人当たり１日３食、計９食 

（３）毛布については、１人当たり１枚 

（４）その他の品目については、物資ごとに必要量を算定 

 

３ 備蓄品目の例示 

（１）水 ：ペットボトル入り飲料水 

（２）主食：アルファ化米、クラッカー、乾パン、カップ麺 

※水や食料の選択に当たっては、賞味期限に留意する必要がある。 

（３）その他の物資（特に必要性が高いもの） 

・毛布やそれに類する保温シート 

・携帯トイレ・簡易トイレ、衛生用品（トイレットペーパ等） 

・敷物（ビニールシート等） 

・携帯ラジオ、懐中電灯、乾電池 

・救急医療薬品類 

 

（備考） 

①上記品目に加えて、事業継続等の要素も加味し、企業ごとに必要な備蓄品を検討して

いくことが望ましい。 

（例）非常用発電機、燃料（危険物関係法令等により消防署への許可申請等が必要なこ

とから、保管場所・数量に配慮が必要）、工具類、調理器具（携帯用ガスコンロ、

鍋等）、副食（缶詰等）、ヘルメット、軍手、自転車、地図 

②企業等だけでなく、従業員等自らも備蓄に努める。 

（例）非常用食品、ペットボトル入り飲料水、運動靴、常備薬、携帯電話用電源  

※東京都地域防災計画震災編（令和 5 年修正） 

から抜粋 
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資料第２９ 

 

「大規模地震の発生に伴う帰宅困難者等対策のガイドライン」における一時滞在施設の確保 

（令和６年７月 内閣府（防災担当）） 

 

基本的な考え方 

 

（１）対象施設 

一時滞在施設の対象となる施設は、都道府県や市区町村から帰宅困難者等を一時的

に受け入れることについての指定を受けるか、又は協定を締結した施設の全部又は一

部の区域を基本とする 

（２）開設期間、広さ 

・受け入れた帰宅困難者等が安全に帰宅開始できるまでの間、原則として発災後３日

間の運営を標準とする（開設期間はあくまで目安であり、発災時の対応は施設や周

辺の状況、協定の内容等によって異なることに留意が必要） 

・帰宅困難者等の受入は、床面積約３.３㎡あたり２人の収容（必要な通路の面積は算

入しない）を目安とする 

（３）施設管理者の役割 

施設管理者は、災害発生時の状況に応じて、可能な範囲で以下の支援を行うととも

に、必要に応じ、受入者へ施設運営の協力を要請する 

①施設の安全を確認した後、受入スペースに帰宅困難者を速やかに受け入れる 

 ②水や食料、毛布等の支援物資を配布する 

③トイレやごみの処理等の施設の衛生管理を行う 

④周辺の被害状況や道路、鉄道の運行状況等の情報収集及び施設滞在者に対する情 

報提供を行う 

（４）要配慮者への対応 

市区町村や関係機関と連携し、高齢者、障がい者、乳幼児、妊婦、遠距離通学の小

中学生、外国人等の要配慮者に特に配慮する 

（５）都道府県、市区町村、国及び事業者の役割分担 

・都道府県、市区町村、国及び事業者は、共助の観点で、互いに協力して一時滞在施

設の確保を進める 

・都道府県は、自ら所有・管理する施設を一時滞在施設として指定するとともに、広

域的な立場から、事業者団体に対して、一時滞在施設の提供について協力を求める 

・市区町村は、自ら所有・管理する施設を一時滞在施設として指定するとともに、地

元の事業者等に協力を求め、民間施設に対して一時滞在施設の提供に関する協定を

締結するよう要請する 

・国は、自ら所有・管理する施設について、受入可能な場合は、自主的に又は市区町

村や都道府県からの要請を受け、一時滞在施設として帰宅困難者等を受け入れる 

・事業者や学校等は、市区町村や都道府県の要請に応じて、管理する施設を一時滞在

施設として提供することを検討し、受入可能な場合は、市区町村と協定を締結する 

・事業者団体は、加盟事業者に対して、それぞれが管理する施設を一時滞在施設とし
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て提供することについて協力依頼を行う 

・国、都道府県、市区町村は、一時滞在施設の運営に当たり事業者等に何らかの問題

が発生した場合、事業者等の要請に応じて、当該事業者等に協力して対応する 

（６）一時滞在施設の情報 

・一時滞在施設として確保した施設の名称や所在地等は、原則として公表するが、民

間施設等の施設管理者が希望する場合には、非公表とすることができる 

・民間施設等で施設管理者が非公表を希望した場合でも、発災時は施設への誘導のた

めに公表を前提とし、その際、行政機関や駅前滞留者対策協議会等の関係機関にお

いて情報共有を行う 

※ 一時滞在施設であることを入り口に示したり、地図等にわかりやすく表示したり

するため、ピクトグラムによる表示を行うことも有効である 
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資料第３０ 

 

「大規模地震の発生に伴う帰宅困難者等対策のガイドライン」における一時滞在施設の運営 

（令和６年７月 内閣府（防災担当）） 

 

一時滞在施設の運営の準備（平常時） 

 

（１）運営計画及び運営体制の取決め 

・施設管理者は、運営計画又は防災計画を作成し、運営体制に関する次の点を定めてお

くことが必要である 

①施設内における受入場所 ②受入定員 ③運営要員の確保 ④関係機関との連絡の手順 

⑤帰宅困難者の受入の手順 ⑥施設滞在者への情報提供の手順 ⑦備蓄品の配布手順 

⑧要配慮者への対応 ⑨セキュリティ・警備体制の構築 

・受入場所の選定に際しては、余震等の可能性を考慮して、天井部等から物が落下する

おそれのある場所を避けることが重要である（平成 26 年 4 月 1 日に施行された建築

基準法施行令において、特定天井（脱落によって重大な危害を生ずるおそれがあるも

のとして国土交通大臣が定める天井をいう。）の脱落防止措置が定められており、改

正規定が適用される天井は脱落防止措置を講じる必要がある） 

 

（２）受入のための環境整備 

・災害発生時の建物内の点検箇所（受入のための安全確保という観点から、建物の構造

部だけでなく、天井や天井設置設備等も重要となる。）をあらかじめ定めておくとと

もに、安全点検のためのチェックシートを作成する（チェックシートは、「大規模地

震発生直後における施設管理者等による建物の緊急点検に係る指針（平成 27年 2月内

閣府（防災担当））」を参考とするとよい） 

・特に民間施設の場合、受入者に対し、受入時に受入条件を承諾のうえ利用してもらう

ため、受入条件の掲示や、受入条件に承諾したことを示す署名が出来るよう、書面・

帳票を準備しておく 

【受入条件の内容】 

ⅰ．共助の観点から施設管理者が善意で施設を提供・開設していることや停電の中で

運営せざるを得ない場合があること等を理解していること 

ⅱ．施設滞在者は施設管理者の指示に従うこと、また指示に従わない場合には一時滞

在施設からの退去を要求する場合があること 

ⅲ．一時滞在施設は、災害時に共助の観点から善意で開設されたものであるため、施

設内における事故等（建物・施設の瑕疵による事故を含む）については、施設管理

者は故意又は重過失がない限り責任を負わないこと 

ⅳ．施設滞在者が自らの体調を崩したり、インフルエンザ等の感染症に感染する場合

についても、施設管理者は故意又は重過失がない限り責任を負わないこと 

ⅴ．施設滞在者の所持する物品は基本的に預からないこと、また、やむを得ず預かる

場合でも、故意又は重過失がある場合を除き、破損や紛失の責任を負わないこと 

ⅵ．余震、延焼、電力途絶等の影響で建物の安全性や周辺状況に変化が生じた場合、

施設管理者の判断により、急きょ閉鎖する可能性があること 
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ⅶ．施設を閉鎖する場合等において、施設管理者又は行政から全員又は一部の施設滞

在者へ移動の指示があった場合には、その指示に従うこと 

ⅷ．負傷者の治療はできないことや、備蓄品に限りがあり食料等の配布ができない場

合があることなど、施設において対応できない事項があることを理解していること 

等 

・地震発生時や待機中の火災発生のおそれについても想定すべきである 

・事後に災害救助法による費用の支弁を地元自治体に求めることを考慮し、地元自治体

における避難所運営基準等に準じて、以下の書類・帳票等を一時滞在施設に整備し、

保存しておくことが望ましい 

①受入者名簿 ②受入記録日計表 ③一時滞在施設運営及び収容状況記録票 

④一時滞在施設設置及び運営に要した物品受払証拠書類 

・帰宅困難者の受入に必要な水、食料、毛布、ブランケット、簡易トイレ等の物資の備

蓄に努める 

・都道府県及び市区町村等の防災関係者連絡先一覧を事前に作成する 

 

（３）年 1 回以上の実動訓練や図上訓練等による定期的な手順の確認と改善 
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資料第３１ 

 

 

 

 

避難者
ひなんしゃ

カード

※該当するものにチェックを記入して下さい。

□ 避難所への入所を希望 □

※以下、記入して下さい。

親戚等連絡先

避難所又は避難所サービスを利用する人

生年月日 年齢 性別
要配

慮者

病気・障がい・アレル

ギーなど特別な配慮が必

要な場合記入

運営に協力できる

こと

（特技・資格等）

安否確認

への対応

(注)

ふりがな T ／ S／ H／ R

　　年　　月　　日

ふりがな T ／ S／ H／ R

　　年　　月　　日

ふりがな T ／ S／ H／ R

　　年　　月　　日

ふりがな T ／ S／ H／ R

　　年　　月　　日

ふりがな T ／ S／ H／ R

　　年　　月　　日

【避難者の方へ】

◎

◎ この名簿を記入し行政担当者に提出することで、避難者として登録され、避難所での生活支援が受けられるようになります。

◎

（注）

避難所管理者使用欄 避難所名：　　　　　　　　　　　

体育館「　　　　　　　」 その他（　　　　　　　　）居住区分

　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　（　　　　）

入所日 　　　　　年　　　月　　　　日　　　　　

他からの問合せに対し、住所と氏名を公表していいか記入してください。名簿の内容を公表することで、ご親族の方々に安否を知らせ

るなどの効果があります。

退所日

氏名

公開

非公開

家

族

男・女

男・女

男・女

男・女

避難所サービス（物資の提供）の利用を希望

記入日 　　　年　　　月　　　日

住所
自治会・町内会名

自宅の被害状況

記入者氏名

電話

氏名： （親戚）電話番号

公開

非公開

世

帯

主

男・女

　　全壊・半壊・一部損壊

　　全焼・半焼・断水・停電・ガス停止（　　　　）

□避難所　□自宅　□車中　□屋外テント（場所：　　　　　　　）　□その他（　　　　　　　　）避難の状況

ペットの

有無

上記の記入事項については、避難所運営等（食料等の提供や配慮事項への対応等）のため、避難所運営委員会において必要な範囲内で

共有します。また、災害対策本部へ情報を提供し、被災者支援のために市が作成する災害対策基本法第90条の3に基づく被災者台帳の作

成に利用します。

この名簿は、入所時に世帯代表の方が記入して被災者管理班の名簿係にお渡しください。内容に変更がある場合は、速やかに被災者管

理班に問い合わせて、修正してください。

車種：　　　　　　　ナンバー：

色：　　　　　駐車場所：

□あり　□なし

※ありの場合は、ペット登録票も記載すること

公開

非公開

公開

非公開

公開

非公開

車

※車中泊の場合記入

様式３
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資料第３２ 

様式 15 

物資管理簿     

NO          

 避難所

名 
 

品目  

保管場所 
 

規格 
(メーカー名や

品番など) 

 

月/日 時間 
受  入 払  出 

現在数 記入者 受入元 
(災害対策本部など) 

受入数 
払出先 
(避難所利用者名など) 

払出数 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

※物資等の受取時に記載し、在庫管理すること。 
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資料第３３ 

 

 

 

 

第一報（参集後すぐ）

　　　月　　日（　　）　：　　

FAX・電話・伝令・他（　　　　）

人　数 人　

世帯数 世帯　

今後の見込み 増加 ・ 減少 ・ 変化なし

未実施・安全・要注意・危険

なし ・ あり（　　　人） ・ 不明

不要 ・ 必要（　　　人） ・ 不明

火災 なし・延焼中（約　件）・大火の危険

土砂崩れ なし・あり（約　　　件）・未発見

ライフライン 断水・停電・ガス停止・電話不通

道路 通行可・渋滞・片側通行・通行不可

建物倒壊 ほとんどなし・あり（約　件）・不明

行政担当者
（人数・氏名）

　　人

施設管理者
（氏名）

 避難所
　

名

 ・ 人命救助や周辺状況の詳細は「緊急を要する事項」に記入する。

 ・ 「世帯数」は、避難者カードの枚数による回答も可能。

FAX TEL

 ・ 第一報（参集後すぐ）、第二報（3時間後）、第三報（6時間後）は、同じ用紙に記入する。

 ・ 報告は、市災害対策本部あてにFAX送信する。FAXが使用できないときは、電話や無線などで連絡する。

ほとんどなし・あり（約　件）・不明 ほとんどなし・あり（約　件）・不明

不要 ・ 必要（　　　人） ・ 不明

なし・延焼中（約　件）・大火の危険 なし・延焼中（約　件）・大火の危険

　　人 　　人

なし・あり（約　　　件）・未発見 なし・あり（約　　　件）・未発見

断水・停電・ガス停止・電話不通 断水・停電・ガス停止・電話不通

通行可・渋滞・片側通行・通行不可 通行可・渋滞・片側通行・通行不可

増加 ・ 減少 ・ 変化なし

点検中・安全・要注意・危険 点検中・安全・要注意・危険

なし ・ あり（　　　人） ・ 不明 なし ・ あり（　　　人） ・ 不明

FAX・電話・伝令・他（　　　　）

人　 人　

世帯　 世帯　

第三報（6時間後）

　　　月　　日（　　）　：　　　　　月　　日（　　）　：　　

人命救助

周
辺
状
況

参
集
者

避
難
者

第二報（3時間後）

FAX・電話・伝令・他（　　　　）

増加 ・ 減少 ・ 変化なし

不要 ・ 必要（　　　人） ・ 不明

避難所状況報告用紙【第１報～初動期】

 ・ 発災直後で避難者に関する項目が把握できていない場合は、「不明」と記載する。

項　目

報告者名

報告日時

利用可能な

連絡手段

緊急を要する
事項など

（具体的に
箇条書き）

受信者名
（災害対策本部）

避難所状況報告書（初動期）

避難所  住所

 TEL

 送信先：市災害対策本部

 FAX　102

建物の安全確認

傷病者等

様式９
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様式１０ 

避難所状況報告用紙【第   報】 

  避難所名           

報 告 者 名  災害対策本部受信者名  

報 告 日 時 月  日  時  分 避難所 FAX・TEL  

世 帯 数 現在数(Ａ) 前日数(Ｂ) 差引(A-B) 

避難所内の 

避難者 

世帯 世帯 世帯 

人 人 人 

うち、要配慮者の避難状況（福祉スペース利用者） 

高齢者（   ）人、身障者（   ）人、妊産婦（   ）人、乳幼児（   ）人、外国人（   ）人 

在宅等の避難所

以外の避難者 

世帯 世帯 世帯 

人 人 人 

合計 
世帯 世帯 世帯 

人 人 人 

運
営
状
況 

(避難者)組 編成済み・未編成 地
域
状
況 

土砂崩れ 未発見・あり・警戒中 

避難所運営委員会 設置済み・未編成 ライフライン 断水・停電・ガス停止・電話不通 

運営班 編成済み・未編成 道路状況 通効可・渋滞・片側通行・通行不可 

避難所運営委員会委員長名 

連絡先(TEL、FAX) 
 

連

絡

事

項 

運営班名 対応状況 今後の要求・展開 

総務班   

情報広報班   

被災者管理班   

施設管理班   

食料物資班   

救護支援班   

衛生班   

ボランティア班   

市職員   

施設管理者   

   

対処すべき、予見される事項（水、食料の過不足／物資の過不足／風邪などの発生状況／ 

避難所の生活環境／避難者の雰囲気など） 

 

 

 

※ １日に最低１回は、本部に報告すること。 

※ 避難所開設から第３報(6 時間後)までは、様式９の避難所状況報告書（第１報～初動期）を使用すること。 

▽ 「連絡事項」欄には、各班の活動において発生した問題や、その解決策などを記入し、他の避難所運営の

参考となるようにする。 

▽ 物資と食料については、別紙の様式があるので、それを利用する。 

注）「在宅等の避難所以外の避難者」とは、避難者カードの「避難の状況」欄の自宅・車中・屋外テント・

その他にチェックした人のことをいう。 
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資料第３４ 

 

備蓄物資一覧 

令和７年１月３１日現在 

 

1  災害備蓄用クラッカー 4,080 8,160 6,300 35,130 13,650 67,320

2  粉ミルク ３００ｇ缶(７食／缶) 3,255 3,255
3  液体ミルク ２４０ml缶 552 552
4  アルファ米 12,800 12,300 42,200 37,950 29,250 134,500

5  おかゆ 1,500 1,500 200 1,600 1,400 6,200
6  飲料水（２Ｌ） 1,800 3,720 5,520
1  哺乳びん ２４０ｃｃ 600 600
2  紙コップ 20,000 21,000 41,000

3  紙丼 21,400 21,400
4  紙おむつ 192 7,360 14,978 22,530
5  生理用品 720 1,778 28,694 31,192
6  尿取りパッド 34,104 34,104

7  バケツ 558 220 778
8  ビニールゴザ ８８×１７５ 120 120 100 200 308 848
9  ウェットティッシュ（１０枚入り） 23,500 23,500

10  トイレ用汚物入れ 65 65
11  ビニール袋（有色） 4,200 4,200
12  ラップ ５０ｍ巻 132 396 792 1,320
13  哺乳びん消毒ケース（消毒剤含む） 26 5 20 51

14  エコロジー食器セット(１００人分） 23 76 134 233
医薬品 1  ＪＭ８ 1 1

1  毛布 1,000 500 1,000 1,040 19,773 686 3,570 27,569

2  オールウェザーブランケット 1,800 2,150 3,950
3  防寒用アルミシート 3,000 3,000
4  タオル 3,286 1,975 1,900 4,528 2,800 15,994 30,483
1  炭 ６㎏袋 2 2 2 57 24 87

2  かま・かまど 10 15 7 13 45
3  ガス炊飯器 16 16
4  ガソリン缶 1 28 19 48

1  不布織マスク 2,800 67,200 70,000
2  フェイスシールド 700 50 750
3  防護服 2,800 200 3,000
4  非接触型体温計 10 140 150

5  ハイター（１．８Ｌ） 30 30
6  手指消毒液（１Ｌ） 84 6 90
7  手指消毒液（５Ｌ） 30 30
8  使い捨て手袋 8,400 600 9,000

1  飲料水袋詰機 1 1
2  給水タンク（ウォーターバルーン） 19 19
3  組立水槽 １t 20 16 3 105 55 7 206

4  水中ポンプ 3 3
5  ポリタンク 85 20 190 555 850
6  水バケツ １ケース １００枚 1,000 3,000 4,000
7  発電機（ガソリン式） 11 4 3 4 35 15 39 111

8  発電機（ガスカートリッジ式） 6 56 62
9  コードリール ３０m 28 15 43
10  投光器 8 4 10 4 39 11 13 89

11  投光器用三脚 2 9 11
12  担　架 11 30 41 3 85
13  チェーンソー 12 1 13
14  大工工具セット 10 30 40

15  救助工具セット 28 28
16  一輪車 2 2 2 1 28 15 11 61
17  スコップ 8 14 17 3 140 45 3 230

18  懐中電灯 15 140 38 3 196
19  キャップライト 140 140
20  トランジスタメガホン 18 1 1 28 37 3 88
21  メガホン 278 278

22  ヘルメット 50 282 332
23  土のう袋 1,185 50 5,800 2,800 1,430 11,265
24  雨合羽 9 277 286
25  ＳＢパイル 200 10 45 560 260 1,075

26  ブルーシート等 100 1,360 757 8,200 10,417
27  リヤカー 16 3 19
28  机 30 30

29  椅子 107 107
30  テント 2 56 34 92
31  組立てトイレ 10 10 10 10 10 15 65
32  簡易トイレ 40 28 80 148

33  使い捨てトイレ(１００セット) 806 84 1,140 2,030
34  車椅子 42 42
35  段ボール簡易組立て式間仕切り 175 175

36  段ボール簡易組立て式更衣室 91 91
37  ワンタッチ間仕切り 769 280 2,301 3,350
38  簡易組立式更衣室（マルチスペース） 78 321 399
39  特設公衆電話 28 3 31

40  照明器具 1 28 4 33

41  防災エアーマット 3,051 6,100 9,151
42  アルミマット 1,000 180 2,820 4,000

43  遺体収納袋 160 30 190
44  多目的簡易ベッド 110 45 325 480

食
糧

日
用
品

衣
料
類

燃
料
類

感
染
症

対
策
用
品

工
具
等
資
機
材

東部 西部 体育館
元気村

小・中学校
元気村

小・中学校

地域セン
ター

(建物内含む)

品名・規格

現　　　　　　　　　　　　　　　 況

備　　　　　蓄　　　　　庫 防災倉庫
防災資機
材倉庫等

計
市役所
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資料第３５ 

 

市所有車両一覧 

令和６年３月３１日現在 

  保管場所 車両番号 用途 車名 燃料 定員 

1 市庁舎 多摩 302 す 471 普通乗用 ｻｲ ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 5 

2 市庁舎 多摩 302 す 3462 普通乗用 ﾌﾟﾘｳｽ ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 5 

3 市庁舎 多摩 300 に 3197 普通乗用 ｵﾃﾞｯｾｲ ｶﾞｿﾘﾝ 7 

4 市庁舎 多摩 503 ぬ 208 小型乗用 ﾌｨｯﾄ ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 5 

5 市庁舎 多摩 46 と 9557 小型貨物 ﾊｲｴｰｽ ｶﾞｿﾘﾝ 6 

6 市庁舎 多摩 500 も 3566 小型乗用 ｶﾛｰﾗﾌｨｰﾙﾀﾞｰ ｶﾞｿﾘﾝ 5 

7 市庁舎 多摩 400 て 2602 小型貨物 ﾊﾞﾈｯﾄﾊﾞﾝ ｶﾞｿﾘﾝ 6 

8 市庁舎 多摩 480 い 9898 軽自貨物 ｻﾝﾊﾞｰ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

9 市庁舎 多摩 480 い 9899 軽自貨物 ｻﾝﾊﾞｰ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

10 市庁舎 多摩 400 ち 9405 小型貨物 ﾊﾞﾈｯﾄ･ﾄﾗｯｸ ｶﾞｿﾘﾝ 3 

11 市庁舎 多摩 480 そ 4416 軽自貨物 ｴﾌﾞﾘｲ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

12 市庁舎 多摩 480 ち 6570 軽自貨物 ﾐﾆｷｬﾌﾞﾐｰﾌﾞ 電気 4 

13 市庁舎 多摩 480 ち 6571 軽自貨物 ﾐﾆｷｬﾌﾞﾐｰﾌﾞ 電気 4 

14 市庁舎 多摩 480 つ 9581 軽自貨物 ﾐﾆｷｬﾌﾞ･ﾐｰﾌﾞ 電気 4 

15 市庁舎 多摩 302 さ 1533 普通乗用 ｻｲ ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 5 

16 市庁舎 多摩 500 も 1870 小型乗用 ｻﾆｰ ｶﾞｿﾘﾝ 5 

17 市庁舎 多摩 480 き 8864 軽自貨物 ｻﾝﾊﾞｰ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

18 市庁舎 多摩 800 そ 6267 普通特殊 ﾊｲｴｰｽ ｶﾞｿﾘﾝ 10 

19 市庁舎 多摩 400 に 9001 小型貨物 ﾊｲｴｰｽ ｶﾞｿﾘﾝ 6 

20 市庁舎 多摩 880 あ 1569 軽自特殊 ﾊｲｾﾞｯﾄｶｰｺﾞﾃﾞｯｷﾊﾞﾝ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

21 市庁舎 多摩 800 そ 3477 普通特殊 ｱﾙﾌｧｰﾄﾞ ｶﾞｿﾘﾝ 8 

22 市庁舎 多摩 480 つ 9477 軽自貨物 ﾐﾆｷｬﾌﾞ･ﾐｰﾌﾞ 電気 4 

23 市庁舎 多摩 500 も 2352 小型乗用 ﾌｧﾝｶｰｺﾞ ｶﾞｿﾘﾝ 5 

24 市庁舎 多摩 480 か 7383 軽自貨物 ｻﾝﾊﾞｰ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

25 市庁舎 多摩 480 き 8755 軽自貨物 ｴﾌﾞﾘｲ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

26 市庁舎 多摩 480 き 8802 軽自貨物 ｻﾝﾊﾞｰ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

27 市庁舎 多摩 480 つ 9476 軽自貨物 ﾐﾆｷｬﾌﾞ･ﾐｰﾌﾞ 電気 4 

28 市庁舎 多摩 480 な 4562 軽自貨物 ﾐﾆｷｬﾌﾞ･ﾐｰﾌﾞ 電気 4 

29 市庁舎 多摩 480 な 2748 軽自貨物 ﾐﾆｷｬﾌﾞ･ﾐｰﾌﾞ 電気 4 

30 市庁舎 多摩 480 え 3752 軽自貨物 ｻﾝﾊﾞｰ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

31 市庁舎 多摩 400 に 3344 小型貨物 ｷｬﾗﾊﾞﾝ ｶﾞｿﾘﾝ 6 

32 市庁舎 多摩 400 て 6468 小型貨物 AD ｴｷｽﾊﾟｰﾄ ｶﾞｿﾘﾝ 5 

33 市庁舎 多摩 480 か 7259 軽自貨物 ｴﾌﾞﾘｲ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

34 市庁舎 多摩 480 つ 9580 軽自貨物 ﾐﾆｷｬﾌﾞﾐｰﾌﾞ 電気 4 

35 市庁舎 多摩 480 つ 765 軽自貨物 ﾐﾆｷｬﾌﾞﾐｰﾌﾞ 電気 4 

36 市庁舎 多摩 503 ち 9083 小型乗用 ﾌｨｯﾄ ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 5 

37 市庁舎 多摩 480 せ 3408 軽自貨物 ｻﾝﾊﾞｰ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

38 市庁舎 多摩 580 ね 2901 軽自乗用 ﾜｺﾞﾝ R ｶﾞｿﾘﾝ 4 

39 市庁舎 多摩 480 こ 2484 軽自貨物 ｴﾌﾞﾘｲ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

40 市庁舎 多摩 400 と 8541 小型貨物 AD ｴｷｽﾊﾟｰﾄ ｶﾞｿﾘﾝ 5 

41 市庁舎 多摩 400 ね 1654 小型貨物 ｷｬﾗﾊﾞﾝ ｶﾞｿﾘﾝ 6 

42 市庁舎 多摩 480 な 1261 軽自貨物 ﾊｲｾﾞｯﾄ ｶﾞｿﾘﾝ 2 
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43 市庁舎 多摩 480 つ 9475 軽自貨物 ﾐﾆｷｬﾌﾞ･ﾐｰﾌﾞ 電気 4 

44 市庁舎 多摩 480 こ 9644 軽自貨物 ｱﾙﾄﾊﾞﾝ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

45 市庁舎 多摩 480 え 5737 軽自貨物 ﾊｲｾﾞｯﾄｶｰｺﾞ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

46 市庁舎 多摩 501 ら 3547 小型乗用 ｳﾞｨｯﾂ ｶﾞｿﾘﾝ 5 

47 市庁舎 多摩 480 け 9888 軽自貨物 ｴﾌﾞﾘｲ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

48 市庁舎 多摩 480 そ 4683 軽自貨物 ｸﾘｯﾊﾟｰ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

49 市庁舎 多摩 480 き 1138 軽自貨物 ｴﾌﾞﾘｲ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

50 市庁舎 多摩 400 せ 4237 小型貨物 ｷｬﾗﾊﾞﾝ ｶﾞｿﾘﾝ 6 

51 市庁舎 多摩 480 と 701 軽自貨物 ｻﾝﾊﾞｰ ｶﾞｿﾘﾝ 2 

52 市庁舎 多摩 480 さ 8603 軽自貨物 ｴﾌﾞﾘｲ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

53 市庁舎 多摩 480 か 9305 軽自貨物 ｴﾌﾞﾘｲ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

54 市庁舎 多摩 400 ち 7268 小型貨物 ｴﾙﾌ 軽油 3 

55 市庁舎 多摩 480 な 1958 軽自貨物 ﾐﾆｷｬﾌﾞ･ﾐｰﾌﾞ 電気 4 

56 市庁舎 多摩 480 つ 9583 軽自貨物 ﾐﾆｷｬﾌﾞ･ﾐｰﾌﾞ 電気 4 

57 市庁舎 多摩 400 た 4235 小型貨物 ﾊﾞﾈｯﾄ ｶﾞｿﾘﾝ 6 

58 市庁舎 多摩 480 あ 4834 軽自貨物 ｻﾝﾊﾞｰ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

59 市庁舎 多摩 480 あ 4835 軽自貨物 ｻﾝﾊﾞｰ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

60 市庁舎 多摩 480 つ 1339 軽自貨物 ﾐﾆｷｬﾌﾞﾐｰﾌﾞ 電気 4 

61 市庁舎 多摩 300 る 3510 普通乗用 ｴｽﾃｨﾏ ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 8 

62 市庁舎 多摩 480 き 9024 軽自貨物 ｻﾝﾊﾞｰ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

63 市庁舎 多摩 480 つ 9478 軽自貨物 ﾐﾆｷｬﾌﾞ･ﾐｰﾌﾞ 電気 4 

64 市庁舎 多摩 480 す 9362 軽自貨物 ｴﾌﾞﾘｲ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

65 健康福祉事務ｾﾝﾀｰ 多摩 480 さ 1197 軽自貨物 ｴﾌﾞﾘｲ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

66 健康福祉事務ｾﾝﾀｰ 多摩 480 こ 228 軽自貨物 ｴﾌﾞﾘｲ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

67 健康福祉事務ｾﾝﾀｰ 多摩 480 ち 1514 軽自貨物 ｴﾌﾞﾘｲ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

68 健康福祉事務ｾﾝﾀｰ 多摩 400 せ 4399 小型貨物 AD ﾊﾞﾝ ｶﾞｿﾘﾝ 5 

69 健康ｾﾝﾀｰ 多摩 400 ち 9150 小型貨物 AD ﾊﾞﾝ ｶﾞｿﾘﾝ 5 

70 健康ｾﾝﾀｰ 多摩 480 き 8771 軽自貨物 ｻﾝﾊﾞｰ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

71 ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ 多摩 480 う 1383 軽自貨物 ﾐﾆﾀﾞﾝﾌﾟ ｶﾞｿﾘﾝ 2 

72 ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ 多摩 400 そ 2352 小型貨物 ｷｬﾗﾊﾞﾝ ｶﾞｿﾘﾝ 6 

73 ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ 多摩 400 ち 9406 小型貨物 ﾊﾞﾈｯﾄ･ﾄﾗｯｸ ｶﾞｿﾘﾝ 3 

74 ﾘｻｲｸﾙｾﾝﾀｰ 多摩 480 つ 9582 軽自貨物 ﾐﾆｷｬﾌﾞﾐｰﾌﾞ 電気 4 

75 建設事業所 多摩 100 さ 8088 普通貨物 ｴﾙﾌ 軽油 3 

76 建設事業所 多摩 800 す 4450 普通特殊 ｴﾙﾌ 軽油 3 

77 建設事業所 多摩 480 か 7800 軽自貨物 ｻﾝﾊﾞｰﾀﾞﾝﾌﾟ ｶﾞｿﾘﾝ 2 

78 中央公民館 多摩 400 た 4509 小型貨物 ﾊﾞﾈｯﾄﾊﾞﾝ ｶﾞｿﾘﾝ 6 

79 花小金井北公民館 多摩 480 か 7325 軽自貨物 ﾊｲｾﾞｯﾄｶｰｺﾞ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

80 上宿公民館 多摩 480 か 7324 軽自貨物 ﾊｲｾﾞｯﾄｶｰｺﾞ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

81 中央図書館 多摩 46 つ 8521 小型貨物 AD ﾊﾞﾝ ｶﾞｿﾘﾝ 5 

82 仲町図書館 多摩 480 せ 6370 軽自貨物 ｸﾘｯﾊﾟｰ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

83 花小金井図書館 多摩 480 せ 6523 軽自貨物 ｸﾘｯﾊﾟｰ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

84 小川西町図書館 多摩 480 あ 5671 軽自貨物 ｻﾝﾊﾞｰ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

85 喜平図書館 多摩 480 せ 163 軽自貨物 ﾊｲｾﾞｯﾄｶｰｺﾞ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

86 大沼図書館 多摩 480 な 1854 軽自貨物 ｴﾌﾞﾘｲ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

87 津田図書館 多摩 480 な 1855 軽自貨物 ｴﾌﾞﾘｲ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

88 上宿図書館 多摩 41 き 2231 軽自貨物 ﾊｲｾﾞｯﾄｶｰｺﾞ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

89 学校給食ｾﾝﾀｰ 多摩 50 の 3837 軽自乗用 ﾜｺﾞﾝ R ｶﾞｿﾘﾝ 4 
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90 学校給食ｾﾝﾀｰ 多摩 480 な 3037 軽自貨物 ﾐﾆｷｬﾌﾞ･ﾐｰﾌﾞ 電気 4 

91 たいよう福祉ｾﾝﾀｰ 多摩 800 す 6522 普通特殊 ｷｬﾗﾊﾞﾝ ｶﾞｿﾘﾝ 8 

92 あおぞら福祉ｾﾝﾀｰ 多摩 800 そ 794 普通特殊 ｷｬﾗﾊﾞﾝ ｶﾞｿﾘﾝ 10 

93 あおぞら福祉ｾﾝﾀｰ 多摩 580 つ 9377 軽自乗用 ｽﾃﾗ ｶﾞｿﾘﾝ 4 

94 消防団詰所 多摩 805 ろ 1 普通特殊 ﾃﾞｭﾄﾛ 軽油 6 

95 消防団詰所 多摩 801 ふ 2 普通特殊 ﾃﾞｭﾄﾛ 軽油 6 

96 消防団詰所 多摩 801 ほ 3 普通特殊 ﾃﾞｭﾄﾛ 軽油 6 

97 消防団詰所 多摩 830 ね 4 普通特殊 ﾃﾞｭﾄﾛ 軽油 6 

98 消防団詰所 多摩 801 も 5 普通特殊 ﾃﾞｭﾄﾛ 軽油 6 

99 消防団詰所 多摩 831 な 6 普通特殊 ｴﾙﾌ 軽油 6 

100 消防団詰所 多摩 801 ゆ 7 普通特殊 ﾃﾞｭﾄﾛ 軽油 6 

101 消防団詰所 多摩 803 ち 8 普通特殊 ｴﾙﾌ 軽由 6 

102 消防団詰所 多摩 830 る 9 普通特殊 ﾃﾞｭﾄﾛ 軽油 6 
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資料第３６ 

多摩地区の給水拠点 

令和６年５月１日現在 

 

 

 

  

※東京都水道局ホームページから抜粋 
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資料第３７ 

 

物資の流れ 

 
  

地区内物資輸送拠点 

（市民総合体育館） 
 

【物資拠点班】 

受入・管理・仕分 

市災害対策本部 

・寄託品給与確認 

・都備蓄物資放出要請 

・寄託品給与承認 

・都備蓄物資放出確認 

プ
ッ
シ
ュ
型
支
援
（
要
請
な
し
） 

要請 

 
支援物資 

 
義援物資 

備蓄庫：市内８か所 

（市備蓄／都寄託品） 

都福祉局 

 

都備蓄物資 

協定締結 

自治体 

契約 

 

避難所・配布拠点 

在宅避難者 避難者 

 
【物資拠点班】 

 
ニーズの集約 
配分計画作成 

【避難班】 

ニーズ把握 

 
【調達班】 
契約・調達 

報告・依頼 

ニ
ー
ズ 

ニ
ー
ズ 

配 

布 

配 

布 

ニ
ー
ズ 

搬 

送 

配
分
計
画 

調達 

依頼 

協定締結先 

民間事業者 

ニ
ー
ズ 

ニ
ー
ズ 
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RI法の対象事業所（都内） 

                          令和６年３月３１日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

資料-77 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

資料-78 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

資料-79 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

資料-80 
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※原子力規制委員会ホームページから抜粋 
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資料第３９ 
 

罹災（罹災届出）証明願 

小平市長 あて                   年  月  日 

申

請 

者 

(フリガナ) 

氏名                 
 

住所 

ＴＥＬ 

 

 

                      ℡   （    ） 

罹

災

者 

(フリガナ) 

氏名                 
                          □申請者と同じ 

住所 

ＴＥＬ 

 
                                                    □申請者と同じ 
                      ℡   （    ） 

罹災年月日  年  月  日 原因 □ 風水害 □ 地震 □ その他 

罹災場所等 

所在地：小平市 

□ 住  家（ □ 持家  □ その他） 

□ 非住家（ □ 貸家  □ 別荘/空家  □ 事務所/店舗/倉庫  □ その他） 

□ 住家兼非住家（１階が店舗や倉庫、２階が住居等） 

□ 上記以外の不動産・動産（カーポート、塀、物置、家具等） 

※上記以外の不動産及び動産については罹災届出証明書の発行になります。 

被害状況等 

被 害 箇 所 □ 基礎 □ 屋根 □ 壁 □ 天井 □ 居室内浸水 □ その他 

(被害内容) 

証明書必要枚数       通       

□ 自己判定方式を希望し、「準半壊に至らない（一部損壊）」（損害割合 10％未満）という

結果に同意します。 

※自己判定方式は、写真等を基に現場調査を行わず、証明書を短期間で交付する方法です。 

  自己判定方式を用いない場合は、申請を受けた後に家屋調査の実施、罹災程度の判定を行うことから、 

罹災証明書発行に時間を要します。被害程度の例は裏面に参照。 

罹災者もしくは同一世帯の親族以外の方が申請者の場合は、下記の委任状が必要です。 

※委任状は、本人（委任者）が必ず自署してください。 

委 任 状 

申請者を罹災者の代理人と認め、申請に関する権限を委任いたします。 

   年  月  日 

 委任者（罹災者等） 住  所                          

           氏  名                          

上記に記載および、□に☑チェックをお願いします（裏面も参照してください） 

  

新規・再調査・再交付 

確認用 

□証明願   □申請者本人確認   □被害写真等  

  

受付者      発行者     現場調査員 
市 使 用

欄 
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※裏面 

 

  

＜罹災証明の確認事項について＞ 

・この証明は、災害救助の一環として、応急的一時的な救済を目的に市長が確認できる程度の被

害について証明をするものです。 

※民事上の権利義務関係には、効力を有するものではありません。 

 

・住家以外の不動産・動産（カーポート、塀、物置、家具等）については、被災の事実（被災者

からの届け出があったこと）を証明する罹災届出証明書の発行になります。また、住家の場合

でも被害と災害の因果関係が確認できない場合は、罹災届出証明書の発行となります。 

 

・集合住宅等の場合、一棟全体で判定する場合がありますので、各区画、各部屋によってはこの

「罹災程度」と被害程度に差が生じる場合があります。 

 

＜申請・記入事項について＞ 

・申請には、申請者の身分証（免許証等）および被害場所の写真の複写が必要です。 

 

<被害程度の例（家屋全体に占める損害割合）> 

全壊（損害割合 50%以上） 

居住のための基本的機能の喪失したもの、すなわち、住家全体が倒壊、流出、埋没、または家屋

の損壊が甚だしく、補修により元通りに再使用することが困難なもの。 

 

大規模半壊（損害割合 40%以上 50%未満） 

居住する住家が半壊し、構造耐力上主要な部分の補修を含む大規模な補修を行わなければ居住す

ることが困難なもの。 

 

中規模半壊（損害割合 30%以上 40%未満） 

居住する住家が半壊し、相当規模の補修を行わなければ居住することが困難なもの。 

 

半壊（損害割合 20%以上 30%未満） 

住家が居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、住家の損壊が甚だしいが補修すれば元通

りに再使用できる程度のもの。 

 

準半壊（損害割合 10%以上 20%未満） 

住家が半壊に準ずる程度の損傷を受けたもの。 

 

準半壊に至らない（一部損壊）（損害割合 10%未満） 

準半壊に至らない程度の住家の破損で、補修を必要とする程度のもの。 

 

※住家の主要な構成要素は、外壁、内壁、床、基礎、柱、屋根、天井、建具、設備となります。 

 

※半壊の例（以下はあくまで目安であって必ずしも半壊になるわけではありません。） 

・台風にて屋根の半分が無くなり、家の半分以上の居室が浸水した。 

・外部から来た水の水位が徐々に高くなり、玄関より上に浸水した。 
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資料第４０ 

 
 

罹 災 証 明 書 
第     号 

  年 月 日 

 

世帯主住所  

世帯主氏名  

追
加
記
載
事
項
① 

被災者区分： 

世帯構成員： 

 
構成員氏名 続柄 年齢 構成員氏名 続柄 年齢 

      

      

      

      

      
 

 

罹災原因  

 

被災住家※の所在地 
 

住家※の被害の程度 
 

追加記載事項②  

※住家とは、現実に居住（世帯が生活の本拠として日常的に使用していることをいう。）のために使用している建物

のこと。（被災者生活再建支援金や災害救助法による住宅の応急修理等の対象となる住家） 

追加記載事項③  

 

上記のとおり、相違ないことを証明します。 

 

   年  月  日 

 

              小平市長 
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資料第４１ 

 

災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給 

種別 
対象となる災害

（自然災害） 
根拠法令等 支給対象者 支給限度額 支給の制限 

災
害
弔
慰
金 

１  １区市町村

において住居が

５世帯以上滅失

した災害 

２  都道府県内

において住居が

５世帯以上滅失

した区市町村が

３以上ある場合

の災害 

３  都道府県内

において災害救

助法が適用され

た区市町村が１

以上ある場合の

災害 

４  災害救助法

が適用された市

町村をその区域

内に含む都道府

県が２以上ある

場合の災害 

１  災害弔慰金

の支給等に関

する法律 

２ 実施主体等 

(1) 実施主体 

 区市町村(条例) 

(2) 経費負担 

国    1/2 

都    1/4 

区市町村 1/4 

死亡者の配偶者 

 〃  子 

 〃  父母 

 〃  孫 

 〃  祖父母 

 

上記のいずれも

存在しない場合

は、死亡者の兄

弟姉妹（死亡時

そ の 者 と 同 居

し、又は生計を

同じくしていた

者に限る） 

死亡者１人につき 

主たる生計者の

場合  500 万円 

それ以外の場合 

    250 万円 

１  当該死亡者

の死亡がその者

の故意又は重大

な過失により生

じたものである

場合 

２  法律施行令

（昭和 48年政令

第 374 号）第２

条に規定する内

閣総理大臣が定

める支給金が支

給された場合 
 

災
害
障
害
見
舞
金 

法別表に掲げる

程度の障害があ

る者 

障害者１人につき 

主たる生計者の

場合   250 万円 

それ以外の場合 

125 万円 

 

＊上記基準を原則とするが、災害の希望に応じてはこの限りではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※東京都地域防災計画震災編（令和 5 年修正） 

別冊資料から抜粋 
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資料第４２ 

災害援護資金の貸付 

【国制度】 

貸付対象 根拠法令 貸付金額 貸付条件 

自然災害により

家屋等に被害を受

けた世帯で、その世

帯の前年の年間所

得が次の額以内の

世帯に限る。 

１人   220万円 

２人   430万円 

３人   620万円 

４人   730万円 

５人以上 730万円

に世帯人員が

１人増すごと

に30万円を加

算した額 

 

（注）住居が滅失し

た場合は、1,270 万

円に緩和 

１ 災害弔慰金の支

給等に関する法律 

２ 実施主体 

区市町村(条例) 

３ 経費負担 

国 2/3 

都 1/3 

４ 対象となる災害 

東京都において

災害救助法によ

る救助が行われ

た災害 

貸付区分及び貸付限度額 

１ 世帯主の1か月以上の負傷 

150万円 

２ 家財等の損害 

ア 家財の1/3 以上の損害 

150万円 

イ 住居の半壊 

170万円 

ウ 住居の全壊 

250万円 

エ 住居全体の滅失又は流失 

350万円 

３ １と２が重複した場合 

ア １と２のアの重複 

250万円 

イ １と２のイの重複 

270万円 

ウ １と２のウの重複 

350万円 

４ 次のいずれかの事由の

１に該当する場合であっ

て、被災した住居を建て

直す等、特別な事情があ

る場合 

ア ２のイの場合 

250万円 

イ ２のウの場合 

350万円 

ウ ３のイの場合 

350 万円 

１ 据置期間 

３年（特別の事情が

ある場合５年） 

２ 償還期間 

10年 

（据置期間を含む） 

３ 償還方法 

年賦、半年賦又は月賦 

４ 貸付利率 

年３％以内で条例で

定める率（据置期間中

は無利子） 

５ 延滞利息 

年 ５ ％ 

 

【都制度】 

貸付対象 根拠法令 貸付金額 貸付条件 

国制度と同じ １ 東京都災害援護

資金貸付事業実

施要綱 

２ 実施主体 

区市町村（要綱） 

３ 経費負担 

都 10/10 

４ 対象となる災害 

国制度と同じ 

５ 適用条件 

福祉局長が必要

と認めた場合 

次のいずれかに該当する

場合150万円を上限に貸付 

１ 世帯主の1ヶ月以上の負傷 

２ 家財の1/3 以上の損害 

３ 住居の半壊 

４ 住居の全壊 

５ 住居の全体が滅失又は流出 

 

１ 据置期間 

３年（特別の事情があ

る場合５年） 

２ 償還期間 

据置期間経過後７年

（特別の事情がある場合   

５年） 

３ 償還方法 

年賦、半年賦又は月賦 

４ 貸付利率 

年１％以内（据え置き

期間中は無利子） 

５ 延滞利息 

年 ５ ％ 

 ※東京都地域防災計画震災編（令和 5 年修正） 

別冊資料から抜粋 
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資料第４３ 

 

生活福祉資金の貸付 

種別 貸付対象 根拠法令 貸付金額 貸付条件 

福
祉
資
金 

低所得世帯のう

ち、他から融資

を受けることの

できない者でこ

の資金の貸付を

受けることに

よって災害によ

る困窮から自立

更生のできる世

帯 

１ 「生活福祉資金貸付制

度要綱（平成21年7月28日

厚生労働省発社援0728第9

号）」 

２ 実施主体等 

(1) 実施主体 

東京都社会福祉協議会 

(2) 窓口 

  区市町村社会福祉協議会 

1世帯  

150万円以内 

１ 据置期間 

貸付けの日から６ヶ月 

以内 

２ 償還期間 

据置期間経過後７年 

以内 

３ 貸付利率 

連帯保証人を立てた場合 

：無利子 

連帯保証人を立てない場合 

：年1.5％（据置期間中は

無利子） 

４ 連帯保証人 

原則必要 

５ 償還方法 

  月賦 

６ 申込方法 

官公署の発行する被災

証明書を添付して、区市

町村社会福祉協議会に申

し込む。 

緊
急
小
口
資
金 

低所得世帯のう

ち、被災によっ

て、緊急かつ一

時的に生計の維

持が困難となっ

た世帯 

１ 「生活福祉資金貸付制

度要綱（平成21年7月28日

厚生労働省発社援0728第9

号）」 

２ 実施主体等 

(1) 実施主体 

東京都社会福祉協議会 

(2) 窓口 

  区市町村社会福祉協議会 

1世帯  

10万円以内 

１ 据置期間 

貸付けの日から２ヶ月 

以内 

２ 償還期間 

据置期間経過後１２ヶ 

月以内 

３ 貸付利率 

無利子 

４ 連帯保証人 

不要 

５ 償還方法 

  月賦 

６ 申込方法 

官公署の発行する被災

証明書を添付して、区市

町村社会福祉協議会に申

し込む。 

 

 

  
※東京都地域防災計画震災編（令和 5 年修正） 

別冊資料から抜粋 
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資料第４４ 

被災者生活再建支援金の支給（東京都福祉局） 

１ 根拠法令 被災者生活再建支援法 

２ 実施主体 都（ただし、被害認定や支給申請書の受付等の事務については区市町村

が行う。) 

３ 対象となる

自然災害 

自然災害とは、暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波、噴火その

他の異常な自然現象により生ずる被害であり、対象となる自然災害は次の

区域に係る当該自然災害。 

（１） 災害救助法施行令第１条第１項第１号又は第２号のいずれかに該

当する被害が発生した区市町村 

（２） １０世帯以上の住宅全壊被害が発生した区市町村 

（３） １００世帯以上の住宅全壊被害が発生した都道府県 

（４） （１）又は（２）の区市町村を含む都道府県の区域内で、５世帯

以上の住宅全壊被害が発生した区市町村（人口１０万人未満に限

る） 

（５） （１）～（３）の区域に隣接し、５世帯以上の住宅全壊被害が発

生した区市町村（人口１０万人未満に限る） 

（６） （１）若しくは（２）の区市町村を含む都道府県または（３）の

都道府県が２以上ある場合に、 

５世帯以上の住宅全壊被害が発生した区市町村（人口１０万人未満

に限る） 

２世帯以上の住宅全壊被害が発生した区市町村（人口５万人未満に

限る） 

４ 制度の対象

となる被災世

帯 

３の自然災害により 

（１） 住宅が全壊した世帯 

（２） 住宅が半壊、又は住宅の敷地に被害が生じ、その住宅をやむを得

ず解体した世帯 

（３） 災害による危険な状態が継続し、住宅に居住不能な状態が長期間

継続している世帯 

（４） 住宅が半壊し、大規模な補修を行わなければ居住することが困難

な世帯 

（５） （４）には至らないが、相当規模な補修を行わなければ居住する

ことが困難な世帯 

支援金の支給額 支給額は、以下の２つの支援金の合計額となる。 

（※世帯人数が１人の場合は、各該当欄の金額の３／４の額） 

（１） 住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） 
住宅の 

被害程度 

全壊 

４（１）に該当 

解体 

４（２）に該当 

長期避難 

４（３）に該当 

大規模半壊 

４（４）に該当 

支給額 １００万円 １００万円 １００万円 ５０万円 

 

（２） 住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 
 

住宅の再建方法 建設・購入 補修 
賃借 

（公営住宅以外） 

支給額 

４（１）～（４）

の世帯 
２００万円 １００万円 ５０万円 

４（５）の世帯 １００万円 ５０万円 ２５万円 

※東京都地域防災計画震災編（令和 5 年修正） 

別冊資料から抜粋 
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資料第４５ 

中小企業への融資 

機
関
名 

区

分 
内容 

都
産
業
労
働
局 

災
害
復
旧
資
金
融
資
（
災
） 

１ 資金使途 運転資金、設備資金 

２ 対象企業 
都内に住所（営業の本拠）を有し、東京信用保証協会の保証対象業

種である企業及び組合で次に定める災害により、被害を受けたもの 

３ 対象災害 

次の(1)又は(2)に該当するもののうち知事が指定するもの 

(1) 災害救助法の適用があった災害 

(2) (1)のほか特に知事が必要と認めたもの 

４ 限度額 一災害につき8,000万円 

５ 利率 固定1.7％以内又は固定1.5％以内（令和６年１２月２日現在） 

６ 期間 運転資金、設備資金10年以内 

７ 保証人 
必要となる場合がある。ただし、法人代表者 （組合は代表理事）

を除き連帯保証人は不要 

８ 担保 原則として、信用保証合計残高が8,000万円以下の場合は不要 

９ 信用保証 東京信用保証協会の信用保証を要する。 

10 信用保証料 保証協会の定めるところによる。ただし、都が全額補助する。 

11 返済方法 
分割返済（元金据置期間は１年以内） 

ただし、融資期間が１年の場合は一括返済とすることができる。 

経
営
安
定
融
資
（
経
営
セ
ー
フ
） 

１ 資金使途 運転資金、設備資金 

２ 対象企業 

都内に住所（営業の本拠）を有し、東京信用保証協会の保証対象

業種である企業及び組合でセーフティネット保証に係る区市町村長

の認定を受けたもの 

３ 限度額 ２億8,000万円 組合４億8,000万円 

４ 利率 
融資期間に応じて固定1.5%以内～2.2%以内（令和６年１２月２日

現在） 

５ 期間 運転資金、設備資金10年以内 

６ 保証人 
必要となる場合がある。ただし、法人代表者（組合は代表理事）

を除き連帯保証人は不要 

７ 担保 原則として信用保証合計残高が8,000万円以下の場合は不要 

８ 信用保証 東京信用保証協会の信用保証を要する。 

９ 信用保証料 
保証協会の定めるところによる。なお、小規模企業者に対しては

都が信用保証料の２分の１を補助する。 

10 返済方法 
分割返済（元金据置期間は２年以内） 

ただし、融資期間が１年の場合は一括返済とすることができる。 
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経
営
安
定
融
資
（
経
営
一
般
） 

１ 資金使途 運転資金、設備資金 

２ 対象企業 

都内に住所（営業の本拠）を有し、東京信用保証協会の保証対象

業種である企業及び組合で次のアからキまでのいずれかに該当する

もの 

ア 「最近 3 か月間の売上実績」又は「今後 3 か月間の売上見込」

が前年同期と比較して、5％以上減少していること 

イ 「最近 3 か月間の売上実績」又は「今後 3 か月間の売上見込」

が令和 2 年 1 月以前の直近同期と比較して、5％以上減少してい

ること 

ウ 売上原価の 20％以上を占める原油等の仕入価格が 20％以上上

昇の一方で、価格転嫁できていないこと 

エ 金融機関からの総借入金が前年同期比 10％以上減少している

こと。 

オ 倒産等企業に事業上の債権を有していること 

カ 災害により事業活動に影響を受けており、当該災害について

官公庁の発行するり災証明を受けていること 

キ 東京都知事が指定するもの（アスベスト対策） 

３ 限度額 １億円 組合２億円 

４ 利率 
融資期間に応じて固定 1.5%以内～2.2%以内（令和６年１２月２日

現在） 

５ 期間 運転資金、設備資金 10 年以内 

６ 保証人 
必要となる場合がある。ただし、法人代表者（組合は代表理事）

を除き連帯保証人は不要 

７ 担保 原則として信用保証合計残高が 8,000 万円以下の場合は不要 

８ 信用保証 東京信用保証協会の信用保証を要する。 

９ 信用保証料 
保証協会の定めるところによる。なお、小規模企業者に対しては

都が信用保証料の２分の１を補助する。 

10 返済方法 
分割返済（元金据置期間は２年以内）ただし、融資期間が１年の

場合は一括返済とすることができる。 

日
本
政
策
金
融
公
庫 

災
害
復
旧
貸
付 

１ 資金使途 災害復旧のための設備資金及び長期運転資金 

２ 対象企業 

公庫が当貸付の適用を認めた災害により直接の被害を受けた方、

直接の被害を受けた方の事業活動に依存し、間接的に被害を受けた

方 

３ 限度額 
（直接貸付）一指定災害につき、1億5,000万円 

（代理貸付）直接貸付の範囲内で別枠7,500万円 

４ 利率 基準利率（閣議決定により、特別利率が適用される場合がある。） 

５ 期間 
（設備資金）15年以内（うち据置期間２年以内） 

（運転資金）10年以内（うち据置期間２年以内） 

６ 保証人・担保 
必要に応じて（直接貸付において、一定の要件に該当する場合は、

経営責任者の個人保証が必要） 

７ 返済方法 分割返済 
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災
害
貸
付 

１ 資金使途 災害復旧のための設備資金及び運転資金 

２ 対象企業 

公庫が当貸付の適用を認めた災害により直接の被害を受けた方、

直接の被害を受けた方との取引に起因する売上の減少、売掛金債権

の固定化等の間接的な被害を受けたと認められた方 

３ 限度額 
各貸付ごとの融資限度額に、１災害あたり3,000万円を加えた額

（特に異例の災害の場合は、災害の都度閣議決定により定める。） 

４ 利率 
各貸付ごとの利率（特に異例の災害の場合は、災害の都度閣議決

定により定める。） 

５ 期間 10年以内（うち据置期間２年以内） 

６ 保証人・担保 必要に応じて 

７ 返済方法 割賦払（毎月、半年払など）又は一時払 

商
工
組
合
中
央
金
庫 

災
害
復
旧
貸
付 

１ 資金使途 災害復旧のための設備資金及び運転資金 

２ 対象企業 金庫が当貸付の適用を認めた災害により被害を被った中小企業者 

３ 限度額 特に定めず 

４ 利率 所定利率 

５ 期間 
設備資金20年以内（うち据置期間３年以内） 

運転資金10年以内（うち据置期間３年以内） 

６ 保証人・担保 必要に応じて提供 

７ 返済方法 分割返済 
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資料第４６ 

 

農林漁業関係者への融資（東京都産業労働局） 

 

① 株式会社日本政策金融公庫による融資 

資金の 

種 類 
融資対象となる事業 貸付の相手方 

利率 

(年利) 

償還 

期間 

償還期間のう 

ち据置期間 

農業基盤 

整備資金 

農地若しくは牧野の

保全又は利用上必要

な施設の災害復旧 

農業を営む者、土地改良

区・同連合会、農協・同

連合会等 

災害 

0.17～ 

0.50％ 

25 年以内 10 年以内 

農林漁業 

施設資金 

＜災害復旧＞ 

農業施設等の復旧、

果樹の改植又は捕植 

農業を営む者 

災害 

0.17～ 

0.50％ 

15 年以内
(果樹の改植

又は補植は

25 年以内) 

3 年以内 
(果樹の改植

又は補植は

10 年以内) 

農林漁業

セーフティ 

ネット資金 

災害により被害を受

けた経営の再建に必

要な資金(原則とし

て天災) 

農林漁業者 

災害 

0.17～ 

0.45％ 

15 年以内 3 年以内 

農林漁業 

施設資金 

＜共同利用施設＞ 

農林水産物の生産、

流通、加工、販売に

必要な共同利用施設

及びその他共同利用

施設の復旧 

農協・同連合会、土地改

良区・同連合会、森林組

合・同連合会、中小企業

等協同組合、水産業協同

組合（漁業生産組合を除

く）、５割法人・団体、

農林漁業振興法人、農業

共済組合・同連合会 

災害 

0.17％

～ 

0.50％ 

20年以内 3 年以内 

 

② 経営資金等の融通（貸付主体は金融機関。都は国の補助を得て利子補給する。） 

区分 資金の種類 
融資対象 

となる事業 

貸付の 

相手方 

利率  

(年利) 
償還期間 

償還期間のう 

ち据置期間 

天
災
資
金
（
一
般
及
び
激
甚
） 

経営資金 
種苗、肥料、漁業

用燃油等の購入等 

被害農林漁

業者 

特別被害者 ※1 

3.0%以内 

3割被害者 ※2 

5.5%以内 

その他 

6.5%以内 

3年以内～ 

6年以内 

激甚災害

の場合は 

4年以内～ 

7年以内 

－ 

事業資金 

天災により災害を

受けたため必要と

なった事業運営資

金 

被害組合及

び連合会  
6.5%以内 3 年以内 － 
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（融資条件）天災による被害農林漁業者等に対する資金の融資に関する暫定措置法（天災融

資法）が適用された場合、農協、森林組合、漁協等を通じて融通する。 

なお、天災融資法の適用となった天災が、さらに激甚災害法の適用も受け、激甚災害対象都

道府県となった場合に、天災融資法に基づく天災資金の償還について、償還期間等の特例を

受けることができる。 

（貸付限度） 

［経営資金］ 

・個人は、200万円以内(政令で定める資金500万円以内) 

なお、激甚災害の場合は、250万円以内（政令で定める資金600万円以内） 

・法人は、2,000万円以内（政令で定める資金2,500万円以内） 

［事業資金］ 

・組合は2,500万円以内、連合会は5,000万円以内。 

なお、激甚災害の場合は、組合は5,000万円以内、連合会は7,500万円以内 

（注）1 利率については、発動の都度、他の災害資金を考慮して設定する。 

2 上記表の利率(年利) 

※1 特別被害者とは、都道府県知事が農林水産大臣の承認を得て指定する特別被害地域内

の農業にあっては、年収の50％（開拓者は30％）以上の損失額のある者又は50％（開拓

者は40％）以上の樹体損失額のある者をいい、林業、漁業にあっては年収の50％以上の

損失額のある者又は70％以上の施設損失額のある者をいう。 

※2 3割被害者等とは、年収の30％以上の損失額のある被害農林漁業者（特別被害地域内の

特別被害者を除く。）及び開拓者（特別被害地域内の特別被害者を除く。）をいう。 

注１ 一般農林漁業関係資金（農業近代化資金等）について、運用の範囲内で被害農家に融資する

ことができる。 

２ 既貸付農林漁業関係資金（農業近代化資金等）については、被害農業者に対し、法令規則等

の限度内において返還条件等を緩和することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※東京都地域防災計画震災編（令和 5 年修正） 

別冊資料から抜粋 
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資料第４７ 

 

災害報告の様式 

災害報告様式 

Ｎｏ．１ 被害概況速報 

地区名 小 平 市 

災 害 の 種 類 
 

災 害 の 発 生 地 区 
 

災 害 発 生 年 月 日 
 

報 告 の 時 限 
 

報 告 責 任 者 
 

人 
 

的 
 

被 
 

害 

死 者 
 

行 方 不 明 者 
 

重 傷 者 
 

軽 傷 者 
 

計 
 

道 

路 

の 

被 

害 

道路損壊 箇所 河 

川 

の 

被 

害 

河川決壊 箇所 そ 

の 

他 

被 

害 

がけ崩れ 箇所 

道路冠水 箇所 河川溢水 箇所   

通行不能 箇所 下水溢水 箇所   

その他の特記事項 
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Ｎｏ．２ 被害状況調 

区市町村名 小 平 市 

地区名 

被害の状況 
地区 地区 地区 地区 計 

人 

的 

被 

害 

死 者      

行 方 不 明      

負 

傷 

重 傷      

軽 傷      

小 計      

住 

家 

の 

被 

害 

棟 
 

数 

全壊・全焼又は流失      

半 壊 又 は 半 焼      

一 部 破 損      

床 上 浸 水      

床 下 浸 水      

世 

帯 

及 

び 

人 

員 

全 壊 ・ 全 焼 

又 は 流 失 

世帯      

人員      

半壊又は半焼 
世帯      

人員      

一 部 破 損 
世帯      

人員      

床 上 浸 水 
世帯      

人員      

床 下 浸 水 
世帯      

人員      

災害発生年月日      年  月  日 

 

 

 

Ｎｏ．３ 世帯構成員別被害状況 

年   月   日   時現在 

区市町村名 小 平 市 

世帯構 

成員別 

 

被害別 

１
人
世
帯 

２
人
世
帯 

３
人
世
帯 

４
人
世
帯 

５
人
世
帯 

６
人
世
帯 

７
人
世
帯 

８
人
世
帯 

９
人
世
帯 

10
人
世
帯 

計 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生 

全壊・全焼               

流 失               

半壊・半焼               

床 上 浸 水               
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Ｎｏ．４ 災害救助費概算額調 

単　価 金　額 備　考

Ⅰ　救助業務に要した経費
円 円

1

延人

延人

延人

延人

戸

戸

戸

戸

（3） 延人

（4）

全 壊 （ 焼 ） 流 出 世帯

半 壊 （ 焼 ） ・ 床 上 浸 水 世帯

計 世帯

延人

延人

延人

(7) 人

世帯

世帯

世帯

（9） 世帯

教 科 書 人

文 房 具 等 人

教 科 書 人

文 房 具 等 人

教 科 書 人

文 房 具 等 人

人

体

体

体

(12) 体

体

体

体

体

(14) 世帯

(15)

(16)

2 人

3 件

4 件

5

1

2

3

4

(合　　　　 　　　　計)

都 道 府 県 事 務 費

市 町 村 事 務 費

法 第 ２ ０ 条 第 1 項 の 求 償 に 係 る 事 務 費

法 第 19 条 の 補 償

Ⅱ 救 助 事 務 に 要 し た 経 費

災 害 ボ ラ ン テ ィ ア セ ン タ ー の 設 置 ・ 運 営 に 係 る委 託 費

賃 金 職 員 等 雇 上 費

扶 助 金

損 失 補 償

実 費 弁 償

洗 浄 、 縫 合 、 消 毒 等

一 時 保 存

検 案

計

障 害 物 の 除 去 費

輸 送 費

(11) 埋 葬 費

大 人

小 人

計

学 用 品
の 給 与

小学校
児童

中学校
生徒

高等学
校等生

徒

計

(13)
死 体 の
処 理 費

生 業 に 必 要 な 資 金 の 貸 与 費

（6）
医 療
及 び
助 産 費

医 療

助 産

計

被 災 者 の 救 出 費

（8）
住 宅 の
応 急 修
理 費

大 規 模 半 壊 ・ 半 壊 以 上

準 半 壊

計

死 体 の 捜 索 費

（10）

(2)
応 急 仮
設 住 宅
設 置 費

建 設 型 応 急 住 宅

賃 貸 型 応 急 住 宅

応急修理期間における応急仮設住宅の使用

種　目　別　区　分 員　数

救助費

(1)
避 難 所
設 置 費

避 難 所

福 祉 避 難 所

ホ テ ル ・ 旅 館 な ど

計

計

炊 出 し そ の 他 に よ る 食 品 給 与 費

飲 料 水 供 給 費

（5）
被服、寝具、その
他生活必需品の
給 （ 貸 ） 与 費
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別 表 世帯構成員別被害状況 

世帯構 

成員別 

 

被害別 

１
人
世
帯 

２
人
世
帯 

３
人
世
帯 

４
人
世
帯 

５
人
世
帯 

６
人
世
帯 

７
人
世
帯 

８
人
世
帯 

９
人
世
帯 

10
人 計 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生 

全壊(焼)流出           
世帯 円 円 円 

半 壊 ( 焼 ) 

床 上 浸 水 
              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以
上 

世
帯 
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資料第４８ 

 

日毎の記録を整理するために必要な書類 

 

Ｎｏ．１ 救助実施記録日計票 

法による救助の実施は、迅速にして正確な被害状況の把握から始まるが、救助の実施状況の

記録は、初期活動から救助活動が完了するまでの間、日毎に整理しておかなければならない。 

日毎の整理のための「救助の実施記録日計票」の様式例は次のとおりである。 

 

救 助 の 実 施 記 録 日 計 票 

 

救
助
の
種
類 

避 難 所 炊出し等 飲料水 生活必需品 

医療救護 助  産 仮設住宅 住宅修理 

 救護班 学用品等 死体捜索 死体処理 

 本部班 死体埋葬 障害物除去 輸  送 

労務供給    
 

 

小 平 市 

 

責任者氏名          印  

ＮＯ．         月  日  時  分    

員 数 （ 世 帯 ） 

 

品目（数量・金額） 

 

受 入 先 

 

払 出 先 

 

場 所 

 

方 法 
 

記 事 
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救助総括様式 Ｎｏ．２ 救助日報 

報 告 機 関  受 信 機 関  

送 信 者  受 信 者  

報 告 時 限 年  月  日  時現在 受 信 時 間 年  月  日  時現在 

避

難

場

所

開

設 

開設期間 
開 設 日 時 日  時 被

服

寝

具

生

活

必

需

品

給

与 

都 よ り 受 入 又 は 前 日 

よ り の 繰 越 量 
点 

閉鎖予定日 月  日 

既存建物 

箇 所 数 箇所 
本
日
支
給 

全壊(焼)   世帯数 

流 失    世帯数 

（ ）世帯 

点 
収 容 人 員 人 

半壊半焼   世帯数 

床上浸水   世帯数 

（ ）世帯 

点 

野外仮設 

箇 所 数 箇所 

収 容 人 員 人 翌 日 へ の 繰 越 量 点 

炊 

出 

し 

炊出期間 
開 始 月 日 月  日 

医 

療 

・ 

助 

産 

救 

助 

医 

療 

班 

医 療 班 出 動 数 ケ班 

終了予定日 月  日 救 助 地 区  

炊 出 し 箇 所 数 箇所 
診療者数 

医 療 人 

救 出 人 員 

朝 人 助 産 人 

昼 人 医 

療 

機 

関 

医 療 
施 設 数 ケ所 

夜 人 診 療 人 員 人 

計 人 助 産 施 設 数 ケ所 

供 給 人 員 人 救 助 終 了 予 定 月 日 月  日 

供 給 水 量 ℓ 

被 

災 

者 

救 

助 

救 出 地 区  

給 水 期 間 
開 始 月 日 月  日 救 助 し た 人 員 人 

終了予定日 月  日 今後救出を要する人員 人 

給 水 方 法  
救 出 終 了 予 定 月 日 月  日 

救 出 の 方 法  
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学 

用 

品 

支 

給 

都より受入又は前日よ

りの繰越量 
 

死 

体 

の 

処 

理 

死 亡 原 因 別 人 員 体 

死

体

処

理 

死 体 洗 浄 体 

小

学

生 

全壊 (焼 )世帯 
( )人 

点 
死 体 縫 合 体 

半壊 (焼 )世帯 

床 上 浸 水 世 帯 

( )人 

点 
死 体 消 毒 体 

中

学

生 

全壊 (焼 )世帯 
( )人 

点 
死体保存 

既 存 建 物 

利 用 
ケ所 

半壊 (焼 )世帯 

床 上 浸 水 世 帯 

( )人 

点 
仮 設 建 物 ケ所 

高

校

生 

全壊 (焼 )世帯 
( )人 

点 
死 体 処 理 機 関  

半壊 (焼 )世帯 

床 上 浸 水 世 帯 

( )人 

点 
今後処理を要する死体 体 

翌 日 へ の 繰 越 量 点 死体処理終了予定月日 月  日 

埋 

葬 

前 日 ま で の 埋 葬 体 障 

害 

物 

の 

除 

去 

要 障 害 物 除 去 戸 数 戸 

本日埋葬 

大 人 体 本 日 除 去 し た 戸 数 (計戸)  戸 

小 人 体 今 後 除 去 す る 戸 数 戸 

計 体 除 去 終 了 予 定 月 日 月  日 

翌日以降の要埋葬数 体 

輸 
 

 

送 

公 用 車 使 用 台 

埋 葬 終 了 予 定 月 日 月  日 借 上 車 使 用 台 

死 

体 

の 

捜 

索 

捜索地区  
救
助
の
種
類 

 

死 

体 

捜索を要する死体 体 

本 日 発 見 死 体 体 

今後の要捜索死体 体 

人 
 

夫 

人夫雇上げ数 

捜索の方法  従 事 

 

作 業 

 

捜 索 終 了 予 定 月 日 月  日 

仮設住宅 

着工月日 戸   月  日 そ の 他  

竣工月日 戸   月  日 

備 

考 

 

住宅修理 

着工月日 戸   月  日 

竣工月日 戸   月  日 
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資料第４９ 

災害救助法による救助の程度・方法及び期間  

① 避難所の設置 

救助の対象 

１  法第４条第１項 

現に被害を受け、又は被害を受けるおそれのある者 

２  法第４条第２項 

災害が発生するおそれのある場合において、被害を受けるおそれがあ

り、現に救助を要する者 

費用の限度額 
基本額 避難所設置費１日１人当たり：350 円以内 

加算額 「福祉避難所」を設置した場合、通常の実費を加算 

救助の期間 

１  法第４条第１項第１号の避難所 

災害発生の日から７日以内 

（ただし、内閣総理大臣の承認により期間延長あり） 

２  法第４条第２項の避難所 

法第２条第２項の規定による救助を開始した日から、別に定める日まで 

備   考 

１ 対象経費は、避難所の設置、維持及び管理のための賃金職員等雇上費、

消耗器材費、建物の使用謝金、器物の使用謝金、借上費又は購入費、光

熱水費及び仮設便所等の設置費 

２ 輸送費は別途計上 

３  避難所での避難生活が長期にわたる場合等においては、避難所で避難

生活している者への健康上の配慮等により、ホテル･旅館など宿泊施設

を借上げて実施することが可能 

 

② 応急仮設住宅の供与 

救助の対象 
住宅が全壊、全焼、又は流失し、居住する住家がない者であって、自らの

資力では住家を得ることができない者 

費用の限度額 
１ 建設型応急住宅 １戸当たり 6,883,000 円以内 

２ 賃貸型応急住宅 地域の実情に応じた額 

救助の期間 

１ 建設型応急住宅 着工時期：災害発生の日から２０日以内 

          救助期間：２年以内 

２ 賃貸型応急住宅 着工時期：災害発生の日から速やかに提供 

          救助期間：最長２年 

備   考 

１ 同一敷地内等に概ね５０戸以上設置した場合は、集会等に利用するた

めの施設を設置できる。（５０戸未満であっても小規模な施設を設置で

きる） 

２  高齢者等の要援護者等を数人以上収容する「福祉仮設住宅」を設置で

きる。 

 

③ 炊出しその他による食品の給与 

救助の対象 
１ 避難所に避難している者 

２ 住家に被害を受け、若しくは災害により現に炊事のできない者 

費用の限度額 １人１日当たり 1,330 円以内 

救助の期間 
災害発生の日から７日以内 

（ただし、内閣総理大臣の承認により期間延長あり） 

備   考 
食品給与のための総経費を延べ給食人員で除した金額が限度額以内であ

ればよい。 
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④ 飲料水の供給 

救助の対象 現に飲料水を得ることができない者 

費用の限度額 当該地域における通常の実費 

救助の期間 
災害発生の日から７日以内 

（ただし、内閣総理大臣の承認により期間延長あり） 

備   考 輸送費、人件費は別途計上 

 

⑤ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与 

救助の対象 

住家の全壊、全焼、流出、半壊、半焼又は床上浸水、全島避難等により、

生活上必要な被服、寝具その他生活日用品等を喪失又は損傷等により使用

することができず、直ちに日常生活を営むことが困難な者 

費用の限度額 

１ 夏季（４月～９月）、冬季（１０月～３月）の季別は災害発生の日を

もって決定する。 

２ 下記の金額の範囲内 

区分 
１ 人 

世 帯 

２ 人 

世 帯 

３ 人 

世 帯 

４ 人 

世 帯 

５ 人 

世 帯 

６人以上
１人増す
毎に加算 

全壊 
全焼 
流失 

夏季 19,800円 25,400円 37,700円 45,000円 57,000円 8,300 円 

冬季 32,800円 42,400円 59,000円 69,000円 87,000円 12,000円 

半壊 
半焼 
床上
浸水 

夏季 6,500 円 8,700 円 13,000円 15,900円 20,000円 2,800 円 

冬季 10,400円 13,600円 19,400円 23,000円 29,000円 3,800 円 
 

救助の期間 
災害発生の日から１０日以内 

（ただし、内閣総理大臣の承認により期間延長あり） 

備   考 備蓄物資の価格は年度当初の評価額 

 

⑥ 医療 

救助の対象 医療の途を失った者（応急的措置） 

費用の限度額 

１ 救護班：使用した薬剤、治療材料、破損した医療器具の修繕等の実費 

２ 病院又は診療所：国民健康保険診療報酬の額以内 

３ 施術者：協定料金の額以内 

救助の期間 
災害発生の日から１４日以内 

（ただし、内閣総理大臣の承認により期間延長あり） 

備   考 患者等の移送費は別途計上 

 

⑦ 助産 

救助の対象 
災害発生の日以前又は以後７日以内に分べんした者で、災害のため助産の

途を失った者 

費用の限度額 
１ 救護班：使用した衛生材料等の実費 

２ 助産師：慣行料金の８割以内の額 

救助の期間 
分べんした日から７日以内 

（ただし、内閣総理大臣の承認により期間延長あり） 

備   考 妊婦等の移送費は別途計上 
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⑧ 被災者の救出 

救助の対象 
１ 現に生命若しくは身体が危険な状態にある者 

２ 生死不明の状態にある者 

費用の限度額 当該地域における通常の実費 

救助の期間 
災害発生の日から３日以内 

（ただし、内閣総理大臣の承認により期間延長あり） 

備   考 

１ 期間内に生死が明らかにならない場合は以後「死体の捜索」として取

り扱う。 

２ 輸送費、人件費は別途計上 

 

⑨ 被災した住宅の応急修理 

救助の対象 

１ 災害のため住家が半壊（焼）若しくはこれらに準ずる程度の損傷を受

け、自らの資力により応急修理をすることができない者 

２ 大規模な補修を行わなければ居住することが困難である程度に住家

が半壊（焼）した者 

費用の限度額 

【住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理】 

住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理が必要な部分に対し、合成

樹脂シート、ロープ、土のう等を用いて行うものとし、その修理のために

支出できる費用は、１世帯当たり 51,500 円以内 

【日常生活に必要な最小限度の部分の修理】 

居室、炊事場及び便所等日常生活に必要最小限度の部分に対して、 

１世帯当たり 584,000 円 

居室、炊事場、便所等日常生活に必要最小限度の部分に対する費用 

（１世帯当たり） 

１  大規模半壊、中規模半壊又は半壊もしくは半焼の被害を受けた世帯 

717,000 円以内 

２  半壊又は半焼に準ずる程度の損傷により被害を受けた世帯 348,000 

円以内 

 

【住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理】 

住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理は、災害発生の日から１０

日以内に完了するものとする。 

救助の期間 

【日常生活に必要な最小限度の部分の修理】 

災害発生の日から３か月以内 

（災害対策基本法第２３条の３第１項に規定する特定災害対策本部、同法第

２４条第１項に規定する非常災害対策本部又は同法第２８条の２第１項に

規定する緊急災害対策本部が設置された災害にあっては、６か月以内） 

 

⑩ 学用品の給与 

救助の対象 

全焼、流出、半壊、半焼又は床上浸水による喪失若しくは損傷等により学

用品を使用することができず、就学上支障のある小学校児童、中学校生徒

及び高等学校等生徒 

費用の限度額 

１ 教科書及び教科書以外の教材で、教育委員会に届け出又はその承認を

受けて使用している教材、または正規の授業で使用している教材の実費 

２ 文房具及び通学用品は次の金額以内 

  小学校児童 1人当たり 5,200 円以内 

  中学校生徒１人当たり 5,500 円以内 

  高等学校等生徒１人当たり 6,000円以内 
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救助の期間 
１ 教科書：災害発生の日から１か月以内 

２ 文房具及び通学用品：災害発生の日から１５日以内 

備   考 

１ 備蓄物資は評価額 

２ 入進学時の場合は個々の実情に応じて支給する。 

３ 幼稚園児、専門学校生、大学生等は対象外 

 

⑪ 埋葬 

救助の対象 災害の際死亡した者を対象にして実際に埋葬する者 

費用の限度額 

１体当たり 

大人（12歳以上）226,100円以内 

小人（12歳未満）180,800円以内 

救助の期間 
災害発生の日から１０日以内 

（ただし、内閣総理大臣の承認により期間延長あり） 

 

⑫ 死体の捜索 

救助の対象 
災害により現に行方不明の状態にあり、かつ、各般の事情により既に死亡

していると推定される者 

費用の限度額 当該地域における通常の実費 

救助の期間 
災害発生の日から１０日以内 

（ただし、内閣総理大臣の承認により期間延長あり） 

備   考 輸送費、人件費は別途計上 

 

⑬ 死体の処理 

救助の対象 災害の際死亡した者 

費用の限度額 

１ 死体の洗浄、縫合、消毒等の処理：１体当たり 3,600 円以内 

２ 死体の一時保存 

① 既存建物利用の場合：通常の実費 

② 既存建物利用でない場合：１体当たり 5,700 円以内 

※ドライアイスの購入費等の実費加算可 

３ 検案 

  救護班以外による場合は慣行料金 

救助の期間 
災害発生の日から１０日以内 

（ただし、内閣総理大臣の承認により期間延長あり） 

備   考 
１ 検案は原則として救護班 

２ 輸送費、人件費は別途計上 

 

⑭ 災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で日常生活に著しい支障を及

ぼしているもの（障害物）の除去 

救助の対象 

居室、炊事場等生活に欠くことのできない場所又は玄関に障害物が運び込

まれているため一時的に居住できない状態にあり、かつ、自らの資力を

もってしては、当該障害物を除去することができない者 

費用の限度額 

ロープ、スコップその他除去のため必要な機械、器具等の借上費又は購入

費、輸送費、賃金職員等雇上費等とし、市内において障害物の除去を行っ

た１世帯当たりの平均が 140,000 円以内 

救助の期間 
災害発生の日から１０日以内 

（ただし、内閣総理大臣の承認により期間延長あり） 
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⑮ 救助のための輸送費及び賃金職員等雇上費 

救助の対象 

１ 被災者の避難（法第４条第２項の救助にあっては避難者） 

２ 医療及び助産 

３ 被災者の救出 

４ 飲料水の供給 

５ 死体の捜索 

６ 死体の処理 

７ 救済用物資の整理配分 

費用の限度額 当該地域における通常の実費 

救助の期間 救助の実施が認められる期間 
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資料第５０ 

 

公用負担権限委任証明書・公用負担命令票 

 

【公用負担権限委任証明書】 

公用負担権限委任証明書 

             身 分     氏  名 

 

   上の者に○○区域における水防法第２８条第１項の権限行使を委任したこと

を証明する。 

年  月  日 

 

          水防管理者 

                     氏  名        ○印  

（又は消防機関の長） 

 

【公用負担命令票】 

 番  号         

公 用 負 担 命 令 票 

                住   所 

                負担者氏名 

     

物 件 数 量 負担内容(使用、収用、処分等) 期 間 摘 要 

     

  水防法第２８条の規定により、上記物件を収用（使用又は処分）する。 

      年  月  日 

 
              水防管理者     氏 名          ○印  

（又は消防機関の長） 

事務取扱者 職   氏 名          ○印  
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資料第５１ 

 

被災者相談窓口の相談分野・相談内容 

 

【市の相談窓口】 

 

【関係機関の窓口】 

相談分野・相談内容 担当 

外国人の相談窓口 小平市国際交流協会 

ボランティアの受入・依頼 
小平市社会福祉協議会 

生活福祉資金の貸付 

精神保健福祉相談 多摩小平保健所 

所得税などに関する相談 東村山税務署 

 

相談分野・相談内容 担当課 

災害情報の提供 防災危機管理課 

総合問い合わせ 市民課（市民サービス

担当） 消費生活に関する相談 

「罹災証明書」の交付 税務課、収納課 

市民税・都民税に関する相談（減免措置等） 
税務課 

固定資産税、都市計画税に関する相談（減免措置等） 

租税の徴収猶予に関する相談 収納課 

国民健康保険税・後期高齢者医療保険料に関する相談（減免措置等） 保険年金課 

介護保険に関する相談（介護保険料・利用者負担額の減免等） 高齢者支援課 

安否情報相談（行方不明者に関する相談） 
市民課 

応急仮設住宅等（都営住宅等）入居手続相談 

建築制限に関する相談 
建築指導課 

被災建築物応急危険度判定、被災住宅の応急修理 

小規模事業の資金の融資等についての相談 産業振興課 

災害弔慰金、災害障害見舞金の支給、被災者生活再建支援金の支給 

生活支援課 
災害援護資金の貸付 

義援金の受付 

生活支援相談（生活保護の受給） 

ひとり親家庭の相談 

子育て支援課 こどもに関する手当・助成の相談 

（児童手当・児童育成手当・こどもの医療費助成） 

保育相談（保育再開予定、入園・転園手続き、保育料減免措置等） 保育課 

女性相談 市民協働・男女参画推

進課 性的少数者相談 

障がい者相談 障がい者支援課 

保健・医療相談（育児相談・健康相談） 
健康推進課、こども家

庭センター 

災害ごみ、し尿、がれきの処理、公費解体等の相談 資源循環課 

衛生相談（防疫） 
環境政策課 

飼養動物の保護、適正飼養・譲渡に関する相談 

学校教育に関する相談（被災に伴う児童・生徒の心理相談） 指導課 

就学・転校手続き、学用品費等の就学援助費の支給等 学務課 
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資料第５２ 

 

気象庁震度階級関連解説表 
 

【使用にあたっての留意事項】 

１ 気象庁が発表している震度は、原則として地表や低層建物の一階に設置した震度計に

よる観測値である。この資料は、ある震度が観測された場合、その周辺で実際にどのよ

うな現象や被害が発生するかを示すもので、それぞれの震度に記述される現象から震度

が決定されるものではない。 

２ 地震動は、地盤や地形に大きく影響される。震度は震度計が置かれている地点での観

測値であり、同じ市町村であっても場所によって震度が異なることがある。また、中高

層建物の上層階では一般に地表より揺れが強くなるなど、同じ建物の中でも、階や場所

によって揺れの強さが異なる。 

３ 震度が同じであっても、地震動の振幅（揺れの大きさ）、周期（揺れが繰り返す時の

１回あたりの時間の長さ）及び継続時間などの違いや、対象となる建物や構造物の状態、

地盤の状況により被害は異なる。 

４ この資料では、ある震度が観測された際に発生する被害の中で、比較的多く見られる

ものを記述しており、これより大きな被害が発生したり、逆に小さな被害にとどまる場

合もある。また、それぞれの震度階級で示されている全ての現象が発生するわけではな

い。 

５ この資料は、主に近年発生した被害地震の事例から作成したものである。今後、５年

程度で定期的に内容を点検し、新たな事例が得られたり、建物・構造物の耐震性の向上

等によって実状と合わなくなった場合には変更する。 

６ この資料では、被害などの量を概数で表せない場合に、一応の目安として、次の副詞・

形容詞を用いている。 

用語 意味 

まれに 

わずか 

大半 

ほとんど 

極めて少ない。めったにない。 

数量・程度が非常に少ない。ほんの少し。 

半分以上。ほとんどよりは少ない。 

全部ではないが、全部に近い。 

が（も）ある、 

が（も）いる 

当該震度階級に特徴的に現れ始めることを表し、量的には多くは

ないがその数量・程度の概数を表現できかねる場合に使用。 

多くなる 量的に表現できかねるが、下位の階級より多くなることを表す。 

さらに多くなる 
上記の「多くなる」と同じ意味。下位の階級で上記の「多くなる」

が使われている場合に使用。 

※ 気象庁では、アンケート調査などにより得られた震度を公表することがあるが、これ

らは「震度○相当」と表現して、震度計の観測から得られる震度と区別している。 

 

  



 

資料-113 

●人の体感・行動・屋内の状況、屋外の状況 

震度 

階級 
人の体感・行動 屋内の状況 屋外の状況 

０ 
人は揺れを感じないが、地
震計には記録される。 

－ － 

１ 

屋内で静かにしている人の
中には、揺れをわずかに感
じる人がいる。 

－ － 

２ 

屋内で静かにしている人の
大半が、揺れを感じる。眠っ
ている人の中には、目を覚
ます人もいる。 

電灯などのつり下げ物が、
わずかに揺れる。 

－ 

３ 

屋内にいる人のほとんど
が、揺れを感じる。歩いて
いる人の中には、揺れを感
じる人もいる。眠っている
人の大半が、目を覚ます。 

棚にある食器類が音を立て
ることがある。 

電線が少し揺れる。 

４ 

ほとんどの人が驚く。歩い
ている人のほとんどが、揺
れを感じる。眠っている人
のほとんどが、目を覚ます。 

電灯などのつり下げ物は大
きく揺れ、棚にある食器類
は音を立てる。座りの悪い
置物が、倒れることがある。 

電線が大きく揺れる。自
動車を運転していて、揺
れに気付く人がいる。 

５弱 

大半の人が、恐怖を覚え、
物につかまりたいと感じ
る。 

電灯などのつり下げ物は激
しく揺れ、棚にある食器類、
書棚の本が落ちることがあ
る。座りの悪い置物の大半
が倒れる。固定していない
家具が移動することがあ
り、不安定なものは倒れる
ことがある。 

まれに窓ガラスが割れ
て落ちることがある。電
柱が揺れるのがわかる。
道路に被害が生じるこ
とがある。 

５強 

大半の人が、物につかまら
ないと歩くことが難しいな
ど、行動に支障を感じる。 

棚にある食器類や書棚の本
で、落ちるものが多くなる。
テレビが台から落ちること
がある。固定していない家
具が倒れることがある。 

窓ガラスが割れて落ち
ることがある。補強され
ていないブロック塀が
崩れることがある。据付
けが不十分な自動販売
機が倒れることがある。
自動車の運転が困難と
なり、停止する車もあ
る。 

６弱 
立っていることが困難にな
る。 

固定していない家具の大半
が移動し、倒れるものもあ
る。ドアが開かなくなるこ
とがある。 

壁のタイルや窓ガラス
が破損、落下することが
ある。 

６強 立っていることができず、
はわないと動くことができ
ない。 

揺れにほんろうされ、動く
こともできず、飛ばされる
こともある。 

固定していない家具のほと
んどが移動し、倒れるもの
が多くなる。 

壁のタイルや窓ガラス
が破損、落下する建物が
多くなる。補強されてい
ないブロック塀のほと
んどが崩れる。 

７ 

固定していない家具のほと
んどが移動したり倒れたり
し、飛ぶこともある。 

壁のタイルや窓ガラス
が破損、落下する建物が
さらに多くなる。補強さ
れているブロック塀も
破損するものがある。 
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●木造建物（住宅）の状況 

震度 

階級 

木造建物（住宅） 

耐震性が高い 耐震性が低い 

５弱 － 
壁などに軽微なひび割れ・亀裂がみられる

ことがある。 

５強 － 
壁などにひび割れ、亀裂がみられることが

ある。 

６弱 
壁などに軽微なひび割れ・亀裂がみら

れることがある。 

壁などのひび割れ、亀裂が多くなる。 

壁などに大きなひび割れ、亀裂が入ること

がある。 

瓦が落下したり、建物が傾いたりすること

がある。倒れるものもある。 

６強 
壁などにひび割れ・亀裂がみられるこ

とがある。 

壁などに大きなひび割れ・亀裂が入るもの

が多くなる。 

傾くものや、倒れるものが多くなる。 

７ 
壁などのひび割れ・亀裂が多くなる。 

まれに傾くことがある。 

傾くものや、倒れるものがさらに多くな

る。 

（注 1）木造建物（住宅）の耐震性により 2 つに区分けした。耐震性は、建築年代の新しいも

のほど高い傾向があり、概ね昭和 56 年（1981 年）以前は耐震性が低く、昭和 57 年（1982

年）以降には耐震性が高い傾向がある。しかし、構法の違いや壁の配置などにより耐震

性に幅があるため、必ずしも建築年代が古いというだけで耐震性の高低が決まるもので

はない。既存建築物の耐震性は、耐震診断により把握することができる。 

（注 2）この表における木造の壁のひび割れ、亀裂、損壊は、土壁（割り竹下地）、モルタル

仕上壁（ラス、金網下地を含む）を想定している。下地の弱い壁は、建物の変形が少な

い状況でも、モルタル等が剥離し、落下しやすくなる。 

（注 3）木造建物の被害は、地震の際の地震動の周期や継続時間によって異なる。平成 20年（2008

年）岩手・宮城内陸地震のように、震度に比べ建物被害が少ない事例もある。 

 

●鉄筋コンクリート造建物の状況 

震度 

階級 

鉄筋コンクリート造建物 

耐震性が高い 耐震性が低い 

５強 － 
壁、梁、柱などの部材に、ひび割れ・亀裂

が入ることがある。 

６弱 
壁、梁、柱などの部材に、ひび割れ・

亀裂が入ることがある。 

壁、梁、柱などの部材に、ひび割れ・亀裂

が多くなる。 

６強 
壁、梁、柱などの部材に、ひび割れ・

亀裂が多くなる。 

壁、梁、柱などの部材に、斜めや×状のひ

び割れ・亀裂がみられることがある。 

１階あるいは中間階の柱が崩れ、倒れるも

のがある。 

７ 

壁、梁、柱などの部材に、ひび割れ・

亀裂がさらに多くなる。 

１階あるいは中間階が変形し、まれに

傾くものがある。 

壁、梁、柱などの部材に、斜めや×状のひ

び割れ・亀裂が多くなる。 

１階あるいは中間階の柱が崩れ、倒れるも

のが多くなる。 

（注 1）鉄筋コンクリート造建物では、建築年代の新しいものほど耐震性が高い傾向があり、

概ね昭和 56 年（1981 年）以前は耐震性が低く、昭和 57 年（1982 年）以降は耐震性が

高い傾向がある。しかし、構造形式や平面的、立面的な耐震壁の配置により耐震性に幅

があるため、必ずしも建築年代が古いというだけで耐震性の高低が決まるものではない。

既存建築物の耐震性は、耐震診断により把握することができる。 

（注 2）鉄筋コンクリート造建物は、建物の主体構造に影響を受けていない場合でも、軽微な

ひび割れがみられることがある。 
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●地盤・斜面等の状況 

震度 

階級 
地盤の状況 斜面等の状況 

５弱 亀裂※１や液状化※２が生じることが
ある。 

落石やがけ崩れが発生することがある。 
５強 

６弱 地割れが生じることがある。 
がけ崩れや地すべりが発生することがあ
る。 

６強 
大きな地割れが生じることがある。 

がけ崩れが多発し、大規模な地すべりや山
体の崩壊が発生することがある※３。 ７ 

※1 亀裂は、地割れと同じ現象であるが、ここでは規模の小さい地割れを亀裂として表記し

ている。 

※2 地下水位が高い、ゆるい砂地盤では、液状化が発生することがある。液状化が進行する

と、地面からの泥水の噴出や地盤沈下が起こり、堤防や岸壁が壊れる、下水管やマンホー

ルが浮き上がる、建物の土台が傾いたり壊れたりするなどの被害が発生することがある。 

※3 大規模な地すべりや山体の崩壊等が発生した場合、地形等によっては天然ダムが形成さ

れることがある。また、大量の崩壊土砂が土石流化することもある。 

 

●ライフライン・インフラ等への影響 

ガス供給の停止 

安全装置のあるガスメーター（マイコンメーター）では震度５弱程度
以上の揺れで遮断装置が作動し、ガスの供給を停止する。 

さらに揺れが強い場合には、安全のため地域ブロック単位でガス供給
が止まることがある※。 

断水、停電の発生 
震度５弱程度以上の揺れがあった地域では、断水、停電が発生するこ
とがある※。 

鉄道の停止、高速 

道路の規制等 

震度４程度以上の揺れがあった場合には、鉄道、高速道路などで、安
全確認のため、運転見合わせ、速度規制、通行規制が、各事業者の判
断によって行われる。（安全確認のための基準は、事業者や地域によっ
て異なる。） 

電話等通信の障害 

地震災害の発生時、揺れの強い地域やその周辺の地域において、電
話・インターネット等による安否確認、見舞い、問合せが増加し、電
話等がつながりにくい状況（ふくそう）が起こることがある。 

そのための対策として、震度６弱程度以上の揺れがあった地震などの
災害の発生時に、通信事業者により災害用伝言ダイヤルや災害用伝言
板などの提供が行われる。 

エレベーターの 

停止 

地震管制装置付きのエレベーターは、震度５弱程度以上の揺れがあっ
た場合、安全のため自動停止する。運転再開には、安全確認などのた
め、時間がかかることがある。 

※ 震度６強程度以上の揺れとなる地震があった場合には、広い地域で、ガス、水道、電気の

供給が停止することがある。 

 

●大規模構造物への影響 

長周期地震動※によ
る超高層ビルの揺
れ 

超高層ビルは固有周期が長いため、固有周期が短い一般の鉄筋コンク
リート造建物に比べて地震時に作用する力が相対的に小さくなる性
質を持っている。しかし、長周期地震動に対しては、ゆっくりとした
揺れが長く続き、揺れが大きい場合には、固定の弱いＯＡ機器などが
大きく移動し、人も固定しているものにつかまらないと、同じ場所に
いられない状況となる可能性がある。 

石 油 タ ン ク の ス
ロッシング 

長周期地震動により石油タンクのスロッシング（タンク内容液の液面
が大きく揺れる現象）が発生し、石油がタンクから溢れ出たり、火災
などが発生したりすることがある。 

大規模空間を有す
る施設の天井等の
破損、脱落 

体育館、屋内プールなど大規模空間を有する施設では、建物の柱、壁
など構造自体に大きな被害を生じない程度の地震動でも、天井等が大
きく揺れたりして、破損、脱落することがある。 

※ 規模の大きな地震が発生した場合、長周期の地震波が発生し、震源から離れた遠方まで到

達して、平野部では地盤の固有周期に応じて長周期の地震波が増幅され、継続時間も長く

なることがある。  
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資料第５３ 

 

気象庁の火山観測・監視体制 

 

各地方の活火山 
火山防災のために監視・観測体制の充実等が必要な火山 

（５１火山） 

北海道地方 
雌阿寒岳、十勝岳、樽前山、有珠山、北海道駒ケ岳、アトサヌプリ、

大雪山、倶多楽、恵山 

東北地方 
岩木山、秋田駒ケ岳、吾妻山、安達太良山、磐梯山、秋田焼山、 

岩手山、鳥海山、栗駒山、蔵王山、十和田、八甲田山 

関東・中部地方 
那須岳、草津白根山、浅間山、新潟焼山、焼岳、御嶽山、富士山、

箱根山、弥陀ヶ原、伊豆東部火山群、日光白根山、乗鞍岳、白山 

伊豆・小笠原諸島 伊豆大島、三宅島、新島、神津島、八丈島、青ヶ島、硫黄島 

中国地方  

四国地方  

九州地方 
九重山、阿蘇山、雲仙岳、霧島山、桜島、薩摩硫黄島、口永良部島、

中之島、諏訪之瀬島、鶴見岳・伽藍岳 

沖縄  

 

 ※硫黄島及び中之島は、噴火警戒レベル未導入火山  
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資料第５４ 

浸水予想区域・土砂災害警戒区域 
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資料第５５ 

 

各場面における震災シナリオ 

 

小平市の地域特性を踏まえた小平市版震災シナリオ（対象者別、発災時間別、シーン別）

を作成した。 

東京都の震災シナリオを基に小平市の地域特性に合ったシナリオとして、下表のとおり、

複数パターンの震災シナリオを作成した。 

 

《表 震災シナリオの種類》 

対象者 
発災

時間 
シーン 

市外への通勤者 夕方 都心の勤務先で被災し、帰宅困難となる 

市外からの通学者（学生） 朝 通学時、市内の駅で被災し、帰宅困難となる 

1 人暮らしの高齢者 昼 在宅時に被災し、避難所へ避難する 

市職員 夜 
勤務時間外に震災が発生し、市役所に参集す

る 

マンション居住者 朝 
マンションで被災した場合 

（断水、エレベーターの停止等が起こる） 

木密地域居住者 夜 夕食準備中で火災が起こる場合 

在宅避難者 昼 在宅避難の場合 

避難所避難者 昼 避難所避難の場合 

小・中学校の児童・生徒 

（防災授業で使用できる一般的な

震災シナリオ） 

昼 

授業中に被災した場合 

（安全確認、校庭に避難し、保護者への引き

渡しまでの流れ。保護者に連絡がつかない場

合も想定する。） 

１家族（両親・子ども） 夕方 家庭内で被災した場合 
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資料第５６ 

 

用語集 

 

第１章 市民、事業者、市の基本的責務と役割 

 

【事業所防災計画】 

東京都震災対策条例に基づき、その事業活動に関して震災による被害を最小限にとどめる

ため、都及び市区町村の地域防災計画を基準として、事業所単位で作成する防災計画 

 

第２章 市民と地域の防災力向上 

 

【小平市災害ボランティアセンター】 

災害発生時に市と災害協定を締結している小平市社会福祉協議会が連携し、被災者・被災

地支援のために活動するボランティア活動を効果的・効率的に行うための、臨時のボラン

ティアセンターをいう。 

 

【地区防災計画】 

一定の地区内の居住者及び事業者が共同して行う防災活動に関する計画。 

自助・共助による自発的な防災活動を促進し、ボトムアップ型で地域における防災力の向

上を図るものであり、市防災会議に対し、市地域防災計画に地区防災計画を定めることを

提案することができる。市地域防災計画の中に地区防災計画が規定されることによって、

公助と共助による防災活動が連携し、地域における防災力を向上させることを目的として

いる。 

 

第３章 安全な都市づくりの実現 

 

【社会公共施設等】 

都立施設、都立以外の公立施設及び民間施設のうち、警察署、消防署、災害対策本部が設

置される庁舎の他、避難所に指定されている学校施設等、福祉避難所に指定されている社

会福祉施設等、災害拠点病院等に指定されている医療機関等、防災上特に重要な建築物及

び応急仮設住宅となりうる公的住宅等を総称していう。 

 

【特定緊急輸送道路】 

東京における緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を推進する条例（平成２３年東京都条例第

３６条）第７条に基づき、特に耐震化を推進する必要がある道路として指定した道路をい

う。 

 

【ＲＩ（ラジオ・アイソトープ）】 

放射線を出す同位元素（ウラン、ラジウム、カリウム等）のことで、核医学検査及び放射

線治療で使用される。 
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第４章 安全な交通ネットワーク及びライフライン等の確保 

 

【ＳＩ値】 

ＳＩ値（Spectrum Intensity）は、「地震によって一般的な建物がどれだけ大きく揺れる

か」を数値化したもので、単位は kine（カイン）である。ＳＩ値が大きいほど、建物は大

きく揺れることになり、被害が起こりやすくなる。 

 

【細街路の閉塞】 

道路の幅員が １３ｍ未満の狭い道路に揺れや液状化によって周辺の家屋等が倒壊し、当該

区間が通行できなくなる状態をいう。 

 

【緊急輸送ネットワーク】 

震災時の救助や救急、医療活動、緊急輸送を円滑に行うため、応急活動の中心となる施設

（指定拠点）と指定拠点相互間を、陸・海・空・水上・地下の多ルートで結ぶネットワー

ク 

 

【道路啓開】 

災害時に道路の損壊、崩土、道路上への落下倒壊物、放置車両等の交通障害物により、通

行不能となった道路において、それら障害物を撤去し、簡易な応急復旧の作業を行い、避

難・救護・救急対策等のための初期の緊急輸送機能の回復を図ること。 

 

【緊急通行車両等】 

災害対策基本法施行令（昭和３７年政令第２８８号）第３２条の２で定める次の車両をい

う。 

・道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第３９条第１項の緊急自動車  

・災害応急対策に従事する者又は災害応急対策に必要な物資の緊急輸送その他の災害応

急対策を実施するため運転中の車両で標章が掲示されているもの 

 

【第一次緊急輸送ネットワーク】 

応急対策の中枢を担う都本庁舎、立川地域防災センター、市庁舎、輸送路管理機関及び重

要港湾、空港等を連絡する輸送路  

 

【第二次緊急輸送ネットワーク】 

第一次緊急輸送路と放送機関、自衛隊や警察・消防・医療機関等の主要初動対応機関、ラ

イフライン機関、ヘリコプター災害時臨時離着陸場候補地等を連絡する輸送路 

 

【第三次緊急輸送ネットワーク】 

トラックターミナルや駅等の広域輸送拠点、備蓄倉庫と市の地域内輸送拠点等を連絡する

輸送路 

 

【緊急自動車専用路】 

発災直後に道路交通法による交通規制を行い、人命救助、消火活動等を行う緊急自動車等

のみを通行させる路線。 



 

資料-132 

【緊急交通路】 

災害対策基本法第７６条第１項の規定により、緊急通行車両以外の車両の通行を禁止又は

制限する道路の区間をいう。 

 

【緊急輸送道路】 

高速自動車国道、一般国道及びこれらを連絡する幹線的な道路並びにこれらの道路と知事

が指定する拠点（指定拠点）とを連絡し、又は指定拠点を相互に連絡する道路をいう。 

 

【緊急道路障害物除去路線】 

原則として上下各１車線を確保し、避難・救護・救急対策等のための震災後初期の緊急輸

送機能の回復を図るために、道路損壊、崩土、道路上への落下倒壊物、放置された車両な

どの交通障害物により通行不可能となった道路において、障害物除去や簡易な応急復旧作

業を優先的に行う、あらかじめ指定された路線 

 

【緊急通行車両等の種類】 

・災害対策基本法第５０条第１項に規定する災害応急対策を実施するために使用される計

画がある車両 

・道路交通法第３９条に定める緊急用務を行う機関が当該目的のために使用する車両 

・医師・歯科医師、医療機関等が使用中の車両 

・医薬品、医療機器、医療用資材等を輸送するため使用中の車両 

・患者等搬送車両（特別な構造又は装置があるものに限る。） 

・建設用重機、道路啓開作業用車両又は重機輸送用車両 

・災害応急対策に従事する指定行政機関等の職員が、当該勤務場所に参集するため使用中

の二輪の自動車又は原動機付自転車 

・災害応急対策に従事する者が参集又は当該目的のために使用中の自転車 

・緊急の手当を要する負傷者又は病院の搬送のため使用中の車両 

・歩行が困難な者又は介護を必要とする者の搬送のため使用中の車両 

・報道機関の緊急取材のため使用中の車両 

・災害対策に従事する自衛隊、米軍及び外交関係の車両であって特別の自動車番号標を有

している車両 

・交通対策本部長又は警察署長が必要と認めた車両 

 

【広域応援の車両】 

事前届出済証を所持しているライフライン復旧などの広域応援の車両については、その所

管する道府県公安委員会から標章の交付を受ける。 

ただし、やむを得ない場合は、届出済証の提示により都公安委員会で標章の交付を受ける

ことができる。 

 

【規制除外車両】 

民間事業者等による社会経済活動のうち大規模災害発生時に優先すべきものに使用される

車両であって、公安委員会の意思決定に基づき、通行禁止の対象から除外する。 
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第５章 広域的な視点からの応急対応力の強化 
 

【ＢＣＰ（Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｃｏｎｔｉｎｕｉｔｙ Ｐｌａｎ）】 

大規模災害発生時に優先的に取り組むべき重要業務（以下、「非常時優先業務」という。）

をあらかじめ特定し、業務を実施するために必要な執行体制や執行環境、継続に必要な資

源を確保すること等、大規模災害発生時においても適切な業務遂行を確保するための対応

方針を計画として作成するもの。 

市のＢＣＰの実効性確保するために、以下の３つの基本姿勢が重要である。 

・全庁を挙げた災害対応態勢を直ちに確立する。 

・非常時優先業務を確実に実施する。 

・通常業務は原則として休止する。 

◆事業継続の取組が持つ特徴 

・ 災害後に活用できる資源に制限があると認識し、非常時優先業務を絞り込むこと。 

・ 非常時優先業務の特定にあたっては、業務の継続に著しい影響を与えかねない最大規模

の被害を引き起こす災害を想定し、想定とは異なる災害についても、最大規模の災害を

想定した非常時優先業務を基本として、災害の種類や規模に応じた対応ができるよう、

実効性の確保に向けた取組を推進していくこと。 

・ 非常時優先業務は、全ての業務を洗い出し、タイムラインに応じて着手すべき業務を絞

り込み、特に発災後１か月以内に着手する業務を非常時優先業務として区分する。 

・ 各非常時優先業務の担当ごとに、どのような被害が生じるとその重要業務の継続が危う

くなるかを抽出して検討すること。 

・ 非常時優先業務の継続に不可欠で、再調達や復旧の制約となりかねない重要な要素（ボ

トルネック）を洗い出し、重点的に対処すること。 

・ ＢＣＰに定める主な内容としては、権限の代行、職員の参集体制、代替庁舎の特定、電

気・水・食料等の確保、情報通信手段の確保、重要な行政データのバックアップ、非常

時優先業務の特定、受援応援体制の整備、執行環境の確保など、発災時の業務継続の上

で欠かすことのできない要素を含んでいること。 
 

ＢＣＰ策定による事業の確保と早期復旧のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・発災後、市が実施する業務は、新たに応急復

旧業務が発生することにより、急激に増加 
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第６章 情報通信の確保 

 

【防災相互通信無線】 

関係防災機関の間で、被害情報等を迅速に交換し、防災活動を円滑に進めることを目的と

したもので、国、地方公共団体、電力会社、鉄道会社等で導入されている。 

同無線を利用するには、専用の無線設備を整備するか、自営の無線設備で決められた周波

数帯の防災相互波で通信できるように組み込む必要がある。 

 

【緊急地震速報】 

緊急地震速報は、地震発生直後に震源に近い観測点で観測された地震波を解析することに

より、地震による強い揺れが来る前に、これから強い揺れが来ることを知らせる警報であ

る。ただし、震源付近では強い揺れの到達に間に合わない。 

 

【全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）】 

気象庁から送信される地震等の気象関係情報や、内閣官房から送信される有事関係情報を、

人工衛星を利用して地方公共団体に送信し、市町村の同報系防災行政無線を自動起動する

システムである。 

 

【緊急情報ネットワークシステム（Ｅｍ－Ｎｅｔ）】 

総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）を利用して、国（官邸）と地方公共団体間で緊急情

報の通信（双方向）を行うもので、メッセージを強制的に相手側に送信し、迅速・確実に

緊急を要する情報等を伝達する。この際、配信先へのアラーム等による注意喚起、メッセー

ジの送達確認、添付資料の閲覧確認が可能である。 

 

【Ｌアラート（災害情報共有システム）】 

総務省が全国に普及促進しているもので、ＩＣＴを活用して、災害時の避難指示など地域

の安心・安全に関するきめ細かな情報の配信を簡素化・一括化し、テレビ、ラジオなどの

様々なメディアを通じて、地域住民に迅速かつ効率的に提供することを実現する情報基盤。 

 

第７章 医療救護・保健等対策 

 

【災害医療コーディネーター】 

災害時に、医療救護活動等を統括・調整するために医学的な助言を行うコーディネーター。

市内の医療救護活動を対象として、市が指定する「市災害医療コーディネーター」のほか、

都が指定する都内全域を対象とする「東京都災害医療コーディネーター」、各二次保健医

療圏域を対象とする「東京都地域災害医療コーディネーター」がある。 

 

【小平市災害医療コーディネーターの業務】 

《役割》 

・市内の医療救護活動等を統括・調整するために必要な医療情報を集約・一元化し、医療

救護活動等に関する医学的助言を行う。 

・平常時から、市の医療連携体制に関する助言を行う。 

・災害時に医療救護活動拠点における「小平市連絡調整会議」の中心的な役割を担うほか、
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東京都地域災害医療コーディネーターや圏域内の市コーディネーター等関係機関との情

報連絡体制を構築する。 

《具体的に取り組む内容》 

小平市災害医療コーディネーターは、大規模災害時において、市長の要請に基づき、小平

市災害対策本部又は医療救護活動拠点に参集し、次の職務に関する統括・調整を行うため

の助言を行う。 

・市の医療救護活動方針の策定に関すること 

・医療チームの配分調整に関すること 

・傷病者を受け入れる病院との連絡調整に関すること 

・医療救護班の活動に関すること 

・医療情報の収集提供に関すること 

・収容先医療機関の確保に関すること 

・東京都地域災害医療コーディネーターとの連絡調整に関すること 

・その他医療救護に関すること 

 

【二次保健医療圏医療対策拠点】 

都が、二次保健医療圏ごとに災害拠点中核病院等において、圏域内の区市町村から情報収

集を行い、地域災害医療コーディネーターとともに医療救護活動の統括・調整を行う場所。 

 

【医療救護所】 

市が地域防災計画に基づき、医療救護活動を実施する場所。緊急医療救護所と避難所医療

救護所がある。 

 

【緊急医療救護所】 

市が、発災後速やかに、災害拠点病院等の近接地等（病院開設者の同意がある場合は、病

院敷地内を含む。）に設置する医療救護所で、主に傷病者のトリアージ（※）、軽症者に

対する応急処置及び搬送調整を行う場所 

 

【避難所医療救護所】 

市が、おおむね急性期以降に、避難所内に設置する医療救護所 

 

【医療救護活動拠点】 

市が、医療救護所や在宅療養者の医療支援に関して調整・情報交換する場所 

 

【トリアージ】 

災害発生時などに多数の傷病者が発生した場合に、傷病者を傷病の緊急度や重症度に応じ

て治療優先度を決めることをいう。 

 

【東京 DMAT（東京 Disaster Medical Assistance Team：ディーマット）】 

大震災等の自然災害や交通事故等の災害現場で救命処置等を行うための専門知識を習得し

た医師、看護師等で編成される災害医療派遣チームをいう。 
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【広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ：イーミス）】 

Emergency Medical Information System の略。 

災害時に被災した都道府県を越えて医療機関の稼働状況など災害医療に関わる情報を共有

し、被災地域での迅速かつ適切な医療・救護に関わる各種情報を集約・提供することを目

的とするシステムをいう。 

 

第８章 帰宅困難者対策 

 

【東京都帰宅困難者対策条例の概要】 

・企業等従業員の施設内待機の努力義務化 

・企業等従業員の３日分の備蓄（飲料水、食料等）の努力義務化 

・駅、大規模な集客施設等の利用者保護の努力義務化 

・学校等における児童・生徒等の安全確保の努力義務化 

・官民による安否確認と災害関連情報提供のための体制整備等 

・一時滞在施設の確保に向けた都、国、区市町村、民間事業者との連携協力 

・帰宅支援（災害時帰宅支援ステーションの確保に向けた連携協力等） 

 

【災害時帰宅支援ステーション】 

災害時帰宅支援ステーションとは、帰宅経路上の徒歩帰宅者を支援する施設であり、想定

する施設は、学校等の公共施設や、沿道に多数の店舗があるコンビニエンスストア、ファ

ミリーレストラン、ガソリンスタンド等の民間施設である。店舗には、協定先の地方公共

団体から提供を受けるステッカー等を利用者から見やすい入口等に掲出している。  

災害時帰宅支援ステーションが徒歩帰宅者に対して行う主な支援内容は、水道水及びトイ

レの提供、地図等による道路情報及びラジオ等で知り得た通行可能な道路等の情報提供等

である。 

 ※店舗の被害状況により、実施できない場合もある。   

 

第９章 避難者対策 

 

【福祉避難所】 

一般的な避難所での避難生活が困難な要配慮者のため特別な配慮がなされた避難所 

 

【災害関連死】 

当該災害による負傷の悪化又は避難生活等における身体的負担による疾病により死亡し、

災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和４８年法律第８２号）に基づき災害が原因で死亡

したと認められたもの（実際には災害弔慰金が支給されていないものも含めるが、当該災

害が原因で所在が不明なものは除く。） 

 

【避難場所】 

大地震時に発生する延焼火災やその他の危険から避難者の生命を保護するために必要な面

積を有する大規模公園、緑地等のオープンスペースをいう。 
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【避難指示等一覧】 

避 難 情 報 等 居住者等がとるべき行動等 

早 期 注 意 情 報 

（ 気 象 庁 ） 

災害への心構えを高める。 

・防災気象情報等の最新情報に注意する。 

注 意 報 

（ 気 象 庁 ） 

自らの避難行動を確認 

・ハザードマップ等により自宅・施設等の災害リスク、指定緊急避難場

所や避難経路、避難のタイミング等を再確認するとともに、避難情報の

把握手段を再確認・注意するなど、避難に備え自らの行動を確認する。 

高 齢 者 等 避 難 危険な場所から高齢者等は避難 

・高齢者等（※1）は危険な場所から避難（立退き避難又は屋内安全

確保（※２））する。 

・高齢者等以外の人も必要に応じ、出勤等の外出を控えるなど普段の行

動を見合わせ始めたり、避難の準備をしたり、自主的に避難するタイミ

ングである。例えば、地域の状況に応じ、早めの避難が望ましい場所の

居住者等は、このタイミングで自主的に避難することが望ましい。 

避 難 指 示 危険な場所から全員避難 

・危険な場所から全員避難（立退き避難又は屋内安全確保）する。 

緊 急 安 全 確 保 命の危険 直ちに安全確保 

・指定緊急避難場所等への立退き避難することがかえって危険である

場合、緊急安全確保する。 

ただし、災害発生・切迫の状況で、本行動を安全にとることができ

るとは限らず、また本行動をとったとしても身の安全を確保できると

は限らない。 

※１ 避難を完了させるのに時間を要する在宅又は施設利用者の高齢者及び障がいのある人

等、及びその人の避難を支援する者 

※２ 自宅・施設等の上階への移動や高層階に留まること（待避） 

出典：内閣府「避難情報に関するガイドライン」（令和３年５月）一部加工 

 

注 突発的な災害の場合、市町村長からの避難指示等の発令が間に合わないこともあるため、

自ら警戒レベル相当情報等を確認し避難の必要性を判断するとともに、身の危険を感じたら躊

躇なく自発的に避難する。 

 

【避難所開設準備委員会】 

平常時から避難所運営について協議し、避難所運営マニュアルの作成や避難所開設訓練等

を通じて避難所運営のルールを確認する、近隣自治会や自主防災組織等の代表者、施設関

係者、施設管理者、市職員などで構成する組織。名称や構成員は、地区により異なること

がある。 

 

【避難所運営委員会】 

発災後に設置され、避難所の運営を自主的に協議し決定するための組織であり、主に避難

所を利用する者で構成する運営機関。 

 

第１２章 住民の生活の早期再建 

 

【東京都義援金配分委員会】 

義援金を確実、迅速、適切に募集・配分するため都本部に設置される委員会であり、委員

会は都、市区町村、日本赤十字社東京都支部、その他防災関係機関の代表者による構成と

なる。 


